










を対象とした研究では，BPDは，精神科外来患者の28.1%に認めるとする報告 6）があり，一方，
思春期 （平均15.5歳） の精神科入院患者では49%にBPDを認めるとする報告 11）がある。すなわ
ち，若年者BPD例の有病率は，対象が一般集団であれ精神科患者であれ，ほとんど成人例と同
じことに気付く。

それでは，若年BPDは，成人例と同様に自殺関連行動の危険因子と言えるのであろうか。
Sharpらは，12～17歳 （平均年齢15.5歳） の156名の入院患者 （連続サンプル，55.1%が女性） 

について，BPD例 （19.2%） と非BPD例に分類し，BPD例の自殺関連行動 （自殺企図歴，過去1

年の自殺念慮など） におけるBPD例の特徴を検討した 28）。各自殺関連行動を従属因子とし，性別，
うつ病，BPDを共変量として解析したところ，BPDとうつ病はそれぞれ独立して，過去1年の
自殺念慮との関連を認めた。

Glennらは，精神科病入院となった思春期例97名 （平均年齢15.4歳，50.5%が女性） につい
て，自殺関連行動 （自殺企図と自殺念慮） とBPDの特定の症状との関連を調査した。各自殺関連
行動を従属因子とし，性別，年齢などを調整して解析したところ，BPDの特徴的な症状のなかで，
特に感情の不安定性が各自殺関連行動と関連した 8）。

Yenらは，12～18歳 （平均年齢15.3歳） の119名の自殺関連行動 （自殺企図，自殺念慮を伴
う自傷行為，自殺念慮） を契機に入院となった患者について，BPD例 （39.5%） と非BPD例に分
類し，BPD例の自殺関連行動 の特徴を検討した 34）。BPD例は非BPD例と比べ，自殺企図を契機
とした入院の頻度が高く，自殺企図歴を認める頻度や精神疾患の併存症の頻度が高く，攻撃性が
高いことが示唆された。

わが国の研究では，林らは，自殺関連行為を契機に入院となった患者155名 （平均年齢36.5歳，
56.1%が女性） を対象とし，20歳以下に自殺関連行動を開始した群とそれ以外を比較検討した結
果，前者とBPDの関連を示した 14）。

以上の近年の研究から，BPDが若年自殺企図例の危険因子とは明言できないものの，若年
BPD例自体が，うつ病とは独立して自殺関連行動の危険因子であることが示唆された。一方，
BPDの特徴的な所見である絶望感 27） や攻撃的衝動性 22） などは，自殺企図の危険因子と考えられ
ている。

2.自験例
我々は救命救急センターに搬送される思春期自殺企図群に，BPD例が明らかに存在すること

を確認してきた 23）。そして，これまで述べてきたように，若年BPDの自殺関連の研究が乏しい
だけでなく，明確に自殺企図群を対象とした観察研究はほとんど存在しなかったことから，我々
は思春期BPDの精神医学的特徴を明らかにすることを目的とした症例対照の横断研究を試みた。

2008年4月から2010年8月までに，東海大学医学部付属病院救命救急センターに自殺企図
により1383名が搬送となり，そのうち786名が入院となった。本研究は，この786名の入院
例のなかで20歳未満の79名 （連続サンプル） を対象とした。境界性パーソナリティ障害の診断
は，DSM-IV-TRに基づいて診断し，診断した患者については，Structured Clinical Interview for 

DSM-IV Axis （SCID） Personality Disorders 7）を使用してBPDの診断を確認した。結果は，10

名 （12.7%） にBPDを認め，BPD例は非BPD例と比べ，気分障害を併存している頻度が有意に高
かった 17）。
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3.若年BPD例の自殺企図の特徴
このように，若年BPD例の自殺企図そのものを対象とした研究は少なく，またわが国におけ

る研究はほとんど存在しない。そこで以下の臨床的特徴は，救命救急センターに搬送となった若
年者自殺企図例を研究対象とした自験例を中心に検討する。
①頻度

前述のSharpらの報告 （12～17歳 （平均年齢15.5歳） の156名の精神科入院患者 （連続サン
プル，55.1%が女性） ） では，BPD例を19.2%に認め，そのBPD例のなかで37%に自殺企図歴を
認め，27%に過去1年以内の自殺企図を認めた 28）。成人例では，経過中に自殺企図を認める頻度
は50%を超えるが，その違いは若年例の場合経過自体がまだ長くないからに他ならない。

一方，自殺企図群のBPD例の頻度に注目すると，わが国の研究では，12.7%～37.5%の幅の
頻度で認められる 25）26）31）。各研究での頻度の違いは，地域的な理由に加え，半構造化面接を行っ
ていないことが起因していると想われた。自験例では12.7%であったが，SCID-IIを補助的に使
用しており，ある程度の信頼性は担保できると思われた 17）。なお，自験例は症例対照研究では
るが，一般対照群と比較していないため （すなわち，研究対象が自殺企図群のため），BPD自体
が自殺企図のリスクか否かは不明である。しかし，前述のように，若年例であれ成人例であれ，
BPDの一般人口の頻度が1～2%であることに鑑みると，12.7%という頻度は低くはない。
②企図手段

自験例では，BPD群は，非BPD群と比べより致死的な手段で自殺企図に及ぶ傾向を認めた （有
意差は認めなかった）17）。BPD例は非BPD例と比べ，身体損傷の程度が高く，救命救急センター
の入院期間は有意に長く 17），これは，BPD例の方が，非BPD例と比べてより致死的な企図手段
を選択していることの結果と思われた。
③併存症

自験例では，若年者の自殺企図群全体の31.6%に気分障害を認め，20.3%に不安障害を認めた
17）。一方，BPD群に絞ると，BPD群では気分障害を70%に認め，不安障害を30%に認め，気分
障害の併存は非BPD群と比べ有意に頻度が高かった 17）。したがって，若年BPD例は，気分障害
が併存した場合に自殺企図のリスクが高まることが示唆された。この点は，成人BPD例との類
似性を認めるとともに，前述した，若年BPD例の特徴的な症状のなかで感情の不安定性が自殺
企図と関連することを示したGlennらの研究とも類似する結果と考えられた 8）。すなわち，若年
BPD例は常に自殺のリスクが高いわけではなく，気分障害との併存を認め，かつかかる気分障
害がコントロールされていない時に，特に自殺企図のリスクが高まることが示唆された。
④その他

自験例では，BPD群は，非BPD群と比較して自殺企図歴を認める頻度が高く 32），この点は先
行研究と一致した 34）。また自験例では，BPD群は，非BPD群と比較して直前 （24時間以内） の
誘因が不明確であった 17）。この点は，BPD例が空虚感や絶望感を慢性的に有しており，直接的
な誘因がなくとも （だからこそ繰り返し） 自殺企図に及んでしまう可能性を示唆した。

Ⅴ．おわりに

本稿は，若年BPD例の自殺について，特にわが国の自殺企図例を中心に臨床的特徴を検討した。

57

第2章　各論　～精神障害との関連～

若年者の自殺対策のあり方に関する報告書



若年BPD例の調査研究は成人例と比べると乏しく，さらに自殺関連の研究となると一層少ない
のが現状である。しかし近年の研究から，若年BPDの特徴は成人例と類似していることが示唆
され，BPDは若年例の自殺関連行動の危険因子であることが示唆された。また，若年自殺企図
群を対象とした自験例からは，若年の自殺企図群にもBPD例が一定の頻度で確実に存在するこ
と，若年BPDの自殺企図群は非BPD群と比べより致死的な手段で企図する傾向があること，自
殺企図に及ぶ時は気分の安定性のコントロールが不十分なことが示唆された。本稿では，BPD

の自殺再企図防止の道筋については言及しなかったが，再企図防止の治療的介入のためには十全
な観察研究を整えることが重要であり，今後の，特にわが国での若年BPD例の自殺研究の積み
重ねを期待したい。
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第2章　各論　～精神障害との関連～
3．統合失調症

日本医科大学付属病院精神医学教室
助教　成重　竜一郎

●文献検索から若年者の統合失調症と自殺関連行動に関連した文献についてレ
ビューを行い，自施設における知見についても併せて提示した。

●統合失調症は自殺の危険因子であり，特に初回エピソード後の自殺リスクが
高いため，統合失調症の発病が多い若年者において問題となりやすい。

●統合失調症においては年齢を問わず病状の悪化そのものが自殺企図の誘因と
なりやすく，突発的かつ重篤な自殺企図が目立つ。

●統合失調症患者における社会参加の困難さも，統合失調症患者の自殺企図に
影響している可能性がある。

Ⅰ. はじめに

統合失調症は幻覚・妄想を主症状とした精神疾患であり，生涯有病率は0.3～0.7%で通常10

代後半から30代半ばに発病するとされている。
本稿においては，若年者の統合失調症と自殺関連行動との関連についての知見を整理すること

を目的に，PubMedにおける‘suicide’, ‘schizophrenia’, ‘youth’をkey wordとした文献検索か
ら若年者の統合失調症と自殺関連行動に関連した文献を抽出し，レビューを行った。なお，この
領域における我が国の知見が少ないため，筆者の勤務する日本医科大学付属病院における若年統
合失調症患者の自殺企図に関する知見についても併せて提示することとした。

Ⅱ. 若年者の統合失調症と自殺関連行動

統合失調症は自殺の危険因子あるいは誘因となることが知られており，統合失調症患者の
5-13%は自殺により死亡し 2）8）13）15）17），統合失調症患者の自殺死亡率は一般人口の8倍以上とさ
れている 7）。統合失調症患者はその経過中20-50%で自殺企図を認め 6）20），40－50%が希死念慮
を抱くと言われている 5）10）。また，統合失調症患者の中でも若年者，男性，未婚者等において，
特に自殺の危険性が高いとされている 18）。

統合失調症と自殺との関連については，近年初回エピソード後の自殺リスクに関する研究がい
くつか報告されている。Sanchez-Gistauらはスペインにおいて9歳から17歳の初回エピソード
精神病患者110人を24か月間追跡した結果12.4%で自殺企図が認められたと報告している 21）。
また，Duttaらはイギリスにおいて2,723人の初回エピソード精神病患者に対する追跡調査を行
い，平均11.5年間の追跡期間で自殺による死亡は1.9%と従来の報告より低かったものの，1年
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後の自殺死亡率は人口10万対157.4であり，調査地域の自殺死亡率の約12倍高かったと報告し
ている 3）。統合失調症の初回エピソード後に自殺のリスクが高いというこれらの知見は，統合
失調症の発病が多い若年者において自殺が特に問題となりやすいことを示している。実際に警
察庁が公表している我が国の自殺統計上も，平成25年中の30歳未満の自殺者3,348人中187人

（5.6%）が統合失調症を自殺の原因・動機としていたことがわかっており，統合失調症は30歳未
満の自殺者における自殺の原因・動機としてうつ病，その他の精神疾患に次いで3番目に多いも
のとなっている 14）。

Ⅲ. 若年統合失調症患者の自殺企図の特徴

統合失調症患者の自殺企図については，我が国の複数の施設からその特徴が報告されている。
Nakagawa らは横浜市立大学附属病院において救命救急センターに入院となった自殺未遂者の
中から統合失調症圏の患者100人と気分障害の患者155人の比較を行い，統合失調症圏の患者に
おいては精神的な問題そのもので自殺企図に及んでいる者がより多いと報告しており，また同時
に過去の自傷歴を有している者がより少なく，前回の自殺企図から1年以上経っている者が多い
ために，自殺企図の予測がしにくいとも述べている 15）。また，Koedaらは岩手医科大学附属病
院において救命救急センターに入院となった自殺未遂者の中から統合失調症圏の患者260人と
気分障害の患者705人の比較を行い，統合失調症圏の患者においては幻覚妄想が自殺企図の動機
としてより多く，重篤な自殺企図手段をよりとりやすいと報告している 11）。さらにIshiiらは札幌
医科大学附属病院において精神科がリエゾン診療で関与した自殺未遂者の中から統合失調症圏の
患者65人と気分障害の患者95人の比較を行い，自殺企図の動機や自殺企図手段についてKoeda

らと同様の特徴を報告している 9）。
こうした統合失調症患者の自殺企図の特徴が若年者においても同様に認められるかどうかにつ

いては，Koedaらが先の論文で24歳以下のみの分析を行っている。Koedaらの報告によると，
24歳以下の統合失調症圏の患者においては24歳以下の気分障害の患者と比較して幻覚妄想が自
殺企図の動機としてより多かったのは全年齢での結果と共通していたが，自殺企図手段について
は有意な差は認められなかったとしている 11）。

若年の統合失調症患者における自殺企図の特徴については知見が乏しいため，次項において筆
者の勤務する日本医科大学付属病院における調査結果をここで示すこととする。

Ⅳ. 日本医科大学付属病院における若年統合失調症患者の自殺企図の特徴

2010年3月1日～2013年12月31日の3年10か月間において，日本医科大学付属病院高度救
命救急センターに入院となった症例の中から，30歳未満で，明確な自殺の意思に基づく自傷行動，
すなわち，コロンビア分類 19）における「自殺企図（suicide attempt）」に分類され，かつ未遂となっ
た症例を調査対象とした。調査対象症例については，精神科医の介入によって得られた診療録等
における情報から，自殺企図手段，精神科通院状況，自殺企図の誘因，DSM-IV-TR（American 

Psychiatric Association, 2000）に基づく精神科診断等を調査し，統計的検討を行った。自殺企
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図手段については，複数の手段を用いている場合は，最も致死的で身体的治療の必要性が高かっ
た手段を1つ選び計上した。自殺企図の誘因については，警察庁統計で用いられている自殺の原
因・動機の分類 14）に基づいて分類を行ったが，「健康問題」中の精神疾患に関連する細分類（「病
気の悩み・影響（うつ病）」，「病気の悩み・影響（統合失調症）」，「病気の悩み・影響（アルコール
依存症）」，「病気の悩み・影響（薬物乱用）」，「病気の悩み・影響（その他の精神疾患）」）は，本研
究においてDSM-IV-TRに基づく精神科診断を行っているため，分類項目から除外した。自殺企
図の誘因の分類は警察庁統計における細分類に沿って行ったが，大分類ごと（「家庭問題」，「健康
問題」，「経済・生活問題」，「勤務問題」，「男女問題」，「学校問題」，「その他」）に解析を行った場合
に，1症例で同じ大分類に属する細分類が複数認められた場合，解析上はその大分類に属する誘
因の有無を考え，誘因数1として計上した。

統計的検討においては，調査対象群を「統合失調症および他の精神病性障害」と診断された群
（統合失調症群）とそれ以外の群（非統合失調症群）とに分け，その二群間で比較を行った。各群
の自殺企図の誘因数については，それらの平均値についてWelch検定を用いた解析を行い，性別，
自殺企図手段，精神科通院状況，精神科診断，自殺企図の誘因については，それらの有無につい
てカイ二乗検定，またはFisherの正確確率検定を用いた解析を行った。Fisherの正確確率検定に
ついては分割表に期待値が5以下となるセルがある場合に用いた。いずれの解析においても，両
側確率でp<0.05を統計的に有意とした。全ての統計解析はPASW Statistics 18を用いて行った。

本研究は日本医科大学付属病院倫理委員会の承認を受け，実施した。データの処理に当たって
は個人が特定されることのないよう十分な配慮を行っており，データの管理においても外部への
個人情報の漏洩がないよう徹底した。

結果を表1に示す。同期間の対象症例数は80例（男性31例，女性49例）であり，統合失調症
群が21例，非統合失調症群が59例であった。統合失調症群は非統合失調症群と比較して男性の
割合が有意に高かった（カイ二乗検定, χ 2=6.432, p=0.011）。

対象症例中61例（76.3%）は精神科に通院しており，42例（52.5%）は自傷歴を有していた。
精神科通院に関しては統合失調症群，非統合失調症群で有意な差は認められなかった。一方，自
傷歴については，統合失調症群で7例（33.3%）に対し，非統合失調症群で35例（59.3%）であり，
統合失調症群でその割合が有意に低かった（カイ二乗検定, χ 2=4.195, p=0.041）。

自殺企図手段については，統合失調症群で最も多かったのが飛び降り（9例, 42.9%）であり，
非統合失調症群と比較しても有意にその割合が高かった（カイ二乗検定, χ 2=6.767, p=0.009）。
統合失調症群で2番目に多かったのは過量服薬（8例, 38.1%）であったが，これは非統合失調症
群と比較して有意にその割合が低かった（カイ二乗検定, χ 2=7.236, p=0.007）。

精神疾患を除いた誘因については，統合失調症群の平均誘因数が0.52±0.87SD個であったの
に対して，非統合失調症群が1.25±0.66SD個であり，統合失調症群は非統合失調症群と比較し
て有意に誘因数が少なかった（Welch検定, p=0.002）。また，統合失調症群においては，勤務問
題（Fisherの正確確率検定, p=0.016），男女問題（Fisherの正確確率検定, p=0.008）を有する
者の割合が有意に低かった。

以上の結果からは，原疾患の病状そのものが自殺企図の誘因として大きく，他の誘因が認めら
れにくいこと，及び重篤な自殺企図手段をとりやすいことという，先行研究で示されていた統合
失調症患者の自殺企図の特徴が若年者においても同様に認められると考えられた。すなわち，若
年の統合失調症患者の自殺企図においては，若年者としての特徴よりも統合失調症としての特徴
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が強く反映されると考えられる。
統合失調症において重篤な自殺企図手段をとりやすいという特徴については，この特徴を報告

しているのがいずれも自殺未遂者を対象とした調査であるという点，すなわち重篤な自殺企図手
段にもかかわらず既遂に至っていないという点に留意して判断する必要がある。すなわち，通常
重篤な手段による自殺企図は十分な準備の下で実行されることが多いが，統合失調症患者の場合
は幻覚妄想に影響された突発的な自殺企図も多く，そのため重篤な自殺企図手段であっても十分
な準備の下で実行されていないために既遂に至らない例が目立つと考えられるのである。こうし
た統合失調症患者における自殺企図の突発性は，Nakagawaらが指摘した統合失調症患者にお
ける自殺企図の予測のしにくさにも関係しているものと考えられる 15）。

なお，原疾患の病状以外に自殺企図の誘因が認められにくいという特徴については，もちろん
原疾患の重篤性を示すものでもあるが，一方で非統合失調症群において多く認められた勤務問題，
男女問題が極端に少ないことからから考えて，通常の社会生活や人間関係が築けていないために
原疾患以外が誘因となりにくいとも考えられる。また，Skodlerらは統合失調症患者の自殺に関
する質的研究において，統合失調症患者の自殺念慮が他者との違いに気づくことによる孤独感や
劣等感に強く関連していると報告しており 22）23），通常の社会生活や人間関係が築けていないこ
とが統合失調症患者にとっての心理的負荷となり，原疾患の病状の悪化から自殺企図につながっ
た可能性を考える必要もある。

Ⅴ. おわりに

若年の統合失調症患者の自殺企図は原疾患の病状そのものを誘因としたものが多いという知見
からは，統合失調症に関連した若年者の自殺企図を防ぐ方策として統合失調症患者の精神科医療
施設への受療促進や通院継続支援が重要と考えられる。しかし，通常の社会生活や人間関係が築
けていないという点が若年の統合失調症患者の自殺企図に影響していると考えると，単に統合失
調症患者を精神科医療につなぐという方策だけでは不十分であり，統合失調症患者がスムーズに
社会参加をしていけるための支援や環境作りが統合失調症に関連した若年者の自殺企図を防ぐ方
策として極めて重要になると考えられる。
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表1: 若年統合失調症患者における自殺企図の特徴
若年
(n=80)

統合失調症群
 (n=21)

非統合失調症群*
(n=59)

significance

男性/女性 31/49 13/8 18/41 p=0.011¶ χ2=6.432

平均誘因数±SD 1.06±0.78 0.52±0.87 1.25±0.66 p=0.002§

精神科通院中の者 61 (76.3%) 18 (85.7%) 43 (72.9%) NS†

自傷歴 42 (52.5%) 7 (33.3%) 35 (59.3%) p=0.041¶ χ2=4.195

（企図手段）

　過量服薬 50 (62.5%) 8 (38.1%) 42 (71.2%) p=0.007¶ χ2=7.236

　飛び降り 18 (22.5%) 9 (42.9%) 9 (15.3%) p=0.009¶ χ2=6.767

　切刺創 4 (5.0%) 3 (14.3%) 1 (1.7%) NS†

　有毒ガス 2 (2.5%) 1 (4.8%) 1 (1.7%) NS†

　縊頸 2 (2.5%) 0 (0%) 2 (3.4%) NS†

　服毒 4 (5.0%) 1 (4.8%) 3 (5.1%) NS†

　その他手段 1 (1.3%) 0 (0%) 1 (1.7%) NS† 　

（誘因）

家庭問題 16 (20.0%) 2 (9.5%) 14 (23.7%) NS†

健康問題 1 (1.3%) 1 (4.8%) 0 (0%) NS†

経済・生活問題 7 (8.8%) 0 (0%) 7 (11.9%) NS†

勤務問題 14 (17.5%) 0 (0%) 14 (23.7%) p=0.016†

男女問題 15 (18.8%) 0 (0%) 15 (25.4%) p=0.008†

学校問題 10 (12.5%) 3 (14.3%) 7 (11.9%) NS†

その他 15 (18.8%) 4 (19.0%) 11 (18.6%) NS† 　

§Welch検定, ¶カイ二乗検定, †Fisherの正確確率検定
*診断の内訳は, 物質関連障害7例, 大うつ病性障害・双極性障害16例, 気分変調性障害10例, 適応障害16例, パーソナリティ障害17例, そ
の他診断5例, 診断なし3例であり, 統合失調症および他の精神病性障害, 大うつ病性障害・双極性障害, 気分変調性障害, 適応障害について
は相互に診断の重複はなかったが, 他の診断については診断の重複が認められた例が存在し, 診断総数は人数と一致していない。
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第2章　各論　～精神障害との関連～
4．若年自閉スペクトラムの自殺

東海大学医学部専門診療学系精神科学
講師　三上　克央

●欧米での若年自殺の観察研究は1990年代にほぼ出揃ったが，自閉スペクト
ラム概念が国際舞台に登場したのは1980年以降であり，自閉スペクトラム
は若年自殺の観察研究の対象とならなかった。

●近年，自閉スペクトラムの自殺例の症例報告や自殺関連行動の症例対照研究
が散見されるようになり，少しずつ臨床的特徴が明らかになってきた。

●本総説では，autism，pervasive developmental disorder, Asperger syndrome, 
autism spectrum disorderとsuicideのキーワードを組み合わせPubMedで
検索し，若年自閉スペクトラムの自殺に関する論文を選択した。

●自験例による若年自閉スペクトラムの自殺企図例は，以下の臨床的特徴が示
唆された。すなわち，頻度は若年自殺企図例のおよそ12%に認め，性別
は男性の頻度が高かった。精神医学的診断では適応障害を併存する頻度が高
く，うつ病だけでなく適応障害も危険因子となる可能性が示唆された。そし
て，より致死的な手段で企図する傾向を認め，初回企図で既遂に至る可能性
が高いことが示唆された。さらに，対人関係構築の繰り返しの失敗による自
尊心の低下を認めるにもかかわらず，家族内葛藤故に相談できない状況が存
続し，そのために形成された社会的孤立感が心理社会的準備因子の1つと考
えられた。

●若年自殺企図例の再企図防止のためには，自殺準備因子の認識と介入が重要
であり，本総説では，若年ASD例の自殺再企図を長期に防止した我々の報
告を通じて，自殺準備因子の認識と介入による若年ASD例の自殺再企図防
止のアプローチを提案した。

Ⅰ. はじめに

自閉スペクトラム （Autism Spectrum Disorder，以下ASD） は発達障害の1つであり，対人相
互性，コミュニケーション，行動や興味の限定的，常同的な様式に問題を認める。ASDは，中
枢神経系の障害という生物学的基盤を有することから，児童精神医学に位置付けられるが，児童
に特化した疾患概念ではない。ASDを有する者は，すでに児童期から医療機関を受診する場合
がある一方で，思春期・青年期を迎えてはじめて社会的適応の困難性に遭遇することがある。と
りわけ，高機能と称されるASD例は，非言語的にはともかく，言語的コミュニケーションに明
確な問題を認めず，学童期にASDの存在に気付かれないことがある。そして，複雑な社会的課
題や高度な対人関係の技術が要求される青年期になってはじめて，抑うつや不安などの精神症状
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や不登校や自殺などの問題行動を呈し，精神科外来を受診することは少なくない。
若年の自殺既遂者や自殺未遂者の精神医学的な臨床研究は，自殺の増加に歯止めをかけるべ

く，1980年代以降英米，北欧，オセアニアを中心に膨大な観察研究が進められてきた 4）。若年
自殺の精神医学的特徴は明らかになりつつあり，当該観察研究の成果に基づき欧米では介入研究
や予防研究の段階にある。かかる状況にもかかわらず，若年ASDの自殺はほとんど疫学研究の
対象とされてこなかった。この現状は，1980年代以降自殺研究が進められてきた注意欠如・多
動症 （Attention Deficit/Hyperactivity Disorder，以下ADHD） と対照的である 7）。それはおそら
く，ASD概念が，「広汎性発達障害」として国際的な診断概念として登場したのが1980年に発刊
されたDSM-III以降であるのに対して （アスペルガー症候群の概念は「アスペルガー障害」として
DSM-IV以降に登場），ADHDは，呼称の変遷を経てきたものの概念自体はそれ以前から国際的
に認知されてきた事情が関連している。

このように，欧米の若年自殺の観察研究は1990年代後半までに出揃った経緯があり，発展
途上のASD概念を考慮することなく自殺研究が進められてきたと推測された。ASDの自殺研
究は黎明期であり，このような状況を踏まえ，本総説では若年ASDの自殺に焦点を当て詳述し
たい。本総説は，autism，pervasive developmental disorder, Asperger syndrome, autism 

spectrum disorderとsuicideのキーワードを組み合わせPubMedで検索し，主に若年自閉スペ
クトラムの自殺企図に関する論文を選択した。なお，本総説で検討した論文はDSM-IVを診断基
準としている。したがって，本稿で使用するASD概念は，DSM-IVの広汎性発達障害概念とほぼ
同義の概念とする。

Ⅱ. 若年ASDと自殺

1．先行報告
アスペルガー症候群を国際舞台に登場させる契機となったWingの論文に，アスペルガー症候

群例の自殺に関する記載がある 30）。また，Gillbergはその著書の中でアスペルガー症候群の自殺
に触れている 3）。近年，ようやくASDの自殺企図に関する症例報告 が，若年例 9）14） と成人例 18）

25）26） ともに蓄積されてきた。しかし，ASDの自殺の臨床的特徴や頻度などを検討した観察研究
は未だ乏しい状況である。

筆者らは，2004年から若年者の自殺企図の観察研究を重ね，救命救急センターに搬送され
る若年の自殺企図症例に一定の頻度でASD例が存在することを認識してきた 20）。このような臨
床経験を踏まえ，我々はASDの自殺企図例の臨床的特徴を明らかにすべく，以下の症例対照研
究を行った 13）。2004年10月から2007年7月までに当院高度救命救急センターを1377名の自
殺企図例が受診し，960名が入院となった。その入院患者の中で，20歳未満の94名 （連続サン
プル） を対象とし，ASD群と非ASD群とに分類し比較検討した。精神医学的診断はDSM-IV-TR

に基づいて行い，診断と評価の補助としてWAIS-Rや WISC-III ，Autism-Spectrum Quotient-

Japanese version 1）10）を使用した。結果を表１に示した。94名の思春期自殺企図例中12名 

（12.8%） にASDを認めた。患者背景では男性の頻度が有意に高く （男性例に限れば，35.7%に
認めた），精神医学的診断では気分障害，もしくは不安障害に罹患している頻度が有意に低かっ
た。また，ASD群はより致死的な手段で企図する傾向があり，自殺企図歴がない傾向や自殺企
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図以前に精神科通院歴がない傾向を認めた。さらに，ASD群に自閉症例を認めなかった。なお，
12名のASD例中9名にWAIS-Rや WISC-IIIを施行したところ，8名は高機能であった。

この我々の報告を端緒に，近年ASDの自殺関連行動の臨床研究が少しずつ報告され始めた 11）

23）24）27）。若年例を対象とした研究では，Mayesらが，791名のASD群 （平均6.6歳）  （自閉症と
アスペルガー 症候群，低機能群と高機能群が混在） と186名 （平均8.7歳） の定型発達者の自殺
関連行動 （自殺企図，自殺念慮） の頻度を比較し，ASD群が28倍高い （13.8% versus 0.5%） こ
とを報告した 11）。そして本研究は，ASD群の自殺関連行動のリスクファクターとして，10歳以上，
人種，うつ，そして攻撃性を示唆した。

　Storchらは，102名 （平均10.5歳） の不安症状を呈する高機能ASD群 （自閉症 （n=28），ア
スペルガー 症候群 （n=39），PDDNOS （n=35）） に11%の自殺関連行動 （自殺企図，自殺念慮，
自殺の計画） を認め，自閉症群の方が，アスペルガー群と比べ自殺関連行動を認めやすく，自殺
関連行動を認めるASD群の方が，うつとPTSDを併存する頻度が高いことを報告した 27）。

さらに近年，少しずつではあるがASDの自殺関連行動研究のReviewが散見されるようになっ
た。Hannon とTaylorは，ASDの自殺関連行動について最初のsystematic reviewを試みた 5）。こ
のreviewで著者らは，我々が日本語で報告したASD自殺企図症例 18） を最初の報告と位置付ける
とともに，我々の 症例対照の横断研究 13）を詳細に検討し，若年の自殺企図例においてASDを認
識することの重要性を論じている。

2．若年ASDの自殺企図の特徴
自殺企図 （未遂） と自殺既遂の診断プロファイルは類似する 4）。したがって，若年自殺既遂の

特徴を考察するには，心理学的剖検が困難であれば自殺企図研究を参考にすることが望ましい。
近年，Mayesら 11）とShorckら 27）の研究など若年ASD例の自殺関連行動の研究は散見されるが，
若年の自殺企図群を直接対象とした観察研究は，現時点では自験例以外に報告はない。したがっ
て，以下の若年ASDの自殺企図例の特徴は，自験例を中心に据えて論じたい。
①頻度，性別

若年自殺企図例を対象とした自験例では，12.8%にASD例を認めた。自験例は症例対照研究
ではあるが，一般集団との比較ではないため，ASD自体が自殺企図のリスクか否かは不明である。
しかし，わが国での幼児期におけるASDの有病率と比べると 6），12.8%という頻度は低くはない。
一方，ASD例のみを対象としたMayesらの報告では，7.2%に自殺企図歴を認め，10.9%に自殺
念慮を認め 11），Storchらの報告では10.8%に自殺関連行動を認めた 27）。さらにMayesらは，定
型発達者と比較し，ASD群が自殺関連行動を呈する頻度が28倍高いことを報告した 11）。Mayes

らの研究対象者は10歳未満であり，思春期以降に認められる一般的な自殺企図群の臨床像では
ないが，定型発達群と比較し，ASD群は自殺関連行動の頻度が高いことを示した。

また，性別ではASD群は男性の頻度が高く，さらに男性の自殺企図例中の35.7%にASDを認
めた 13）。
②企図手段

自験例では，ASD群は，より致死的な手段で自殺企図に及ぶ傾向を認めた （表1）。我々は，
救命救急センターに入院となった成人ASDの自殺企図例についても定型発達群との比較対照研
究を試みたところ，ASD例は思春期例と同様に，より致死的な手段で自殺企図に及んだ 8）。さらに，
自験例のASD群は自殺企図歴がない傾向を認めた 13）。これらの事情を勘案すると，ASD例は初
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回の自殺企図で既遂に至る可能性が，非ASD例と比べ高いと考えられた。このことは，ASD群
で男性の頻度が有意に高いことも関連していると思われた （表1）。Gillbergは，アスペルガー症
候群の男児は，縊首，服毒，飛び降りなどの暴力的な手段で自殺を図ることが多いと述べている 3）。

それでは，なぜASD例は致死的な手段を選択しようとするのであろうか。理由の１つは，
ASDに由来する想像力の欠如 31） に起因していると考えられた 8）14）。ASDの児に強い固執性を認
め，ごっこ遊びが少ないのは，周囲の現実を模倣し架空のものとして想像する能力の欠如がある
からと考えられている。もちろん，ASD例も想像力自体は有し，むしろ豊かな創造性を有する
者もいる。自殺で問題となるのは，自分にまつわる行動を予測する想像力を欠く点である。自殺
に及ぶ際，定型発達者は自殺した結果に対する様々な想像と葛藤が最後まで自殺抑止に働くと思
われる。そしてその抑止力を超え自殺に及び，自殺が失敗に終わると，その後の実生活の想像や
葛藤を語ることがある （何も語らないこともある）。しかし，自殺企図後のASD例に救急現場で
接すると，彼ら （彼女ら） は時として雄弁に語るが，話しの内容からは，少し想像すれば生じる
であろう深刻な問題が伝わってこないことがある。また，彼ら （彼女ら） に自殺に及んだ様子を
聞くと，そこには想像による抑止力が働いていないと感じることがある。そのような想像による
抑止力が乏しいことから，彼ら （彼女ら） の独特の論理や固定観念に基づいて周囲の考えの及ば
ない思考プロセスで，しかもより致死的な手段で自殺に至ると考えられた 15）19）。そして，衝動
性は自殺のリスクと関連するが 2）12），ASDの症状の1つである衝動性や爆発性は，ASDの自殺企
図例が致死性の高い手段の選択に拍車をかけると考えられた。
③併存症

抑うつと不安は，若年ASDの併存症として一般的に認められる 19）21）。また，近年のASDの自
殺関連行動研究や総説は，若年ASDの自殺関連行動はうつ病の併存を指摘している 5）11）27）。一
方我々の研究では，うつ病だけでなく適応障害もまたASDの自殺企図を促進する要因であるこ
とが示唆された（なお，自験例の対象は自殺企図例であり，対照群は一般集団ではなく，厳密な
意味で危険因子かどうかは明らかではない）。すなわち，自殺企図したASD例のなかで，思春期
例では83％に 13），成人例では70%に適応障害を認めた 8）。また，ASDの自殺企図の我々の症例
報告 14）18）もSpencerらの症例報告 26） も，自殺企図による入院時は適応障害を認めた（我々の報
告した症例では，うつ病の既往も認めなかった）。したがって，定型発達例では適応障害自体は
自殺のリスクではないが，ASDに併存する場合には，自殺のリスクとなり得ることを念頭に置
かねばならない。
④診断

自験例ではASD群の12名に自閉症例を認めなかった 13）。症例数が少ないため明言はできない
が，少なくとも若年ASDの自殺企図例では自閉症例の頻度が低いことが示唆された。理由の1つ
は，自閉症であればより早期に医療とかかわっていることが考えられた。ASDの自殺企図例は，
より高度なスキルが要求される思春期以降の対人関係や社会生活上の破綻が契機として存在し，
そこに彼ら （彼女ら） 独特の限定的な思考形式や固執性が加わり問題へ発展していると思われ
た。すなわち，アスペルガー症候群や特定不能のASD例は，非言語的にはともかく，言語的コミュ
ニケーションスキルは自閉症例と比べかなり高い能力を有している。このことから，学習に問題
がなければ学童期を通常学級で過ごし，その後進学し就職する者も少なくはなく，そのことがか
えって対人関係や社会生活上の深刻な問題の起因となっていると考えられた 13）。そして，この
ような比較的良好な言語的コミュニケ－ションスキルを有するASD例は，対人関係や社会生活
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上の深刻な問題が生じるまで，さらには自殺企図に至るまで，医療とつながることがない。自験
例では，精神科通院歴がない頻度は，ASD群の方が高かったが （表1），この結果は上記事情が
関連していると思われた。Gillbergは，思春期頃からアスベルガー症候群の自殺関連行動が増え，
人生で求められる社会的要求に応じられないという思いやいじめが自殺の最大の誘因となると述
べている 3）。
⑤心理社会的要因

Hannon とTaylorは，ASDの自殺関連行動の危険因子の1つとしていじめの経験を指摘して
いる 5）。自験例では，12名のASD自殺企図例中9名にいじめの経験を認めた 13）。症例報告でも，
就学以降のいじめや対人関係構築の失敗の生活歴が示された 14）18）。筆者らは，このような対人
関係構築の繰り返しの失敗による自己評価や自尊心の低下を認めるにもかかわらず，家族内葛藤
故に長年相談できず，そのために形成された社会的孤立感を心理社会的準備因子 （後述） の1つ
として指摘した 13）14）18）。そして，その幼少期からの家族内葛藤の多くは，本人の独特の論理や
固定観念への固執と，養育者のASD概念への不十分な理解が介在し，一層複雑な様相を呈して
いた 14）18）。
　⑥自殺企図を促進させる要因

以上の若年ASDの自殺企図例の特徴について，自殺企図を促進させる要因という視点からま
とめると，以下の要因が複数存在することにより，自殺企図を促進すると思われた 14）。すなわち，
併存症としてはうつ病だけでなく適応障害が示唆されること，高い衝動性を有すること，精神科
通院歴がないこと （または，通院中でも適切な診断と対応を受けていないこと），長年にわたる
対人関係構築の失敗を繰り返し自尊心が顕著に低下していること，幼少期より家族内葛藤が存在
しそこには本人と家族によるASD概念の理解の乏しさが介在していることが考えられた。もち
ろん，以上の要因が若年ASDの自殺企図の危険因子かどうかは，さらなる研究の蓄積を待たな
くてはならない。

表1　思春期ASDの自殺企図例の臨床的特徴 （文献13より改変して引用。筆者訳）

ASD群
（n = 12）*

非ASD群
（n = 80）*

P値†

平均年齢 （SD） 17.1 （1.6） 16.9 （1.6） 0.75

男性 （%） 5 （41.7） 9 （11.3） 0.017

自殺企図手段 （%）

過量服薬 7 （58.3） 63 （78.7）

その他‡ 5 （41.7） 17 （21.3） 0.150

精神疾患

気分障害 （%） 1 （8.3） 28 （35.0） 0.095

不安障害 （%） 1 （8.3） 17 （21.3） 0.448

気分障害もしくは不安障害（%） 2 （16.7） 39 （48.8） 0.037

*比較検討する症例数から2名の診断保留例は除外された。
†Mann-Whitney U testとchi-square test (もしくはFisher's exact test) を使用して解析した。
‡ASD群：飛び降り3名，一酸化炭素中毒1名，毒物服用1名 
非ASD群：飛び降り9名，一酸化炭素中毒3名，毒物服用3名，
　　　　　腹部刺傷1名，縊首1名
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Ⅲ．若年ASDの自殺企図例に対する自殺再企図防止のアプローチ

1．自殺準備因子
若年ASDの自殺企図例に対しては，関係者 （養育者や学校関係者，地域の行政など） と環境調

整を行い，直接の誘因となったストレス状況を改善することが喫緊の課題であるが，それだけで
は若年の自殺再企図防止は困難である。筆者らは，若年自殺企図例の再企図防止のためには，自
殺準備因子の認識と介入が重要と指摘してきた 16）17）。そして自殺準備因子とは，直接の誘因を
契機に自殺企図を促進させる可能性のある内在因子であり，具体的には精神疾患と心理社会的準
備因子と捉えてきた。我々は，ASD例の自殺再企図を長期にわたり防止した報告を通じて，自
殺準備因子の認識と介入によるASDの自殺再企図防止のアプローチを提案してきた 14）18）。

2．精神疾患の評価と介入
若年自殺企図例では，海外でも国内でも80～90％に何らかの精神疾患を認めることから 4）20）

22）28）29），精神症状を慎重に評価し，適切な診断に基づき薬物療法や認知行動療法により治療す
ることは，自殺の再企図防止のためにも重要なことである。そしてASD例では，診断を告知す
ること （ASDの特性を本人の特徴に合わせて本人と家族に丁寧に説明すること） 自体が自殺再企
図防止の端緒となる 14）18）。もちろん，ここでの告知は単に疾患名を本人や家族に告げることが
目的ではない。ASD例での告知の目的は，ASDの認知行動特性を本人の特徴に合わせて説明す
ることにより，ⅰ学校や家庭内でなぜこれまでうまく適応できなかったかを本人と家族が整理す
ること，ⅱ患者が自分の不得手な認知行動特性を認識すること，ⅲ家族がASDの特性を本人の
特徴に合わせて理解し，本人に対する家族の受容を期待するところにある。すなわち，ASDに
おける告知は治療的意義が強く，それだけに時宜を得たタイミングで慎重に行わなければならな
い。そして，適切なタイミングの告知により，養育者や本人が肩の荷をおろす場面を臨床現場で
はよく経験する。その後の治療プロセスは，患者が対人関係のスキルや言語および非言語的なコ
ミュニケーションスキルを習得することに加え，今後予測される困難な場面の回避や苦手な状況
で工夫するスキルを取得することが中心となる。ひとたび自分を認識したASD例は，このよう
なスキルの取得に積極的に取り組むことを臨床場面でしばしば経験する。もちろん，うつ病や不
安障害が併存する場合には薬物療法を併用する場合がある。

3．心理社会的準備因子の認識と介入
しかし，若年の自殺再企図防止のためには，このような精神医学的診断と本人 （および親） 教

育，そして薬物療法のみの介入では不十分である。若年者の自殺再企図防止には，本人の社会的
孤立感を軽減することが重要であり，そのためには家族の保護機能を強化することにより，家族
に本人が援助希求できる環境を取り戻す必要がある。そしてそのためには，強いストレスを受け
ながら周囲に積極的に相談できなかった （してこなかった）プロセスを幼少期からたどり，その
長年のプロセスを心理社会的準備因子として認識することが重要である。とりわけ若年ASDの
自殺企図例は，前述のように適応障害を併存する頻度が高く，薬物療法が再企図防止の一助とな
るケースが少なく，心理社会的準備因子を丹念に整理し介入することが必要となる。

恋愛関係の破綻，学業問題，対人関係など自殺企図の誘因として頻繁に挙げられる問題に子ど
もたちが遭遇した場合，当該直接因子の解決や回避を図るための環境調整が急務であることは言
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を俟たない。一方で，それらの問題だけで自殺企図に至ったか否かは，心のさらに奥深いところ
に横たわる心理社会的準備因子の影響も念頭に置く必要がある。

そして，若年自殺企図例の心理社会的準備因子を認識するためには，本人の生育歴を治療当事
者間で丹念に整理することが重要である 16）。ここでの治療者の役割は，家族力動を丁寧に扱い，
両親の養育史と本人の主観的家族体験を調整し，両者に腑に落ちた感覚を橋渡しするところにあ
る。そして，自殺再企図防止のためには，そのような作業を丹念に積み重ねることで家族の保護
機能を強化し，本人の社会的孤立感の軽減を図ることが重要である。一方，家族機能の脆弱性故
に，様々な支援を考慮しても家族の保護機能の強化が困難な場合は，本人が援助希求できる環境
を別途考慮しなければならない。

若年ASDの自殺企図例の多くは，繰り返す対人関係構築の失敗による自尊心の低下を認め，
かかる状況にもかかわらず，容易に相談できない家族内葛藤が幼少期から存続し，そのため社会
的孤立感を有するに至ったと考えられた。我々は，その幼少期からのプロセスを心理社会的準備
因子の1つと指摘してきた 13）14）18）。そして，その家族内葛藤の多くは，本人の独特の論理や固
定観念に対する固執と，養育者のASD概念に対する不十分な理解が介在し，それらが相互に影
響を及ぼし複雑な様相を呈していた 14）18）。対人関係や社会生活上の破綻により緊張が高まって
も，家族に相談せずに社会的孤立感を感じ，生きることへのあきらめを感じる若年ASDの自殺
企図例を，我々は高い頻度で経験してきた。

4．地域との連携
若年例であっても自殺未遂歴は自殺既遂の最大のリスクファクターの1つであり 4），1人の自

殺未遂者の自殺再企図防止は決して容易ではない。本稿は，自殺再企図防止について医療現場で
の知見を中心に論じたが，重要なことは，自殺に遭遇した者は，主治医も含め，決して1人で問
題解決を図ろうとしないことである。ASD例に限ることなく，若年自殺企図例の再企図防止の
ためには，教育現場，地方公共団体や民間団体，医療 （医師や看護師，心理士，ソーシャルワー
カーなど），家族が連携し，そして主治医がそれらの支援の調整役となり，粘り強く取り組むこ
とが肝要である。

5．自殺再企図防止の可能性
若年ASDの自殺企図例の場合，以上の丹念なアプローチが奏効し本人がひとたび自殺しない

決意を固めると，自殺再企図の蓋然性が感じられなくなる症例をしばしば経験する。これは，自
殺企図後の治療的アプローチにより，自殺関連行動が消長を繰り返しながら消退していく若年の
定型発達例の場合とは対照的である。すなわち，経験論の域を出ないが，若年ASDの自殺企図
例は，初回の自殺企図で既遂に至る危険性は高いが，幸い未遂に終わり思春期の段階で自殺再企
図防止の治療システムに乗れば，再企図防止を期待できる一群と考えられた。

Ⅳ．おわりに

本稿では，若年ASDの自殺企図の臨床的特徴を検討し，かかる特徴を踏まえて自殺再企図防
止のアプローチについて考察した。乏しい先行研究のなかで，若年ASDの自殺企図例にはいく
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つかの際立った臨床的特徴が見出され，それらの特徴は若年ASD例の自殺再企図防止のための
手掛かりと幾許かのヒントを与えてくれた。ASDの自殺研究は黎明期であり，これからさらな
る研究成果の報告が期待される。自殺再企図の防止は容易ではないが，若年ASDの自殺企図例
に対応する者は，現時点の知見を踏まえつつ，再企図防止の最善の方策を講ずる必要がある。
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第3章　総論　～若年者の危機と保護的要因～
1．心理学の立場からみた理論的検討

一般社団法人日本心理臨床学会　学会総合検討委員会・自殺対策専門部会/

新潟県立大学人間生活学部子ども学科
講師　勝又　陽太郎

●本稿では，自殺に至る個人の心的過程，あるいは自殺に関連する様々な要因
間の相互作用過程を説明する心理学的理論を中心にレビューを行った。

●具体的には，すでに提示されている自殺の心理学的理論に関して，どの程度
実証研究によって科学的根拠が蓄積されているのかを整理した。

●レビューの結果，認知的な自殺傾向（自殺念慮）のみならず，将来の自殺関
連行動（自傷行為，自殺企図）を一定程度予測することが実証されている理
論として，絶望感理論と対人関係理論の2つの理論が挙げられた。

●これまでの実証研究の結果から，対人関係理論において自殺を引き起こす要
因とされている「所属感の減弱」と「負担感の知覚」といった2つの要因に同
時に働きかけることが，今後の若年者の自殺予防対策において重要な視点で
あると考えられた。

●本レビューの結果は，臨床場面におけるアセスメントの精度を高めるためだ
けでなく，自殺対策における介入の有効性を示すアウトカム指標を「自殺行
動の減少」以外に設定する場合に，どのような要因のどのような変化に着目
することができるのかといった情報としても活用可能であると思われる。

Ⅰ. はじめに

本稿では，心理学の立場から若年者の自殺の危機について論じる。ただし，ここでいう「心理
学の立場」とは，あくまでも先行研究のレビューをもとに，心理学領域において自殺という現象
がどのように扱われてきたのかといった視点で議論を進めるという程度の意味であることに留意
されたい。

まず，国内外の文献検索システム（MEDLINE，PsycINFO，CiNii）において，自殺（suicide）
と心理学（psychology）というワードを使って検索した結果，およそ2つの研究領域が認められ
た。1つは自殺関連行動に影響を及ぼす個人要因を探索・測定しようとする研究領域であり，特
にパーソナリティ特性等の心理尺度で測定される要因が，自殺に関連する「心理学的要因」とし
て主たる研究の対象とされてきた。近年の自殺予防研究の主流は，すでに本報告書の他の章で報
告されているような自殺の危険因子（risk factor）を統計学的に明らかにすることを目的とした
医学的研究であるが 20） 32），上記のようなパーソナリティ特性等の心理学的要因と自殺関連行動
との関連性を明らかにする研究も，この危険因子を明らかにする研究の一つとして位置づけられ
るといってもよいだろう。実際，これまで心理学的要因を含めて数多くの自殺の危険因子が明ら
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かにされており，そうした危険因子間の関係や各危険因子の相対的な影響力の大きさ等について
も検討が行われている。

しかしながら，単にこうした危険因子を並列的に加算するだけでは個々の自殺の発生を予測す
ることが難しいこともまた事実である。確かに，先行研究によって，各危険因子が自殺の発生確
率をどの程度高めるのかは明らかになってはいるものの，実際に比較的影響力の大きい自殺の危
険因子を複数並列した説明モデルを検討しても，「自殺関連行動指標」（自殺念慮・自殺企図など
をすべて含めた合成変数）の分散説明率は30％にも満たないことが明らかにされている 28）。し
たがって，個々の自殺関連行動の予測精度を高め，自殺予防の取り組みに研究成果を活用するた
めには，これまで明らかにされている危険因子同士が時間軸の中で量的・質的にどのように関連
するのかについての精緻な理論的検討が必要不可欠といえる。実は，心理学領域における自殺研
究のもう1つが，まさにこうした自殺に至る個人の心的過程，あるいは自殺の背景にある個人要
因と環境要因との相互作用過程を理論的に説明または実証しようとする研究領域である。

では，これらの心理学的研究は具体的にどのように自殺予防の取り組みに貢献することができ
るのだろうか。第一には，主として対人援助に携わる専門家が個別の援助場面において，自殺リ
スクのアセスメントの精度を高めるための情報として活用するといったことが考えられよう。対
人援助職が先に述べたような自殺のリスクを高める要因を理解し，個々の事例において自殺企図
が生じるプロセスを分析することは，通常の臨床活動において必須のスキルであり，心理学的研
究の成果は活用価値の高い情報であると考えられる。

他方で，上記のような心理学的研究の成果は集団や地域における自殺予防対策の介入対象と評
価指標を適切に設定することにも活用できるかもしれない。そもそも自殺は発生確率の低い現象
であるため，自殺予防プログラムの有効性を示すアウトカム指標を自殺死亡率の減少だけにする
ことは望ましくないとされており 49），自殺死亡だけでなく自殺未遂や自殺念慮の低下を介入プロ
グラムの有効性を示すアウトカムとして用いることも多い。しかし，たとえばゲートキーパー研
修といった非専門家がかかわる対策のように，介入プログラムの内容によっては，こうした自殺
関連行動の減少を介入による直接的な評価指標として用いることが現実的に難しい場合もある。
このような状況に対応する上で，これまで明らかにされている様々な危険因子間の関連性が理論
的に統合され，かつその理論によって将来の自殺関連行動を一定程度予測することが実証されて
いるならば，こうした「自殺関連行動の減少」を直接の介入アウトカムとするだけでなく，理論的
に自殺関連行動の減少につながる他の要因を対策の評価指標として設定することも可能となる。

以上を踏まえ，本稿においては，すでに提示されている主要な理論の妥当性について実証研究
に基づくレビューを行ったうえで，理論的観点から若年者における自殺予防対策を今後どのよう
に計画・評価していくことが望ましいのかといった点について考察を行う。

Ⅱ. 自殺関連行動を説明する主たる理論の概要とエビデンス

1．逃避理論（Escape theory）
自殺の逃避理論（Escape theory）はBaumeister（1990）によって提示された心理社会的理論

であり，6段階で構成された要因の連鎖が自殺企図を引き起こすと仮定されている 3）。まず，非
現実的な期待やネガティブなライフイベントによって「期待に応えられていない」あるいは「要
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求水準を満たしていない」といった信念が引き起こされ（第1段階），その「失敗」を自己に帰属
して（自分で自分を責めて）しまうことで（第2段階），過度な自己認識（自己注目）状態に陥る（第
3段階）。このようにして自己への注目が過剰になるとネガティブな状況と関連した自己非難へ
の注意も増大し，ネガティブな感情が生じやすくなるが（第4段階），こうしたネガティブな感情
体験は強烈な嫌悪的体験であるため，それが続くと「認知的解体（cognitive deconstruction）」
と呼ばれる非統合的な認知の状態を引き起こしてしまう（第5段階）。この認知的解体の状態は，
目先の物事に目を奪われた（現在指向的な）狭窄した認知の状態であり，こうした認知的解体の
結果，非理性的な認知や，脱抑制された（衝動的な）行動，あるいは情動の欠如といった状態が
生じる（第6段階）。Baumeister（1990）によれば，上記の過程を経て，自己や世界の出来事に
関する嫌悪的感情から逃れる努力として自殺企図が生じるという 3）。

　先行研究においては，まず，高い自己認識レベルと現実逃避的な願望を持っている者にお
いて，要求水準を満たしていないという思いと自殺念慮の間に有意な関連が認められている 8）。
同様に，近年では，失敗体験のプライミング条件において，内的帰属傾向と閾値下の自殺念慮

（implicit suicidal mind）とが関連することも報告されている 43）。また，この要求水準を満たし
ていないという思いを高める要因でもある完全主義傾向（perfectionism）と要求を満たすことが
できなかったことに対する罪悪感は，ともに自殺念慮と自殺企図に関連するというエビデンス
もいくつかの研究で示されている 11） 12）。さらに，ネガティブな感情や現在指向の狭窄した認知，
あるいは脱抑制された行動（衝動的行動）といった各要因についても，自殺念慮や自殺企図に強
く影響を及ぼすことが報告されている 6）19） 33） 39）。しかしながら，このように各段階を構成する
要因相互の間には個別に関連性が認められるものの，縦断研究をもとにした研究知見の蓄積はな
く，現段階では，理論全体としての妥当性を支持するエビデンスは限られている 38）。また，若
年者のデータに関しては，完全主義傾向と自殺念慮との関連性が示されているだけであり（当該
研究のサンプルも女性に大きく偏っている）12），本理論を若年者の自殺予防対策に適用すること
も難しいと言わざるを得ない。

2．絶望感理論（Hopelessness theory）
絶望感理論（Hopelessness theory）は，Beck（1986）やAbramsonら（1999）によって提案

された認知的側面に焦点を当てた理論である 2） 4）。この理論における絶望感（Hopelessness）と
は，将来起こりうる出来事の原因，結果，および自己暗示に関して否定的な帰属をする認知傾向
のことを指し，自殺念慮や自殺行動を引き起こす核となる認知的脆弱性であるとされている。具
体的には，ネガティブなライフイベントは安定的かつ統制不能な原因に帰属され（つまり，自分
で制御することができず，これから先も変化しないものとして認知され），より一層ネガティブ
な結果がもたらされると信じ，自分のことを欠陥がある存在であると確信するような認知傾向で
ある。

絶望感という要因自体は，これまで複数の先行研究において自殺念慮，自殺企図，自殺既遂と
密接に関連していることが明らかにされており，臨床群および非臨床群の双方を対象とした10

年間以上の長期追跡研究においても，将来の自殺念慮，自殺企図，自殺既遂のすべてに関連する
ことが示されている 7） 27）。また，若年者を対象とした実証研究も数多く実施されており，一般の
大学生を対象とした2年半の追跡研究において，絶望感のみが他の認知的脆弱性と自殺傾向とを
媒介する要因であったことや 1），うつ病の症状と完全主義傾向を調整した上でも絶望感によって
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大学生の自殺念慮の69%が説明されるといった報告など 12），本理論を支持する研究結果がいく
つか示されている。その一方で，若年臨床群においてはうつ病の重症度で調整するとその影響が
有意でなくなるといった報告もあることから 14），自殺行動を引き起こす中核的要因と言えるほ
ど影響力が大きいかどうかについては一貫した結果が得られていない。なお，絶望感と自殺行動
との関連性を検討する際に，認知的コーピングを含む様々な問題対処スキルを媒介変数としてモ
デルに組み込む試みも多数行われてきたが 13）29）42），使用される尺度が個々の研究で異なること
もあり，一貫した結果は得られていない。

3．精神痛理論（Psychache theory）
自殺予防学の大家であるShneidman（1993）は，精神痛（psychache），焦燥感，圧力の3次

元から自殺行動を説明する理論を提示した 40）。この中でもShneidman（1993）は特に自殺を引
き起こす中核的問題として精神痛を重視し，自殺企図は精神痛から逃れることを目的に生じると
仮定した 40）。

精神痛とは，耐え難い心理的な痛みを意味し，満たされず，阻害され，抑えつけられた心理的
要求によって引き起こされるものである。どのような心理的要求が重要な意味を持つのかは個々
人によって異なるものの，こうした心理的要求が満たされない状態が続くことによって精神痛が
悪化し，その痛みを和らげるための対処の選択肢が減少していくにつれて，自殺の危険性が高ま
るとされている。また，Shneidman（1993）は，うつ病や絶望感などの自殺の危険因子は精神
痛と関連して二次的に生じるものであると考えていた 40）。

先行研究では，この精神痛と自殺念慮との関連を支持する一貫したエビデンスが様々な対象に
おいて確認されており，精神痛が自殺念慮に与える影響は，うつ病の症状や絶望感よりも大きく，
精神痛はうつ病の症状や絶望感と自殺念慮とを媒介する要因であるといったことも指摘されてい
る 38）。特に若年者に関しては，近年，大学生を対象とした比較的大きなサンプルサイズの縦断
研究が実施され，うつ病の症状と絶望感の影響をコントロールしたうえでも精神痛が将来の自殺
念慮に有意に関連することが報告されている 44）。

しかしながら，精神痛が自殺企図にどの程度影響を与えるのかについては，いまだ結論が得ら
れていない。実際，ある研究では精神痛が過去の自殺企図を予測する要因であるとの報告がある
一方で 45），精神痛と過去の自殺企図歴との有意な関連はないと報告している研究もある 36）。さ
らに，精神痛が自殺既遂を予測するかどうかに関する実証研究は行われておらず，精神痛，焦燥
感，圧力という3次元からなる理論全体の妥当性を実証的に検討した研究もない 38）。このように，
精神痛に関する研究は数多く実施されており，近年では，心理的痛みに関連した脳科学研究の蓄
積も進められているが 31），本理論については，現在までのところ自殺行動への直接的な関連性
を示すエビデンスは限られている 21）。

Ⅲ. 自殺行動の予測力を高める試み：自殺の対人関係理論（Interpersonal 
theory of suicide）を中心としたエビデンスの蓄積

先に示した従来の理論においては，いずれも自殺願望が一定の水準に達した結果として自殺行
動が生じるとみなされてきた 38）。言い換えるなら，自殺念慮と自殺企図は同一スペクトラム上
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にあり，自殺企図者と自殺念慮者の違いは，自殺願望の強さのレベルが異なっていることによっ
て生じると考えられてきた。したがって，特に従来の理論では自殺念慮がどのように生じ，それ
がどのように強められていくのかといった認知的側面に重点が置かれる傾向があり，自殺念慮が
生じるプロセスにおいてもなんらかの「情緒的な痛み」が構成概念として想定されていた 38）。

しかしながら，近年の研究においては，この自殺念慮と自殺企図が同一スペクトラム上にある
という前提自体が疑問視されてきている。たとえば，自殺念慮尺度が将来の自殺既遂リスクを予
測できないといった問題点が明らかにされていたり 15），自殺念慮を経験していない自殺企図経
験者が存在していたりするといった報告 25）がその根拠として挙げられている。つまり，従来から，
自殺念慮や自殺企図，あるいはその他の自己破壊的行動は定義上の区別が曖昧にされてきたが，
より効果的な自殺予防対策を策定するためにも，自殺の行動的側面を予測しうる理論を発展させ
ていこうとする取り組みが自殺予防の研究者の間で活発になってきたと言える。ここでは，こう
した取り組みの一つとして，近年世界的に注目を集めている自殺の対人関係理論（Interpersonal 

theory of suicide）についてレビューを行う。
自殺の対人関係理論（Interpersonal theory of suicide）は，Joiner（2005）が自らの臨床実践

をもとに提案した理論である 22）。この理論では，まず自殺念慮と自殺企図を明確に区別し，前
者は所属感の減弱（thwarted belongingness）と負担感の知覚（perceived burdensomeness）
という2つの対人関係上の問題と関連して生じ，後者は自己保存の本能が弱まり自殺することが
できる能力（自殺の潜在能力）が高まることによって生じると仮定している。以下，各要因の概
略について順を追って説明する。

所属感の減弱は，（主観的な）孤独感や孤立無援感を抱いたり，良好な人間関係から切り離され
てしまったりした状態を指す。他方，負担感の知覚は自分が他者の重荷になっているという認知
であり，自己嫌悪の感情や「自分が死んだ方が他の人も喜ぶ」といった信念によって特徴づけら
れるような状態を指す。これら各要因によって受動的な自殺念慮が引き起こされるが，両方の要
因が重複し，しかもそれらの要因が長期に続くものであると認知されると，自殺願望が活性化さ
れると仮定されている。事実，先行研究においてもこの理論の予測通り，異なるサンプルにおい
て自殺念慮と所属感の減弱，および自殺念慮と負担感の知覚の間には，それぞれ有意な関連性が
示されている 38）。

一方，この理論においては，自殺行動は自殺念慮だけで生じるとは仮定されていない。対人関
係理論においては，痛みや強烈な刺激を伴う出来事を経験したり，他者の死や自己破壊的行動に
接したりすることよって，痛みや死に対する不安が低減すると同時に，それらへの耐性が上昇す
ることで，結果的に「自殺する能力」が身についてしまうことが，自殺行動を引き起こす重要な
要因であると仮定している。実際，先行研究においても，過去に自殺企図歴を持つ者は自殺念慮
だけを有する者や健常コントロール群と比較して痛みや強い刺激を受ける出来事に数多く曝露し
ており，自殺の潜在能力をより獲得している傾向が認められている 38）。なお，この自殺の潜在
能力は，衝動性などのパーソナリティの気質部分の影響を受けることも仮定されており 47），近
年ではこうした遺伝的要因の影響を検討するための双生児研究も進められている 41）。

さて，本理論全体の妥当性の検討については，Joiner本人らを含む研究グループだけでなく，
他のいくつかのグループによって精力的に実証研究が進められている。しかも，これまで実施さ
れた多くの研究が若年者を対象としたものである。たとえば，Joiner ら（2009）の若年成人を対
象にした研究報告によれば，うつ病の症状や診断の影響を調整したとしても，所属感の減弱と負
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担感の知覚は自殺念慮と有意に関連するとともに，所属感の減弱，負担感の知覚，身についた自
殺の潜在能力の3要因の相互作用が自殺企図と有意に関連することも示された 23）。また，近年で
はオーストラリアの首都近郊で実施されている大規模地域コホートデータを用いた縦断研究にお
いて，4年間の追跡調査データから，20代の若年成人では所属感の減弱と負担感の知覚が自殺念
慮と関連すると同時に，自殺念慮と過去の自傷経験の相互作用によって将来の自殺企図（自殺の
計画を含む）が予測されたという結果が得られている 10）。

ただし，自殺の対人関係理論の妥当性については，上記のような肯定的な実証結果が数多く示
される一方で，実際には理論を支持しないネガティブな結果を報告している研究も少なくない
17） 18） 50）。特に，所属感の減弱と自殺念慮との関連性については，いくつかの研究で否定的な結
果が報告されており 17） 50），先に示したオーストラリアの縦断研究でも中年世代（40歳代）におい
てのみ所属感の減弱と自殺念慮との関連が有意ではないという結果が示されている 10）。さらに，
Joinerらの研究グループが行った研究においては，所属感の減弱は負担感の知覚に比べて自殺念
慮に及ぼす影響力が弱いとの報告もあり 48），これまでのところ所属感の減弱と自殺念慮との関
連性については安定した結果が得られていない。

もっとも，自殺の対人関係理論自体が，致死性の高い自殺行動を説明することを目的として，
すでに先行研究で明らかにされている統計学的に頑健な危険因子を組み合わせて理論構築された
経緯があるため 47），理論を構成する概念の定義が明確になっていないという問題を抱えている。
特に，理論を支持しないネガティブな結果が多数報告されている所属感の減弱という概念に関し
ては，単に客観的に見て人間関係が存在するかどうかや，本人がその人間関係を認知しているか
どうかだけの問題ではなく，他者との間でのポジティブな相互関係として仮定されているにもか
かわらず 47），そうした動的な指標を用いた実証研究は少ない。また，Joinerらの研究グループは
所属感の減弱と負担感の知覚という2つの概念間の関係についても，互いに関連はあるものの異
なる概念であると強調しているが 47），その関連性を説明するメカニズムについてはまだ不明確
な部分も多い。

近年では，こうした問題点を克服すべく，所属感の減弱と負担感の知覚を測定する尺度の開
発が行われ，因子構造の検討や構成概念の妥当性に関する検討も進められている 46）。また，Van 

Orden ら（2010）は対人関係理論に絶望感を組み込んだモデルを新たに提示しており（図1）47），
先に示した縦断研究においても，若年者の所属感の減弱と負担感の知覚を悪化させる要因として
絶望感が機能することが示唆された 10）。

以上のように，近年数多くの実証研究が進められている自殺の対人関係理論に関しても，現段
階でその妥当性を支持する研究結果が十分に得られているとは言い難い。事実，先の縦断研究の
結果からは，自殺の対人関係理論による将来の自殺行動の分散説明率は30%程度であるとの結
果が報告されている 10）。しかし，同じサンプルにおいて精神疾患やデモグラフィック要因といっ
たすでに明らかになっている危険因子を用いて自殺行動を予測した場合，その分散説明率は約
14%であったことを踏まえると，自殺のリスク評価においてこうした心理学的理論の重要性は
無視できない 10）。実際，自殺念慮と自殺行動を区別するというJoiner（2005）のコンセプトは自
殺予防を専門とする他の研究者にも大きな影響を与えており（たとえば，O'Connorは統合的動
機－意思決定モデル（Integrated Motivational-Volitional Model）といった自殺の行動を予測す
るための新たな理論を提示・検証している 34） 35）），今後も自殺の対人関係理論を中心に理論的発
展が進められていく可能性が高いものと考えられる。
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図1. 対人関係理論における自殺行動の説明モデル（Van Orden et al, 2010を翻訳・一部改編して引用）

Ⅳ. 若年者の自殺予防対策における今後の方向性と課題

ここまでの議論を踏まえ，以下では今後の若年者における自殺予防対策の計画と評価のあり方
について考察を行う。

まず，自殺行動を包括的に説明するための心理学的理論に関しては，いずれの理論においても
実証研究レベルでその妥当性が十分に支持されるような研究知見が得られていない。しかし，自
殺念慮だけでなく，自殺行動の予測まで含めた理論化と実証データの蓄積といった観点から考え
ると，自殺の対人関係理論と絶望感理論を組み合わせたVan Orden ら（2010）のモデル（図1）
を今後の対策の計画及び評価のモデルとして採用することが，現時点での最良の選択ではないか
と推察される。

では，具体的に今後の対策としてどのような方法が検討されるべきなのだろうか。まず，自殺
の対人関係理論においては，身についた自殺の潜在能力は比較的変動幅の小さい静的な要因であ
り，一度身についてしまった自殺の潜在能力の表出を抑制したり能力を減衰させたりするために
は，集中的な臨床的介入が必要であると仮定されている 38） 47）。その意味では，今後の対策にお
いても，すでにこうした自殺の潜在能力を獲得してしまった者に対する臨床的介入を充実させて
いくことが必要ではあることは言うまでもない。しかし，それと同時に，まだ自殺の潜在能力を
獲得していない者に対して，こうした能力の獲得を阻害させるような対策を計画することも必要
となってくるだろう。たとえば，不特定多数に発信されるメディア情報において自殺の手段を詳
細に記載しないことが，こうした自殺の潜在能力の獲得を阻害することになるかもしれない。あ
るいは，仮に他者の自殺に接した場合であっても，それによって自殺の潜在能力が高められない
ような他者との適切な情報共有の仕方を検討することも有用かもしれない 24）。

一方，所属感の減弱と負担感の知覚は，自殺の対人関係理論において比較的変動の大きい（可
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塑性の高い）要因であると仮定されており 38） 47），その意味では，先の自殺の潜在能力よりも重要
な介入ターゲットとなる要因であると言えよう。特に，わが国でもこれまで積極的に取り組まれ
てきた対人援助職向けの研修や一般住民向けのゲートキーパートレーニング，あるいは普及啓発
活動の評価指標として上記2つの要因は重要な意味を持つと思われる。しかし，今回のレビュー
では，所属感の減弱と自殺念慮との関連については否定的な結果もいくつか報告されており，そ
のまま若年者の自殺予防対策のアウトカム指標として用いることには注意が必要である。

結論から先に言えば，筆者としてはこの所属感の減弱と負担感の知覚という2つの要因が，同
時に変動することを今後の若年者の自殺予防対策の一つの評価指標にすべきではないかと考えて
いる。というのも，今回のレビューを実施した限り，特に若年者においてこの2つの要因は切り
離せない関係にあるのではないかとの印象を強く持っているからである。Van Orden ら（2012）
は上記2要因の因子構造と予測的妥当性を確認する作業の中で，当初の仮説では所属感の減弱が
孤独感や知覚されるソーシャルサポートの少なさを予測する一方で，負担感の知覚は自尊心や
有能感の低下を予測すると想定していた 46）。しかし，実際に若年者のデータを解析してみると，
負担感の知覚とともに所属感の減弱までもが自尊心や有能感と強く関連することが明らかとなっ
た 46）。同様の結果は，他の研究においても指摘されており，高い自尊感情や実際に利用可能なソー
シャルサポートを使用していることが，ソーシャルサポートの知覚と自殺念慮の間を媒介する要
因として指摘されている 26） 37）。また，自殺行動の頻度を低下させる効果が認められている弁証
法的行動療法 30）においても，承認（validation）戦略と様々な認知行動的な対処スキルのトレー
ニングが組み合わされているが，この治療法の介入効果を自殺の対人関係理論の枠組みで解釈す
るなら，承認的環境の提供によって所属感を高めつつ，対処スキルの習得と実行を治療者や周囲
の者から強化（承認）されることによって，自己効力感の高まりとともに負担感の知覚が低減され，
治療同盟がより一層強化されて所属感もさらに高まり…といった好循環が形成されることによる
ものであると考えられる。このように，所属感の減弱と負担感の知覚を介入対象とする場合には，
単にそれぞれを独立した要因としてとらえるのではなく（つまり他者との良好な関係性を構築す
ることや本人の自己肯定的感情の高まりを別々の評価指標とするだけではなく），継続的かつ良
好な対人交流の中で承認的フィードバックが提供されることによって本人の自尊感情が高まると
いった具合に，所属感を増加させつつ並行して負担感を低減させられるような好循環の仕組みづ
くりを計画することが重要かもしれない。具体的には，たとえば学校における自殺予防教育やゲー
トキーパートレーニングにおいても，悩みを抱えた生徒を大人につなぐだけではなく，つないだ
先の大人との相互交流場面やその後の生徒同士の相互交流場面において，どのようにして上記の
ような効果的な対人交流を生み出すのかまで計画に組み込んだ対策が必要と言えるのではないだ
ろうか。自殺予防対策には多様な戦略を組み合わせることが必要であると以前から指摘されてい
るが 49），上記2要因の関係はこうした戦略の組み合わせ方を検討する際の指針として重要な示唆
を与えてくれるものである。

最後に，本レビューにおいて言及することができなかった課題について補足的に付け加えてお
く。まず，若年者特有の危険因子として，先行研究では家族の問題，自殺の伝染，学業的失敗，
対人関係問題の影響の大きさなどが明らかにされており 16），若年者に特化した自殺行動の包括
的な理論も提案されている（たとえばBridge, Goldstein, Brent（2006） の発達―相互作用理論

（developmental-transactional model）5））ものの，実証研究がないために本レビューで検討す
ることができなかった。また，14歳以下の自殺では，精神疾患の既往が少なく，重要なライフ
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イベントから自殺までの経過が短期間であるとの指摘もあるが 16），若年者の自殺においてこう
した発達段階による違いがあることについての検討が十分にできるほどのデータは得られていな
い。今後は，こうした若年者特有の課題が既存の理論との関係の中でどのように位置づけられる
のかについても実証研究を進めつつ，適切な理論を構築していくことが必要となる。
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第3章　総論　～若年者の危機と保護的要因～
2．思春期学・公衆衛生の立場から

ヘルスプロモーション推進センター
代表　岩室　紳也

●思春期学・公衆衛生では，ヘルスプロモーションの視点を踏まえつつ，思春
期に表出する様々な課題の根底に横たわる根本的な問題について，総合的，
重層的な視点で検証を重ね，対策を講じることが重視される。

●自殺対策はもとより，様々な対策はともすれば効率的な早期発見，早期対応
といったハイリスクな個人へのアプローチに傾倒しがちになる。しかし，ハ
イリスクアプローチに加え，ポピュレーションアプローチの基本となる「社
会に蔓延するリスク（危機）」への対応を保護的因子として実施する必要があ
る。

●自殺のみならず，思春期の諸問題につながる「社会に蔓延するリスク」として，
関係性，自己肯定感，居場所の喪失や，コミュニケーション能力の低下が考
えられた。

●健康日本21（第2次）で掲げられたソーシャルキャピタルの醸成，地域づく
りを関係性の再構築という視点で具体的に啓発し，推進する具体的な取り組
みが始まっている。

●男女で比較すれば男の自殺が多いが，男女とも年配者では自殺が減少し，若
年者で増えている。性差に着目した対策を行う一方で，若年者対策について
は多面的な取り組みの必要性が確認された。

●様々な課題につながるコミュニケーション能力の低下について，思春期では
目から入る情報が原因となっている可能性が示唆され，耳から入る情報（会
話，読み聞かせ，ラジオ等）を増やすことも結果として自殺対策につながる
と思われた。

Ⅰ. はじめに

本報告書では一定のエビデンスに基づいた若年者自殺対策の方向性を打ち出すことが求められ
ている。しかし，残念ながら思春期を取り巻く自殺を含めた諸問題に対して，思春期学や公衆衛
生の立場から確固たるエビデンスに基づく対策を示せる状況には至っていない。多くの方は，即
効性のある，明日から使ってすぐに効果が出ることを求めると思われるが，そのようなものは残
念ながら存在しない。そればかりか，自殺を健康課題と捉えた場合，そもそも健康づくりにおい
てエビデンスがある対策がどれだけ講じられてきたかを検証し，真に意味がある対策を打ち出す
ことが求められているのが健康づくりの現状であるといっても過言ではない。

一方で，思春期を取り巻く様々な事実やデータを詳細に読み込むと，自殺対策のみならず，思
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春期にある若者たちが直面する多様な健康課題に対する対策の方向性を示唆する知見が数多く存
在することに気づかされる。既に各方面で行われている，一見自殺対策とは思えない事業や活動
も，実は若年者の自殺対策につながる可能性がある。

本稿では，自殺やこころの問題を多面的なデータやその解析から見えてくる諸課題を検証し，
スタートラインに立ったばかりの若年者の自殺対策を考える際に，どのようなポイント，方向性
を確認しなければならないかが理解できるようにまとめることを心掛けた。

Ⅱ. 思春期学・公衆衛生では根源的課題に着目

1．思春期学・公衆衛生の立場から
筆者は臨床面ではプライマリケア医，泌尿器科医としての経験を活かし，HIV/AIDSの診療を

行う一方で，公衆衛生面では保健所で感染症対策や精神保健福祉対策に従事してきた。思春期に
関しては30年近く中学校から大学まででいわゆる性教育に関わってきた。本来であれば，公衆
衛生や思春期学の分野が思春期の若者の状況を総合的に検証し，思春期にある若者たちが抱えて
いる課題を分析し，多面的なアプローチを行う学問であることが理想である。しかし，筆者を含
め，実際にはそれぞれの専門職が対応している目の前の課題，すなわち公衆衛生医であれば喫煙
や飲酒等のリスクについて，泌尿器科医であれば性感染症について，産婦人科医であれば望まな
い妊娠について，小児科医であれば小児の生活習慣病について検証するにとどまっていた。

しかし，2008年ごろから児童虐待，自殺，不登校といった，どちらかといえば筆者が直面し
ている問題以外のデータに関心を持った結果，性の問題の根底にある「社会に蔓延するリスク」
が不登校，児童虐待，自殺といった一見他分野にみえる領域にも影響していると考えるに至った。
このように思春期学の領域では，健康づくりの基本を踏まえつつ，思春期に表出する様々な課題
の根底に横たわる根本的な問題について，総合的，重層的な視点で検証を重ね，対策を講じるこ
とを重視する。

2．ヘルスプロモーションの視点に基づいた自殺予防を
自殺対策を含む健康日本21ではヘルスプロモーションの視点で，多くの分野で様々な取り組

みが行われてきたが，その基本戦略として当初から次の3点が重視されてきた。
１．二次予防（早期発見早期対応）だけではなく一次予防の再認識
２．ハイリスク戦略に加えてポピュレーション戦略を
３．社会全体で取り組むための環境整備
一次予防が重要であることは誰もが認識しているところだが，何から手を付ければいいかにつ

いては実際のところ十分共有されていない。その理由としてハイリスクアプローチとポピュレー
ションアプローチへの理解不足が考えられる。

3．ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチ
ジェフリー・ローズがハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチの考え方について

紹介している（表1）1）が，健康づくりに携わっている公衆衛生関係者は次のように誤解している
場合が多かった。
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表1　ハイリスク・ポピュレーションアプローチ

効率のよい予防医学的方法として、
疾患を発症しやすい

高いリスク（ハイリスク）をもった個人に
対象を絞り込んだ戦略（アプローチ）が考えられます。

＋

集団全体にリスクが広く分布する場合には、
対象を一部に限定しない

集団全体（ポピュレーション）への
戦略（アプローチ）が必要になってきます。

ハイリスクアプローチはハイリスクな個人へのアプローチ，ポピュレーションアプローチは集
団全体へのアプローチと漠然ととらえ，ポピュレーションアプローチの内容についても啓発，健
康教育，環境整備といったとらえ方になっていた。しかし，ジェフリー・ローズは，効率性では
ハイリスクアプローチだが，集団全体にリスクが広く分布している場合は，集団全体に対してこ
のリスクを低減するアプローチが必要と述べている。しかし，この「集団全体に広く分布するリ
スク」というのがわかりにくいだけではなく，ハイリスク者へのアプローチはわかりやすい上に
その対策の評価もイメージしやすいため，ハイリスクアプローチが数多く行われているのが実情
である。
「集団全体に広く分布しているリスク」のわかりやすい一例が銃である。米国社会では一定の

基準を満たせば銃を保持することが認められている。ハイリスク者への所持規制はあるものの，
現実問題として銃にまつわる犯罪は繰り返され，誤射で日本人が亡くなるといったことが続いて
いる。日本社会は「銃」を「リスク」と見て規制しているため，銃による健康被害は回避できてい
る。しかし，米国社会では「銃」は「リスク」でもあるが「権利」でもあるとされているため，銃
による健康被害は一定程度存在してしまう。

ちなみに，日本で高血圧はある程度減少したのは，冷蔵庫が，社会に蔓延していた「『塩分』で
食品保存」というリスクをある程度軽減したことが功を奏したと考えられる。

4．ポピュレーションアプローチの成功事例に学ぶ
健康日本21の中で，着実に成果を上げ続けているのが8020運動である。80歳で20本以上の

歯だけではなく，すべての年代で20本以上の歯を有する人の割合は増え続けている（図1）5）。
8020運動の基本は歯磨き，ブラッシングの励行，かかりつけ医での口腔ケアによる歯周病の

予防だが，健診のように早期発見，早期対応といった2次予防はほとんど行われていないことに
着目したい。また，歯をみがかない，ときどきみがくというハイリスクな人たちの比率はそれほ
ど変わっていないことにも注目する必要がある（図2）。

8020運動では歯科関係者だけではなく，教育現場を含め様々な働きかけがあった結果，「ブラッ
シングをしない」という社会に蔓延するリスクが克服されつつある。最近は職場でも昼食後にブ
ラッシングをしている人をよく見かけるが，その人たちも結果的に自らの行動を見せることを通

91

第3章　総論　～若年者の危機と保護的要因～

若年者の自殺対策のあり方に関する報告書



してブラッシングについての啓発活動を行っていることになる。
様々な分野で対策の評価，アウトカムが求められているが，健康づくりの分野で確実に成功し

たと評価が可能な取り組みに関する検証は少ないのが実情と思われる。その理由として，人の健
康づくりには様々な要因が関与している為であることは言うまでもない。しかし，国民健康づく
り運動として2000年から展開されている健康日本21の中で最も成功した歯科領域の8020運動
は，結果として着実に成果を上げている。これに学び，正しく理解されたポピュレーションアプ
ローチを広げることがすべての健康づくり活動で求められている。
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図1　20本以上の歯を有する者の割合の年次推移
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図2　歯をみがく回数の年次推移



5．危機と保護的要因の考え方
若年者の危機に着目すると，当該本人，個人が抱える危機もあれば，すべての若年者が抱える，

すなわち，ポピュレーションアプローチで言う「社会に蔓延するリスク（危機）」とがある。当該
本人，個人がうつなどの病的な状態を克服するには，単に薬やカウンセリング等の医療（治療）
的アプローチだけではなく，本人自身が今後も接するであろう，本人をそのような状況に追い込
んだリスク（危機）を克服する方法，保護的要因を獲得する必要がある。一個人に対して保護的
要因となるということはその個人のみならず，すべての若年者が抱える，社会に蔓延するリスク

（危機）に対応したり，克服したりすることにつながる保護的要因である。

6．コミュニケーション能力と健康づくり
健康づくりの分野では以前から情報（Information）をどれほど正確に教育（Education）しても，

増えるのは知識であり，その知識だけでは人は健康的な行動をとれないことが繰り返し言われて
きた。メタボになる人も「食べ過ぎ」，「運動不足」が問題だということは，HIVに感染する人は，
感染予防はノーセックスかコンドームの正しい使用だということは承知している。その知識を生
かし，行動変容につなげる，生きる力を発揮するにはコミュニケーション（Communication）が
不可欠，かつ重要である（表2）。すなわち，家族や仲間などとの会話などを通して，自らの課題
に向き合い，どのようにすればいいかを確認できて初めて健康的な行動につながるのである。し
かし，昨今は，若者に限らず多くの人のコミュニケーション能力が低下してきているという印象
を持っている人は少なくない。「コミュ障」が若者の共通言語となった要因も自殺につながる社会
に蔓延するリスクといえる。

93

第3章　総論　～若年者の危機と保護的要因～

若年者の自殺対策のあり方に関する報告書

表2　これからの健康づくりの考え方



7．関係性の喪失
2003年，京都で開催された第62回日本公衆衛生学会総会で，当時WHOの西太平洋地域事務

局長だった尾身茂氏の特別講演は健康づくりの方向性に大きな示唆を与えた 10）。健康づくりの
一番の課題は，人と人の「関係性の喪失」であり，最優先の目標を「関係性の再構築」に置く必要
がある。そのためにも「コミュニケーション能力の再開発」が急務であると強調した（表3）。尾
身氏に「開発途上国でも同じような課題があるのか」と迫った筆者に対して，「『日本の田舎は大
丈夫，都会は危ない』と思っている人もいるだろうが，開発途上国でもこの問題は深刻化してい
る」と厳しく指摘された。当時の筆者は，保健所を辞め，民間公衆衛生医としての道を模索する
中，尾身氏の指摘は，WHOのリーダーの一人のメッセージとして非常に重いものだった。しかし，
このメッセージを，筆者が実感を持って受け止めるにはさらに時間がかかったことも事実であっ
た。また，関係性の喪失が「社会に蔓延するリスク」であるという認識については未だに社会の
中に浸透しているとは言えない。

8．共通するリスクがもたらす各種指標の悪化
若年者の性の問題で代表的なのが望まない妊娠と性感染症である。筆者も性教育で様々な工夫

をこらしながら対応してきたが，インターネットの普及に呼応するように1995年から10代の人
工妊娠中絶率が急増した（図3）6）。このことは多くの性教育関係者だけではなく，多くの大人に
インターネットの普及が性情報を氾濫させ，若者たちの性行動を加速化させていると思い込ませ
ていた。

しかし，インターネットの普及率が50％を超えた2001年 9）をピークに人工妊娠中絶率も，10

代のクラミジア感染症も急速に低下した 3）。臨床現場にいるすべての医療者が実感するほど顕著
なものであった。

性教育が浸透し，若年者によるコンドームの使用が徹底されたり，解禁になった避妊用のピル
が浸透したり，積極的に性行動を控えたりしたのであればうれしい限りだが，現場では原因は別

第3章　総論　～若年者の危機と保護的要因～

94 若年者の自殺対策のあり方に関する報告書

表3　現代社会の課題



のところにあると感じていた。それがいわゆる男子の草食化，セックス離れだったが，その原因
がどこにあるのか，正直なところ誰も気づけないまま時間だけが経過し，同じ傾向が続いていた。

公衆衛生という幅広い分野に首を突っ込んでいた筆者は，あまり深く考えず，10代の人工妊
娠中絶率の推移と当時話題になっていた不登校，児童虐待，自殺などのデータを重ね合わせてい
た。

1990年代後半に性教育で学校現場にお邪魔すると，教師が話題にすることは生徒の性の問題
もさることながら，不登校や保健室登校のことだった。その不登校が急増した時期はほぼ10代
の人工妊娠中絶が急増した時期と一致していた（図4）7）。しかし，学校になじめない子どもたち
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図3　10代の人工妊娠中絶率の推移

図4　中学校での不登校数の推移



と，人工妊娠中絶に至る「遊んでいる」子どもたちの共通点を見出すには至らなかった。
次に着目したのが公衆衛生，母子保健の現場で急増していた児童虐待のデータだった。児童虐

待が急増している事実は多くの保健医療関係者の共通認識だったが，どうして虐待してしまうの
かは，虐待せずに子育てをした経験がある者には理解しえないことだった。そのため，いつの間
にか「育児不安→悩みの抱え込み→児童虐待」といった決めつけから，育児で悩んでいたら早目
に相談をしてもらおうと，新生児訪問，乳幼児健診の場で保健師たちが育児不安のスクリーニン
グに躍起になっていた。国も赤ちゃん全数訪問事業などを始めたが，児童虐待相談件数を10代
の人工妊娠中絶率の推移に重ね合わせるとやはり1990年代後半から急増し続けた。（図5）4）
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図5　児童虐待報告件数の推移

図6　男女別自殺数の年次推移



児童虐待については近年、「妊娠期からの切れ目ない支援」という取り組みが打ち出され、ハイ
リスクアプローチ中心からの転換が図られているが、児童虐待の背景にある社会に蔓延するリス
クは何かを解明し，対処するという視点が弱いと思われる。

そう指摘している筆者も「自殺者数30,000人超」という報道について，公衆衛生の立場から何
となく気にはなっていたという程度であった。当時から行われていた，「辛くなったら相談しよう」
というハイリスクアプローチのキャンペーンにもあまり疑問を感じていなかった。自殺のデータ
と10代の人工妊娠中絶率のデータを重ね合わせると，男子の自殺が急増した時期が10代の人工
妊娠中絶率の急増期に一致することに気づいたものの，妊娠させる元気な男たちのデータと，自
殺する男たちのデータが一致する理由はすぐには思いつかなかった。（図6）8）。

9．関係性喪失期から関係性拒否期へ
あらためて10代の人工妊娠中絶率の推移に着目し，尾身先生が指摘していた関係性の喪失や

性や育児などの情報の入手方法の変化に着目すると，様々なデータが一致することは決して偶然
のことではないことに気づかされる。

1970年代までは人間関係が濃密だったのが，その後核家族化の広がり，職場での旅行や飲み
会の減少等に象徴される関係性の希薄化，喪失という状況になっていった。一方で1990年代後
半では家庭崩壊により居場所を失った女の子が性行動を通して自らの存在意義を確認する一方
で，友達同士で性情報を共有する関係性もなくなり，避妊等に関するコミュニケーションが無く
なった結果，人工妊娠中絶率が急増したと考えられる。一方で，2000年以降は男子の草食化と
いう言葉が一般的に使われるように，ふられる，失恋することに臆病になった男子は性的関係を
含めた恋愛関係をも拒否していった。このことに拍車をかけたのがやはりインターネットや携帯
型ゲーム機の普及で，若者たちはリアルな世界ではなく，バーチャルな2次元の世界で満足でき
るようになった。当初は男子が中心だったが，近年は女子もコミュニケーション能力が低下し、
バーチャルな世界にかなり入り込んでいる。
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図7　10代の人工妊娠中絶率の推移と情報、関係性の関連



性情報に関しては1960年代までは入手も困難で仲間等で共有していた時代だったのが，1970

年代はいわゆるポルノ映画が公開されるなど，性情報が開放された時代になった。ただ，この時
期はこのような性情報は大勢でアクセスする時代であり，仲間からその真偽（レイプされた女性
が犯人とのセックスを楽しむはずがない，など）を確認し合っていた。しかし，個人視聴型のア
ダルトビデオやインターネットの普及により，情報が氾濫する一方で，それらの情報に個人でア
クセスするため，その真偽について関係性の中で確認する機会が減少した（図7）。年配者は理解
できないだろうが，アダルトビデオで定番となっている膣外射精は今やいわゆるステディーな恋
人や夫婦にとって当たり前の行為となっている。

10．表出した各課題の根底にあるリスク
自殺，不登校，児童虐待，人工妊娠中絶というトラブルを抱える人と，抱えない人の違いを，

不健康，健康という視点で検証すると，関係性の喪失がもたらす情報不足，関係性で育まれる自
己肯定感が育たない環境，関係性の喪失がもたらす居場所の喪失，関係性の構築に不可欠なコミュ
ニケーション能力の低下といったリスクが，課題を抱える本人だけではなく，社会全体に蔓延す
るリスクになっていることが理解できる（図8）。

いじめがない社会はないが，そのいじめを克服するストレスマネージメント力があれば対処で
きる。直面する性の問題について，2次性徴と向き合いながら仲間同士で学び合えればトラブル
に巻き込まれない。薬物に依存することなく自分の居場所が実感できる場があれば，薬物に手を
出さずに済む。LINE等のSNSの問題も，日々相手と会って話すコミュニケーション力があれば
SNSは便利なツールになり，トラブルは回避できる。このようなことは，実際にトラブルを回
避している人たちが示してくれている。

ただ，このように説明しても，目の前にハイリスク者を抱えていると，ハイリスク者へのアプ
ローチに日々追われ，結局は無力感に襲われているのが現場の実情である。だからこそ，まずは
現場が直面している事象をポピュレーションアプローチの視点，すなわち，一つ一つの課題の根
底にある社会に蔓延するリスクは何かという視点に着目し，関係性，自己肯定感，居場所の喪失
やコミュニケーション能力の低下への対処を，関係各機関のみならず，地域住民をも巻き込んだ
取り組みが求められている。8020運動が成功しているように。
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図8　若者の問題の根底



11．自殺率が低下する年配者，増え続ける若年者
男女別でみれば，自殺は圧倒的に男子が多い。しかし，年齢階級別に自殺率の推移を見ると，

男女とも高齢者では低下傾向にあるものの，若い世代では増加傾向にある（図9，10）8）。高齢者
で自殺が減少傾向になっている理由として，介護保険法の施行をはじめ，高齢者への心理・社会
的支援が充実していることが功を奏している可能性が高い。「自殺対策」として特別な何かが打ち
出されたというより，様々なサポートが得られる安心感，介護予防活動を通した仲間づくりなど
が得られ，社会に蔓延するリスクの軽減を意識していなかったにも関わらず，結果として，孤立
していた人たちが「関係性の再構築」や「コミュニケーションの場」を得たことで自殺率が低下し
たと考えられる。

それに対して，若年者へのサポートが不十分な理由は，多くの大人たちが，自分たちは特別な
ことをしてもらわなくてもそれなりに成長したという，経験，実体験に基づく，偏った主張が展
開されているためと考えられる。しかし，年代で異なるだけでなく，男女とも同じような年代別
の自殺死亡率の推移は若い世代に対する心理・社会的支援，すなわち，関係性の再構築や居場所
づくりといった積極的な対策が急務であることを示している。

若者たちに関わっている専門家，関係者，関係機関は少なくないが，いずれも若者たちの表出
した課題，すなわち性感染症や望まない妊娠，いじめ，不登校といったことへのハイリスクアプ
ローチが主であり，根本的な，若年者がかかえる社会に蔓延するリスクへの対応がとられていな
い。その結果が，若い世代での自殺率の上昇という結果に表れている。

ただ，2011年3月の東日本大震災を受け，すべての年代で自殺率が低下しているのは，被災
地の被害を目にすることを通して，多くの人が「辛い状況は自分だけだと思ってしまうリスク」
に対して，被災地から繰り返し届けられた情報の結果，自分自身だけが厳しい状況にあるのでは
ない，という共感が得られたことも関与していると思われる。

Ⅲ. 思春期だから可能な重層的，多角的，具体的対策

1．多様な場面で関係性の再構築を
自殺対策と性教育の関係性はすぐにはイメージできないと思われる。しかし，本稿の読者となっ
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た男性の方にはぜひとも自分自身の思春期の性の経験を振り返っていただきたい。例えば「マス
ターベーションをどのように覚えたか」と聞かれれば，「自然に」という回答が多いと思われるが，
どのような「環境」の中で「自然に」学んだかを再確認していただきたい。最近増えている，床やベッ
ドにこすりつける方法で射精することを覚えた現代の若者たちは，膣外射精障害が原因の不妊症
で苦しんでいる。本来，マスターベーションは兄弟や仲間との関係性の中で学ぶことである。し
かし，思春期の時点で既に関係性の喪失が原因で正しいマスターベーションの仕方を学べていな
い若者たちは，将来，ストレスを抱えた際に誰かに相談することができないと思われる。「性」を
仲間たちと共有できる関係性をつくることは，将来のこころの病の予防にもなるということを強
調したい。

このように，思春期の若者たちに関わる大人たちは，それこそ多様なメッセージを伝えたいと
思っている。しかし，表出した課題，例えばインターネット，いじめ，タバコといったことを伝
える際に，根底にある関係性やコミュニケーション能力といった問題を意識して啓発活動を行う
ことで，結果的に自殺対策になると期待される。

2．効果的，効率的な啓発活動とは
年間100校程度で中高大生に話をしていると，彼らが聞きたいことが見えてくる（表4）。「い

つもはあんなに真剣に聞かないんですが」と感想をいただくことが多いが，それは若者の求めに
応じた内容を提供していないためである。若者は統計，あるべき論，正解，スローガンには興味
を示さない一方で，事例を通した当事者の思いや経験談，特に失敗談には強く関心を示す。

自殺の当事者の思いや経験談というのは聞くすべもないが，多くの人が様々な辛い経験を克服
し生き続けているというメッセージであれば，直接自殺といったことを語らなくても，結果とし
て若者たちの心に残るメッセージになる。近年，葬儀も家族葬が増え，結果的に他者の死に向き
合う環境が激減していることも「死を知らない」というリスクを社会に蔓延させているといえる。

自殺予防というと自殺に関連する話をしなければならないという誤解があるが，性教育の中で

失恋への自分自身の経験談を話すことも，結果的にストレスの克服法の紹介であり，自殺対策の
一手法と言える。社会に蔓延するリスクに対応するには，一つの事業や活動に複数の意味合いを
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表4　若者が求めているこころの教育とは？

聞きたいこと
聞いて残ること

聞きたくないこと
聞いても残らないこと

事例、当事者の声や思い、
経験談、感動体験、失敗談

統計、あるべき論、
正解、スローガン

関係性に基づく話 トップダウンの押しつけ

自分事意識 他人事意識

悪者がいない話 悪者がいる話



持たせるという意識が求められている。すなわち，啓発事業や活動は単一目的のために行うので
はなく，重層的，多角的な視点で取り組む必要がある。

3．性差を考慮したアプローチ
「男性」は自殺率が高いだけではなく，前述のようにマスターベーションの仕方を周囲に学ぶ

ことができなくなってきた。失恋というストレスに耐えられずストーカーになってしまうのも「男
性」が多い。このように，性差，すなわち「男性」というリスクに配慮した対策が求められてい
るともいえる。

男性と女性の違い，すなわちオスとメスの違いに着目すると，オスの方が関係性を構築する力
が弱いと言える（表5，6）。一方で，大枠でとらえると男性の方が女性より自殺のリスクが高いが，
前述のように，男性でも，女性でも若年者のリスクは高く，自殺率は上昇している。すなわち，「若
い」「男性」はリスクが高まり続けており，対策が急務といえる。

では，具体的にどのようなアプローチが考えられるのか。群れる機会を増やす上で，学校現場
であれば部活等の活性化，地域であれば地域行事への積極的な引き込み，といろいろ提案しても，
そもそも関係性や居場所，コミュニケーションが重要という意識にならない限り，積極的に行動
するはずもない。

4．関係性の再構築（ソーシャルキャピタルの醸成，地域づくりという視点）
若年者への自殺対策を考える際に，第2次健康日本21でソーシャルキャピタル（社会関係性資

本）の醸成，地域づくりという視点が打ち出されたことに着目したい。第1次健康日本21でもハ
イリスクアプローチの限界は様々な分野で実感された。自殺の領域でも「相談しましょう」と呼
びかけても相談につながらない事例は多いだけではなく，相談機関や精神科につながってもその
方々の自殺を防げない経験は多くの関係者が体験している。

今回，ソーシャルキャピタルの醸成が打ち出された背景には，「無縁社会」といった言葉に象徴
されるように，現代の社会全体に蔓延しているリスクとして，本稿でも繰り返し述べてきた，人
と人の関係性喪失，コミュニケーション能力の低下が深刻化した結果，一人ひとりが居場所と感
じられる空間が少なくなっている。
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表6　そもそも「雌（メス）」とは？表5　そもそも「雄（オス）」とは？



ただ，「関係性」や「居場所」という言葉は，わかったような，わからないような言葉であり，
どう関係性をつくればいいのか，居場所をつくればいいのかとなると多くの人は悩んでしまう。

千葉県浦安市は自殺対策において，ハイリスクアプローチに加え，ポピュレーションアプロー
チも重視した取り組みを展開している。その中で，「関係性」や「居場所」というキーワードの理
解を深めるためのスライドを作成した。そこで使われている文言を紹介する（表7～10）。これ
らの文言を紹介することで，「関係性」というキーワードが一人ひとりのこころの健康づくりにつ
ながっているということがイメージ化できるようにしている。

5．コミュニケーション能力の育み方
コミュニケーション能力の低下は様々な分野で言われているが，何が原因で，どうすれば効果
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表8　関係性について②

表10　関係性について④

表7　関係性について①

表9　関係性について③



的に育めるかという短絡的な方法、正解はない。筆者は数多くの学校に出向き，コミュニケーショ
ン能力の低下に関しては貴重な体験をさせてもらった。

講演の際にPowerPointを使うことが多くなったが，若者を対象にした場合，盛り上がりに欠
けるという印象があり，最近はマイク一本で話すようにしていた。そう感じていた時に「映像は
想像力を奪う。ラジオは，想像しなくてはいけない」という言葉に出会った 2）。目から入る情報
はわかったような気になるが，耳から入る情報は想像力を育み記憶に残るというのは多くの人が
実感していることである。一方で，学習困難校と言われるある学校では年々生徒が聞かなくなっ
ていることに気づいていた。その学校のことを知っていた教育学者に相談したところ，「残念な
がらあの学校で，マイク一本でしゃべったら，生徒はまるでフランス語を聞いているような感覚
になっているはずだ」と教えられた。すなわち，スマホや携帯で，LINEやメールをしていても，
聞き言葉に慣れていないため，耳から入った言葉の意味を理解することができないということ
だった。もちろん仲間同士の会話はできるのだが，いわゆる他人が語る，ストーリー性のある話
を耳から入れて，内容を理解するトレーニングがされていないとのことであった。これを人間関
係に当てはめると，他者との会話などで生じるストレスを自分なりに受け止め，自分の思いを言
語化して相手に伝えるというのは実は大変高度な作業ということになる。

コミュニケーション能力を育むには，まずは積極的に会話をする，子どもに対しては読み聞か
せをする，ラジオを一緒に聞くなど，様々な機会をとらえて耳から入る情報を増やす努力が求め
られている。
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図11　情報の入手経路と想像力の関係性



Ⅳ. 今後に向けて

1．思春期の諸問題の一括的な検証，評価体制を
今回，様々なデータを検証した結果，それらが変動する要因として，社会に蔓延する共通のリ

スクが大きく関与している可能性が示唆された。思春期のように，本人自身がまだ成長過程にあ
る時期に起こり得る様々な問題を予防したり，解決したりするためには，彼らを受け止める立場
の大人が，自殺の可能性があると推定されるハイリスクな個人へのアプローチだけにとどまるこ
となく，自殺につながる可能性がある社会に蔓延するリスクが何かを検証し，そのリスクへのア
プローチも併せて行う必要がある。そのためにも，思春期に関わる関係者には「思春期学」、「公
衆衛生学」という総合的な視点で議論と検証が進むよう，さらなる連携と協働が求められている。
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第3章　総論　～若年者の危機と保護的要因～
3．社会学から見た若年自殺の背景

東京学芸大学人文社会科学系社会科学講座
教授　浅野　智彦

●若年自殺状況が悪化した時期に若者全体の幸福度・生活満足度は上昇してい
る。両面を視野に入れる必要がある。

●世代論的な要因に着目すると，1930年代生まれの自殺死亡率の高さには世
代特有の価値意識が関与しているが，現在の若者の自殺に世代要因を想定す
ることは難しい。また，現在の子どもの貧困は，将来的に自殺促進要因にな
る危険性がある。

●社会経済的な要因として，失業率と経済格差が自殺死亡率を押し上げる度合
いが日本では大きい。積極的労働市場政策は自殺死亡率を押し下げる。また，
就活自殺の改善のためにはライフコースモデルの修正が必要である。

●身近な人間関係に着目すると，家族関係の良好さは自殺を抑止するが，家族
への見守りの期待が過重にならないように注意が必要である。一方，友人関
係の良好さは自殺を抑止するが，同時に友人ネットワークを通して自殺は「伝
染」もすることから，地域の交流は必ずしも自殺を抑止するわけではない。

●自殺についての語り方に着目すると，自殺の「医療化」は過労自殺を社会問
題化する上で効果があったが，管理と監視とを押し進める危険性も指摘され
る。また，マスメディアの報道の仕方は自殺の促進要因になり得る。さらに，

「いじめ自殺」などについての語り方が，新たな自殺動機の供給になってい
る可能性に注意すべきである。

Ⅰ. はじめに

本章の目的は，若年自殺の背景要因について社会学の立場から検討した諸研究を概観すること
である。しかしながら，日本の社会学者が若年層の自殺に注意を向け始めたのはつい最近のこと
であり，研究が豊富に蓄積されているとは言いがたい状況である。もちろん自殺自体は社会学の
伝統的な研究テーマであり，連綿と続く研究の系譜もあり，それなりの蓄積もある。だが，若年
層についての近年の社会学的研究は，雇用環境の悪化等，自殺と関連の深い領域に焦点を合わせ
てはきたものの，若年層の自殺それ自体に注目する研究は多くない。それどころか後述のように
自殺とは対照的にもみえる若者の幸福感の上昇が注目を集めてもきた。

クリスチャン・ボードロとロジェ・エスタブレは，豊かな社会において若年層の自殺死亡率
が上昇している点に注意を向けている 2）。例えばアメリカでは，1950年代から1990年代にか
けて中高年の自殺死亡率が減少したのに対して，若年層のそれは3倍に増えた 4）。このような若
年層の自殺の増大に対応するためにアメリカでは分厚い調査や研究を蓄積してきた。National 
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Longitudinal Study Of Adolescent Health （通称 Add Health）のデータを用いた各種の研究等
がそれにあたる。他方，日本では1998年以降の戦後の自殺の第三のピークに伴い，自殺とその
予防に対する関心は高まったものの，自殺による死者の多くを占めていた中高年に専ら注意が
向けられてきた。例えば国立精神・神経センター精神保健研究所は機関誌『精神保健研究』16号

（2003年）において自殺学の特集を組んでいるが，掲載された論文のいずれにおいても若年層の
自殺は必ずしも主題とされていない。近年，様々な対策が功を奏したためか中高年層の自殺死亡
率に改善が見られ，相対的に若年層の状況の悪化が顕在化するにいたってようやく研究者の注目
が若年層に向き始めたところである。

したがって以下の整理においては，必ずしも若者を主な対象にしたものではない研究や，若者
を対象とした研究だが日本以外での知見，また社会科学に隣接する諸分野（経済学等）における
知見をも積極的に取り上げていきたい。なお以下の二点にあらかじめ注意を向けておいてほしい。
第一にここでいう若者には，中学生・高校生，大学生・社会人など異なった年齢層の，異なった
環境に生きるグループが含まれていること。第二に，社会学的な観点からの研究はしばしばそれ
ぞれの社会（国や地域）によって事情の異なる変数を分析に用いる（例えば宗教や家族関係のあ
り方）。他の社会の知見がそのまま日本に当てはまるとは限らないこと。

Ⅱ. 自殺と幸福

社会学的な若者論は，1990年代末から00年代まで主に雇用状況や社会的自立をめぐる諸問題
（フリーター，ニート，社会的ひきこもり等）を主たる研究テーマとしてきた。だが2010年代に
入って，それとは対照的なテーマが注目を集めるようになる。それは若者の幸福感の増大という
現象である。

いわゆるバブル景気が崩壊して以降，若者をとりまく社会経済的な状況は急速に厳しさを増し
てきた。特に1990年代後半以降，フリーターやニート等の社会的問題に代表されるように，若
者の雇用環境の劣化には著しいものがある。ところがこの間，若者の幸福感や生活満足度は上
昇し続けているのである。内閣府の国民意識に関する世論調査によれば20代の生活満足度はか
つてないほどの高さを示しており，またNHK放送文化研究所の中学生・高校生の生活と意識調
査によれば2002年から2012年にかけて「とても幸福だ」と感じる中高生が顕著に増加している
27）。また自殺念慮についても，NHK放送文化研究所の中高生調査によれば，低下している様子
がうかがわれる。この「謎」については様々な解釈が試みられているが，いくつかのデータから
推測されるのは，身近な人間関係の良好さが彼らの幸福の重要な源泉になっているということだ。
例えば青少年研究会が2012年におこなった若者調査の結果によれば，現在の暮らし向きや将来
展望に加えて，友人関係，家族関係が満足度をおしあげているという。

通常，自殺と幸福とはちょうど対極的な位置にあると考えられている（例えば，白石賢・白石
小百合の幸福研究では，幸福度は主観的な評定において自殺（鬱状態）と対極にあるものと位置
づけられている 40）。その観点からすれば，幸福度が上がっているのに自殺が増えるのは不思議
だということになりそうだ（幸福のパラドクスに加えて，自殺のパラドクス）。

もしかすると幸福と自殺とは単純な対立関係にはないのかもしれない。実際，岡檀は自殺希少
地域の幸福度がその他の地域に比べて高くないことを明らかにしている 31）。希少地域で最も多
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い回答は中程度の幸福なのだという。また黒川・大竹の研究によれば幸福度と満足度とは異なっ
た条件によって上下し，世代効果・時代効果・年齢効果の組み合わせによって多様なパタンを示
すのだという 17）。これらは若年層の自殺と幸福との関係を考える上でも示唆を与える知見であ
る。いずれにせよ，若年自殺について考える際に，自殺と幸福という対極的な現象の双方を視野
に収めておく必要がある。

以上のことを踏まえて，以下では世代論的な要因，社会経済的な要因，身近な人間関係に関わ
る要因，自殺の語り方に関わる要因のそれぞれに着目する研究を紹介していく。

Ⅲ. 世代論的な要因に着目する研究

戦後，若年層の自殺が深刻な悪化を見たのは今回がはじめてのことではない。戦後の自殺の第
一のピーク（現在は第三のピーク）において，自殺率を押し上げていたのも当時の若年層であった。
具体的にいえば1950年代の半ばに15歳から24歳だった世代（1930年代前後の出生コーホート）
が，この時期の自殺率を大幅に押し上げていたのである。

高原はその原因をおおよそ次のように説明している 41）。彼ら1930年代生まれの人々は，その
成長の過程で勤勉さと忍耐をよしとする価値観を身につけてきた。そのことが，彼らに弱音を吐
くことを躊躇させ，社会生活における葛藤や挫折に対する柔軟な対応を難しくしている。そのよ
うな心性が彼らの自殺リスクを押し上げてきたのである，と。このリスクは世代的な（出生コホー
トに特有の）ものであり，1990年代末以降には高年齢層の自殺数の増大となって現れたと高原
は論じている。

実際，別の研究でもこの世代の価値観が変わりにくいものであったことが確認されている。す
なわち阪口と柴田は，NHK放送文化研究所が1973年から5年おきに継続的に行なっている「日
本人の意識構造」調査のデータを用いて，この世代の価値観が，時代ごとの社会状況や本人たち
の加齢による変化を被りにくかったことを明らかにした 32）。彼らが特に注目したのは，この世
代の生活目標が，他の世代と比べて，「身近な人たちとの和やかな関係」に向かう傾向が低いとい
う点だ。これは，彼らが弱音を吐けず，したがって援助希求に消極的であることと関連している
と推測される。

では今日の若者の自殺も世代に固有な価値観や生活態度に関連づけて理解できるだろうか。こ
の点を直接検討した研究は今のところないのだが，先に触れた「日本人の意識構造」調査のデー
タから一定の示唆を得ることができる。継続的に尋ねている質問を用いて得られた平面上に各世
代の意識の推移をマッピングしていくと，新しい世代になるほど先行世代との距離が縮まってい
ることがわかる。つまり世代間の変化は明確に減速しているのである 26）。ここからは，世代に
関わる要因によって今日の若年層の自殺を説明することが相対的に難しいと予想される。

だがその一方で，阪口・柴田のもう一つの発見に注意しておくべきでもある。彼らの分析によ
れば，1930年代生まれの独特な価値観は，彼らの幼少期の貧しさによって形成された可能性が
高いという。幼少期の貧困は，援助希求の困難な価値観・生活態度を形成することによって生涯
にわたる自殺リスクを押し上げる危険性があるということだ。とすると現在，社会的に注目され
ている「子どもの貧困」もこの観点から見ておく必要があるだろう。すなわち，貧困は子どもの
現在の生活に関わるのみならず，将来の自殺リスクにも関わる要因であるかもしれない，という
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ことだ。

Ⅳ. 社会経済的な要因に着目する研究

自殺が経済的な状況に左右されるものであることは多くの研究によって明らかにされてきた
39）。中でも日本の自殺は，他のOECD諸国のそれに比較して経済的な要因に左右される度合いが
大きい 3）18）。とりわけ失業と経済格差の二つは，自殺死亡率に顕著な影響を与えている。

失業の効果を明らかにしている研究の一つが森田次朗のものだ 24）。森田は日本版GSS（JGSS）
のデータを用いて，自殺念慮を規定する要因を検討した。その結果，20歳から59歳の男性の自
殺念慮は，労働条件ではなく，失業の可能性を予見しているかどうかによって左右されることが
確認された。

他方，失業をはじめとする経済的なリスクに対する公的な政策による手当が自殺死亡率を押し
下げることもいくつかの研究から明らかになっている。海外の研究ではスタックラーらがEU加
盟国のデータによって，積極的労働市場政策（公的な職業訓練・就職支援・雇用助成などからな
る社会政策群）への投資が自殺死亡率を押し下げることを示した 39）。柴田悠は，この分析をさら
に拡張・精緻化し，OECD諸国全体についてみても積極的労働市場政策が自殺死亡率を押し下げ
る効果を持っていることを示した。

またフラヴィンとラドクリフは公共政策と社会関係資本とのいずれが自殺抑止に効果的かとい
う問題を立て，米国の州の間で比較研究を行なった。その結果，公共政策が社会関係資本よりも
自殺を抑止する度合いがずっと高いこと，しかも（驚くべきことに）社会関係資本が自殺抑止に
対して負の効果を持っていることが示された。このことは近年社会関係資本論を背景に称揚され
る「絆」の効果について，もう少し慎重に見定める必要があることを示唆している（「絆」につい
ては岡の指摘 31）も参照）。

日本においても基本的には同様の関係が確認されている。例えば，松林と上田は各都道府県の
公的支出と自殺死亡率との関係を検討し，行政投資額・失業対策費が自殺死亡率と負の関係にあ
ること（ただし後者は男性についてのみ）を示した 20）。

以上の研究は若年層に限らず妥当する知見を示している。他方で，とりわけ若年層と労働市場
との関係から生じる自殺が近年目立つようになってきている。それが「就活自殺」と呼ばれるも
のだ 23）45）。これについてはライフリンクの詳細な調査がある。同調査によれば，就職活動を始
めてから「本気で死にたい」「消えたい」と思った学生は21％にのぼる 29）。その背景には，安定
した「正社員」という進路がますます狭い道になりつつあるのにもかかわらず（あるいは，そう
であるからこそ）そのような進路への固執が強まっているという事情がある。またこのような若
者の迷いや葛藤に焦点を合わせた自殺のドキュメント研究として小森田のものがある 16）。

また橋口はそのような就活自殺が男性に偏って多いことを指摘し，背景に性別役割分業の構造
があることを示唆している。先述のチェンらの分析によれば，女性の労働力率は自殺死亡率を微
弱ながら悪化させるので，男女平等がそのまま自殺状況の改善につながるとはいえない面もある
が，どのような意味での平等なのかという問いも含めてジェンダー化されたライフコースの問い
直しが求められているように思われる。

これらは，高度成長期に確立したライフコースモデルの失調と，その失調をある程度補いつつ，
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別のモデルへと誘導する諸政策の問題と考えることができる。若年層においてその課題はいっそ
う切実である。この点を考慮しても積極的労働市場政策などのマクロな政策のもつ自殺抑止効果
にこれまで以上に注目すべきであろう。

Ⅴ. 身近な人間関係に着目する研究

若者にとって身近な人間関係を，家族，友人，地域の三つに大別して知見を紹介していく。内
閣府の「国民生活に関する世論調査」によれば，家族や友人といるときに充実感を感じるという
若年層は増大傾向にある。また冒頭で紹介したように，家族関係・友人関係の良好さは彼らの生
活満足度を押し上げる効果がある。このことから少なくとも家族関係・友人関係が若年層の自殺
にも何らかの影響を及ぼしているのではないかと推測される。

他方，地域関係について最近指摘されるのは，若者の地元志向が強まったということだ。だが，
これは地域の人々との関係が一般に親密になったというよりは，家族・友人関係の重要性の副次
効果であると考えられる。実際，内閣府の「世界青年意識調査」によれば，地元に愛着を感じる
理由として最も多くの若者があげているのが，友人がいるからというものだ。彼らにとっての地
元は，大人も含めた地域社会全体というよりは，自分たちの友だちとの関係が展開される場とい
う意味合いが強いのである。

1．家族関係に関わる要因
まず家族関係から見ていこう。田中らは，大阪とスウェーデンの小中学生を対象とした質問紙

調査を行い，日本の小中学生の自殺念慮が両親の不和と関係していることを見出した 43）。すな
わちスウェーデンにおいては自己評価の低さが自殺念慮を強める傾向があるのに対して，日本に
おいては自殺念慮を規定する第一要因は「自分のことで両親がよくけんかをする」というもので
あった。

また大嶋は，自らの授業を受講する大学生を対象とした自由記述式の調査を行ない，その回答
から自殺念慮を抱いたにもかかわらず実行を思いとどまった際の周囲の親しい人々の役割を整理
した 30）。すなわち友人は，理解し支えてくれる存在であり，それによって自殺を抑止する働き
を持っているのに対して，家族は「悲しませたくない」対象として自殺を抑止する働きを持って
いることが見出された。この結果を受けて大嶋は，どちらかといえば友人関係に積極的なサポー
ト機能を見出している。

夫婦関係についての研究としては柴田のものが興味深い 38）。一般に既婚であることが自殺抑
止効果を持つことはデュルケームの古典的な研究以来よく知られており，日本でも同様の効果が
確認される。柴田は，その効果がマクロな変数によって媒介されることを複数の国のデータを比
較することで示した。すなわち第一に，ある国が積極的労働市場政策を採用することは，その国
における結婚関係の持つ自殺抑止効果を高める。第二に，積極的労働市場政策を採用することは，
離婚の持つ自殺促進効果を弱める。つまりマクロな政策に媒介されることで結婚の効果が増幅さ
れ，離婚の効果が緩和されるということだ。これは結婚関係が単にミクロな相互作用においての
み効果を発揮しているわけではないことを示唆している。

アメリカでは，若年層のパネル調査であるNational Longitudinal Study Of Adolescent 
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Health （Add Health）のデータを用いた研究が様々になされている。パネル調査であり，同じ回
答者の変化をたどることができるため，因果関係をより精密に推測することができる。家族関係
については，例えば，マイモンとクールとが自殺企図に対して家族への愛着が持つ効果を検討し
ている 19）。その分析によれば，先行する時点における家族の愛着が強いと，後続時点での自殺
企図が顕著に押し下げられるのだという。家族については社会間，文化間の違いが大きいので，
日本にそのままあてはめることには慎重であるべきだが，示唆的な結果である。

これらの調査研究の多くは良好な家族関係が自殺を抑止する機能を持っていることを示してい
る。ここから自殺予防対策において家族に大きな役割を期待したくなるのは自然である。実際，
日本の自殺対策基本法に基づく諸対策の中でも基本的な位置を占めているのは身近な他者，特に
家族による見守り（ゲートキーパー機能）である。しかし，関係が良好ではない家族にとっては
もちろんのこと，良好な家族にとってもこのような責務を負わされるのは重荷ではないかという
批判もなされている 5）。すなわち，このような責務を家族が引き受けている状況で，かりに家族
員に自殺者が出た場合，残された家族成員にはより強い自責の念が生じてしまうのではないか，
ということだ。藤原によれば，このような懸念は自殺総合対策大綱の改正後も解消されていない
という。家族が自殺予防に果たす役割と，それを家族に負担のない形で活用していく方策と，双
方を視野に入れて慎重に検討する必要が有ろう。

2．友人関係に関わる要因
まず若年層に限らず友人関係が自殺に対して抑止効果を持つことを示唆する調査がある。例え

ば，森田次朗は，日本版総合社会調査（JGSS）のデータを用いて，20歳から59歳の男性におい
て，友人交際の頻度が自殺念慮を押し下げることを示した 24）。友人づきあいが頻繁であるほど，
自殺念慮を抱きにくくなるということである。

アメリカにおいては，若者の友人関係と自殺との関係についていくつかの研究がある。マイモ
ンとクールは先述のAddHealthのデータを用いて学校への愛着と自殺企図との間に負の関連が
あることを示した 19）。すなわちある時点で学校への愛着が強い若者は，後続時点で自殺を企図
する傾向が低くなるということだ。学校に対する愛着は，多くの場合，学校での友人関係に対す
る愛着であると想像されるので，これもまた友人関係が自殺に（特に若年層の自殺に）持つ影響
を示しているといえるだろう。

だが友人関係は自殺を促進する効果も持つかもしれない，というのが同じAddHealthデータを
用いたアブルーティンとミュラーの研究が示唆することだ 1）。彼らは親密な友人関係は，そのネッ
トワークの中で生じた自殺を伝染させる効果を持つのではないかと考えた。そこである時点で自
殺念慮・自殺企図のない回答者を選び出し，彼らのパーソナルネットワークの中で生じた自殺が，
後続時点で彼らの自殺念慮・自殺企図にどのような影響を与えるのかを検討した。その結果，友
人の自殺は（あるいは自殺企図も）本人の自殺念慮・自殺企図を押し上げる効果を持つことが確
認された。ただしこの効果は時間とともに弱まり，おおむね６年程度（女性ではもう少し長く）
消滅するという。

3．近隣関係に関わる要因
高梨薫と清水新二は大阪市の調査データ（無作為抽出の回答者に公募回答者を加えたものを対

象とする）を用いて，メンタルヘルス（CES-Dを用いて測定）が地域の人々との交流の有無と正
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に相関していることを見出した 42）。つまり地域との交流がある人のメンタルヘルスは相対的に
良好であるということだ。ただし，清水はそれと同時に自殺念慮に対しては「地域の人々との交流」
が効果をもたないことをも見出した。鬱状態が自殺の重要な背景要因であることを考えるとこれ
は奇妙なことに思えるが，清水はこれを次のように解釈している。自殺念慮を抱くという事態は，
メンタルヘルスの悪化一般よりも深刻な事態であり，単につきあいがあるという程度では抑止効
果を持ちえない。必要なのはより踏み込んで相談に乗ったり支援ができるような相手なのではな
いか，と。

また岡檀は，自殺希少地域である徳島県海部町を調査し，そこにある「ゆるやかなつながり」
が自殺を抑止する効果を持っているのではないかと論じている。ゆるやかであるというのは，日
常的な助け合い活動の緊密さはそれほどなく，あいさつや立ち話程度のあっさりとしたつきあい
であるが，人間関係が固定されておらず，開放的であるという特徴を指す。いわく「ちょっとし
た逃げ道や風通しをよくする仕掛けがあること，複数のネットワークに属していることが，コミュ
ニティにおける人間関係の硬直化を防いでいると考えられる」31）。若年層の人間関係を考える上
でも示唆するところは大きいように思われる。例えば，若年層における孤立無業者の増大が自殺
率を押し上げることへの懸念が指摘される 7）。この場合，構築すべきは緊密なサポートネットワー
クであるよりは，ゆるやかなつながりと，そのきっかけを与える場であるのかもしれない。

若年層の自殺に限っていえば，アメリカの事例であるが，先述のマイモンとクールの研究が以
下のような関連性を見出している 19）。第一に，地域の人口密度は自殺企図に対して負の効果を
与える。つまり人口密度の高い地域に住む若者の方がより自殺を試みにくいということだ。また
デュルケームがアノミー的自殺の一例として論じた「ある地域の離婚率の高さと自殺死亡率とは
正に相関する」という仮説は，マイモンらの分析では否定されている。つまり地域の離婚率は，
自殺死亡率とは無関係である。また，地域の宗教度と自殺企図との間に負の関係があることも確
認されている（こちらはデュルケームの議論と整合的である）。

なお身近な人間関係でありながら，研究が少なかったために独立の項目を立てなかったが，職
場の人間関係が自殺に与える影響も重要である。Hedstromらは，1991年から1999年にかけて
スウェーデンのストックホルム圏で発生した自殺の統計データを用いて，この点について検討し
た 9）。彼らは，家族と職場という二つの領域に着目し，それぞれにおいて発生した自殺が，その
場に属する人々の自殺リスクをどの程度高めるのかを推計した。二者関係で見た場合，家族成員
の自殺が与える影響は職場の同僚のそれの2倍にあたる。だが，接触人数の多さゆえに全体的な
効果としてみると男性にとっては職場での自殺の影響は家族のそれに比べて少なくとも2倍程度
にのぼると推計されている。この研究は若年層に照準したものではないが，今後，若者について
も職場を通した自殺の伝染効果の研究が必要となろう。

Ⅵ. 自殺についての語り方に着目する研究

社会学の中で培われてきた視点の一つに，現実は社会的に構成される，というものがある。つ
まり現実とは，人々の社会的な活動と無関係に客観的に存在しているものというよりも，まさに
その諸活動を通して構成されるものである，と見るのである。例えば若年層の自殺という「問題」
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は，本研究を含む様々な社会的諸活動を通してある「現実」として構成される。このような観点
から，自殺をめぐる様々な諸実践（「語り方」とここでは呼んでおく）が，社会学の研究対象とさ
れてきた。ここではそれらを医療に関わる語り方，報道における語り方，自殺の「動機の語彙」
についての語り方の三つに分けて紹介する。

1．医療に関わる語り方
いわゆる過労自殺が労災として認定されたのは電通事件（1991年に自殺した電通社員の遺族

が起こした損害賠償請求で，2000年に最高裁判決によって使用者であった電通の責任が認めら
れた）をめぐる訴訟が進行していた1990年代後半のことである。厚生労働省（労働省）はこの事
案を受けて，過労による自殺を労災として認定する方向へ転換した。

このような転換の鍵になるのは，自殺を精神疾患とみなす精神医学的な知見の採用であった。
電通事件以前には，自殺は覚悟の上で自発的になされたものであり，その責任を使用者である企
業に問うのは難しいとされてきた。だが，自殺が（本人の自発的意志ではなく）精神疾患に基づ
くものであり，しかもその疾患が雇用環境に由来するものであると認められるならば，企業の責
任を問うことができることになる。さらには，雇用環境が従業員の心身の健康を損なわないよう
に配慮する義務も生じる。

従来，社会学においては，様々な「問題」を医学的な枠組みにおいて解釈する傾向の強まりを
「医療化」として概念化し，その結果として「問題」を構成する社会的な要因が見えなくなること
に注意を促してきた（医療化による脱社会化）。その観点からいえば，電通事件をきっかけとし
た過労自殺の労災認定は，ある意味では典型的な医療化であったといってよい。過労自殺につい
て論じる社会学的な研究の多くがその点を指摘している 13）14）25）44）46）47）48）。

しかし同時にそれらの研究の多くが指摘しているのは，そのような「医療化」によって労災認
定されたからこそ過労自殺が「過労」自殺であり，社会的な問題としてとらえるべきものだとい
う視点が広く分ち持たれることになったということだ。ここにみられるのは，いわば医療化によ
る社会化である。事実，このあと過労自殺は大きな社会問題となっていくのであり，過労自殺の
認定における医療化は，少なくとも日本においては，むしろ事態を社会的なものとして語る動力
となったというべきであろう。

他方で，個々の自殺が医療的な語り方に回収されることで，見えにくくなることはほかにもあ
る。例えば，個人の意志による行為とされてきた自殺が，精神疾患による他律的な行為とされる
ことで，自殺者の意志や主体性はある意味では抹消されることになる 25）。例えば遺書は，個人
が自らの思いを綴ったものというよりは，病によって書かされたものとみなされることになる。
プリヴェンションを考える上で，いわゆる主体性の契機が抹消されてしまうことの意味は検討さ
れてよいものと思われる。

また遺族の観点から見たときに，自殺死亡者の主体性が抹消された物語が十分な納得を与える
とも限らない。むしろ得られない場合の方が多いかもしれない 47）。もちろん損害賠償請求にお
いて勝訴することが，自殺死亡者の無念を晴らすものであり，そのための便宜として医療化され
た語りをうけいれることはあるかもしれない。だがそれは，あくまでも便宜的なものにすぎず，
その便宜の目的である「無念」はまさに主体性をこそ意味していよう。

医療化された自殺の語りに対するもう一つの批判は，管理社会論の文脈におかれている。北中
は，医療化を通して過労自殺が社会問題として認識されるようになったプロセスを肯定的に評価
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した上で，その後の政策的な動きに対する警戒をも示している 14）。電通事件の判決を受け，企
業は従業員の健康管理に配慮する義務を負うようになったわけだが，それが職場においては上司
から部下への，部下の自分自身へのメンタルヘルスに関する絶え間ない監視へと道を開くもので
はないか。またその延長上でレジリエンスが論じられた場合，それは各人が自己責任で身につけ
るべきある種の能力のようなものとして扱われるようになってしまうのではないか。そこに貫徹
しているのは，監視（他者による，また自分自身による）と自己責任論的な道徳主義である。

2．報道における語り方
自殺についての報道が自殺死亡の動向に影響を与える可能性がある。これはゲーテの小説にち

なんで「ウェルテル効果」と呼ばれたりもする現象だ。センセーショナルな自殺報道が，それに
触れた人々の間で自殺を誘発する，というのがその典型的な効果である。特に，被影響性の高い
とされる若年層の場合，マスメディアの影響に注意を向けておくべきであろう。例えば宮崎は，
先行研究をレビューしながら，「ティーンエイジャー」は成人よりもその種の模倣自殺をしやすい
と指摘している 22）。

坂本らは，日本の新聞報道を素材として，自殺の動向に対する自殺報道の影響の可能性を検討
している 33）34）。これらは直接自殺死亡率との相関をみるものではないが，報道の内容分析から
自殺手段についての情報流布のリスクや，自殺を合理化するリスクを高めると論じている。自殺
を合理化するというのは，所与の事情の下では自殺することもやむを得ないと考えさせてしまう
ことである。新聞報道は限られた紙幅の中で出来事を理解可能な形で示さなければならない。そ
うなると，自殺にいたった経緯を単純化して説明せざるを得ず，自殺を回避し得た可能性につい
ての言及はどうしても省略されてしまいがちである。そのような記事を読んだ読者は，自殺の経
緯を理解することによって，それを必然的な流れとして受け止めてしまいがちである。合理化と
はそのようなことを指す。

自殺を合理化する語り方の典型として「いじめ自殺」についてのそれがある。報道におけるい
じめ自殺の語り方は，いじめにあっている人々の自殺を合理化する機能を果たしているのではな
いかと考えてみる必要があろう（この点は次の項目と関連する）。

近年，日本のマスメディアはWHOによる自殺報道のガイドラインに従って報道する姿勢を強
めているが，引き続き報道と自殺との関連について研究が必要である。

3．自殺の「動機の語彙」についての語り方
本節冒頭で，現実は社会的に構成されるという視点について触れた。人々の行為の「動機」も

またこの視点から理解することができる。「動機」はしばしば，人の内面にあって行為を推進する
何らかの力のようなものとして考えられている。社会学は，それを人々のコミュニケーションの
中で構成されるものと考える。動機は内面的なものというよりは，行為の記述と不可分な形で公
共的なものである。そしてそのかぎりにおいて，人々の行為の選択肢を制約し，行為を方向づけ
る。「動機の語彙」論と呼ばれるこのような立場が最も効果的に展開された主題の一つが自殺につ
いての語り，とりわけ「いじめ自殺」という語り方である。
「いじめ自殺」という自殺のカテゴリーは1980年代半ばに登場し，その後，ほぼ10年おきに

起こるセンセーショナルな報道を通して定着してきた。例えば，いくつかのデータからみていじ
めによる自殺はそれほど多くを占めているわけではないにも関わらず，小中学生の自殺のニュー
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スを聞くとほとんど条件反射のように「いじめ」を思い浮かべてしまう人が多いだろうことから
もその定着の度合いが伺われる。
「いじめ自殺」というカテゴリーの登場から定着にいたる過程を検討した，いく人かの社会学

者たちは，それは自殺のあるカテゴリーが「発見」されたものというよりは，「過酷ないじめに対
する応答として自殺を選ぶ」という「動機の語彙」が形成されていく過程であったとする 10）11）12）

15）21）49）。概念分析の立場に立つ間山はこれを「『いじめ自殺』言説の流通・形成以前に『いじめ言
説』があったと考えることは無意味だということになる」と表現している 21）。

このことは，「いじめ自殺」が特定の諸概念（「いじめ」と「自殺」）を接合させる諸活動において
はじめて存在しうる（「ストライク」が野球というゲームの中ではじめて存在しうるように）とい
うことを意味するだけではない。概念の結合としての動機の語彙は，しばしば適切な振る舞い方
を指示するシナリオを提供することにもなる。つまり「いじめ自殺」という語り方を受け入れる
ということは，「いじめ」という状況に対する適切な応答の仕方は「自殺」なのだという規範的な
含意を受け入れることをも意味している。例えば，「ひどいいじめにあっているのだから自殺し
ても当然」「いじめのひどさを訴えるためには自殺するしかない」「自殺しないとこのいじめのひ
どさをわかってもらえないのでは」等々と考えてしまうのがそれだ。

同様の分析を自殺予防の啓発活動における語り方について行なったのが藤原信行の研究である
6）。内閣府自殺対策推進室が提唱したゲートキーパー活動のキャッチフレーズとして「あなたも
GKB47宣言」というコピーが提起されてから撤回されるに至る過程を分析しながら，藤原は自
殺をめぐる語り方がどのように規範的に秩序化されているのかについて描き出した。すなわち，
この提唱から撤回にいたる経緯は，「自殺」というカテゴリーにふさわしい「述語」が選択されて
いく過程としてみることができる。一方において（AKB48をもじった）「GKB47」という言葉は
ゲートキーパー活動と結びつくにはふさわしくない言葉として批判され，排除された。他方にお
いて「ゲートキーパー活動」自体は自殺を語るための述語としてふさわしいという（暗黙の）合意
が（再）確認され強化された。このことは具体的に「見守り」を期待される人々に対して，ある規
範的なシナリオが課せられるということを意味している。

自殺のプリべンション，ポストベンションはいずれもほとんどの場合，言葉で行なわれる。そ
の際に，自殺をどのように語っていくのかという形式がどのような効果を含意するのかについて
十分な注意が必要である。ここに紹介したいくつかの研究はそのことについてのリマインダとし
て受け止めることができよう。
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第4章　各論　～多様な領域からの若年者への支援～
1．学校における自殺予防

名古屋大学大学院教育発達科学研究科
教授　窪田　由紀

●学校においては，教育活動のあらゆる場面で自殺予防の視点にたった教育を
行うことができ，すべての児童生徒対象に自殺予防教育を行うことは，生涯
を通したメンタルヘルスの基礎作りとしての意味を持っている。

●文部科学省は，これまでに「教師が知っておきたい子どもの自殺予防」（2009
年3月），「子どもの自殺が起きた時の緊急対応の手引き」（2010年）を発行
し，啓発のための研修会を行ってきた。

● その後，2014年7月には「子供に伝えたい自殺予防」を公開し，学校にお
ける児童生徒対象の自殺予防教育導入の方向性を提示した。

●海外では，統制群を用いた自殺予防教育の効果検証が多くなされており，自
殺に関する知識増や態度の変化，援助希求の増加や一般的な対人スキルの変
化等は広く認められているが，自殺念慮や自殺企図など自殺関連行動への直
接的な効果が見られるものは限定的である。

●わが国では，1990年代の終盤以降，アメリカの影響を受けた自殺予防教育
の取組みが一部の教師や研究者によって始まり，徐々に広がってきているが，
プログラム開発や試行実施に留まり効果検証は十分でない。

●今後わが国で，自殺予防教育を本格導入するには，関係者の合意形成，適切
なプログラム，スクリーニングとフォローアップの体制作り等が必要となる
が，その過程での学校内外のネットワークの強化は自殺リスクに限らず，種々
の危機予防につながることも期待される。

Ⅰ. はじめに

若年層の自殺の深刻な実態を受けて，平成24年に見直された自殺総合対策大綱においても，
若年層の取り組みの必要性・重要性について大きく記述されており，当面の重点施策の一つとし
て「児童生徒が命の大切さを実感できる教育だけでなく，生活上の困難・ストレスに直面したと
きの対処方法を身に付けさせるための教育」の推進や，「児童生徒の自殺が起きた時の実態把握」
が謳われている。

本章では，若年層の自殺予防の中で，学校における自殺予防の必要性・重要性を再確認の上，
現在の学校における自殺予防の実態について内外の文献レビューも含む検討を通して明らかに
し，今後の方向性を提示することとしたい。
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Ⅱ. 学校における自殺予防　〜なぜ，「学校」（School_based）なのか

若年層の自殺予防を考える際に，学校において取り組む意義について再確認しておきたい。

1．未成年の自殺者における学生・生徒等の割合
平成25年中の自殺者総数27283名中，未成年の自殺者は547名である。その内訳は，学生・

生徒が401名，被雇用者等が70名，無職者が76名で併せて146名（26.7％）が学生・生徒以外
となっている。

学校にも職場にも所属していない無職者のリスクがもっとも高いことが予測されるものの，未
成年の自殺者数の約3/4が学生・生徒等であることを考えると，学校において重点的に自殺予防
に取り組むことで一定以上の効果が得られることが期待される。

2．地域コミュニティの拠点としての学校
一方，学校は当該校に通う児童生徒の成長発達を支援するという直接的な機能に加えて，地域コ

ミュニティの拠点としての機能を持っている。例えば，地域住民の種々の学習や活動，交流の場と
なっている地域公民館は社会教育の拠点であるが，小学校区・中学校区単位で設置されている。また，
災害時の一次避難所として，小中学校の体育館が指定されていることが多い。加えて，高齢者や障
害者の地域での生活を支援する地域福祉拠点である社会福祉協議会の最小単位は小学校区である。

このように，学校は学齢期の子どもを持つ人に限らず，その地域に暮らす赤ん坊からお年寄り
までの全ての人にとっての地域コミュニティの拠点となっている。

従って，人々に万遍なくメッセージを届けようとするとき，学校を単位にした活動は有効である。

3．全ての児童生徒を対象とする学校における自殺予防教育
1）生涯を通じたメンタルヘルスの基礎作り教育という視点

ところで，若年層の自殺が増加傾向にあるとはいえ，未成年の自殺が全体に占める割合は2％
前後でアメリカの約10％を大きく下回っている，また未成年の10万人あたりの自殺率は3,4程
度であり，低下したとはいえ30近くに達する50歳代の人たちの自殺率とは格段の差がある。こ
のことから，依然として自殺対策の中心は中高年におくべきだとの議論も成り立つ。また，児童
生徒の大半は健康で差し迫った自殺のリスクにさらされているとは言えない。そんななか，また
多くの教育課題を抱える学校において，敢えて自殺予防教育を行う意義はいったいどこにあるの
だろうか？

もっとも援助要請が難しいとされる中高年男性は，最初から中高年男性だった訳ではない。も
し彼らが子ども時代に自殺予防教育を受け，自殺についての正しい知識と危機に遭遇した際の対
処スキル，および地域の援助機関に関する情報を持っていたとしたら，苦境に陥った際に一人で
抱え込まず他者に援助を求めるという対処を行える可能性が高くなったのではないかということ
である。このように，子どもを対象とした自殺予防教育は，彼らの現在の自殺予防に留まらず，
生涯を通じてのメンタルヘルスの基礎作りという意味を持っている。

2）友人の危機に適切に対処できる「ゲートキーパー」養成という視点
一方で，思春期になると子どもは悩みを抱えても相談することが少なくなり，相談したとしても
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その相手は圧倒的に友人だと言われている。さらに自殺を考えるほど追い詰められている場合には，
周囲の人とのつながりを実感しにくくなっており，また自分の存在が周囲の負担になっているので
はないかという負担感を抱いている場合も多いため，友人にすら「死にたい気持ち」を打ち明けるこ
とは難しい。それでも，大人の前で平静を装っていても，友人の前では比較的ありのままの姿を見
せることが多く，児童生徒が身近な友人の危機に最初に気づく可能性が高いことになる。

そのようなことから全ての児童生徒を対象に自殺予防教育を行うことは，比較的健康度の高い
子どもが悩んでいる友人に気づき，声をかけ，話を聴いたうえで必要な支援に繋ぐという，ゲー
トキーパーとしての役割を果たせるよう，養成するという意味ももっている。逆に，友人の危機
に遭遇した際の適切な対処方法について知らせなければ，相談された子どもが友人の「だれにも
言わないで」に応じて一人で悩みを抱えることになり，最悪の場合は生涯に渡る深い傷を負うこ
とになる。

友人の危機への対処法は，これは，彼らが将来身近な人の危機に気づいた際にも役立つ知識と
スキルである。

4．あらゆる教育場面での自殺予防教育の可能性
図1は，学校におけるさまざまな教育活動を示したものである。学校においては，特設の授業

の中に限らず，教科教育，特別活動（行事・生徒会活動・学級活動），道徳教育，部活動などの
あらゆる場面で，いのちや生き方，自己実現に関わるさまざまなテーマの中で自殺予防教育を展
開することが可能である。また，自尊感情やメンタルヘルスの向上，ストレスマネジメントや対
人スキルアップなど，自殺予防の下地となる心の健康教育も，必要に応じてスクールカウンセラー

（SC）との協働で実施することができる。また，そのような教育の土台には，日々の健康観察，
相談体制，生活アンケートなどの校内環境作りが必要であることが指摘されている（図2）57）。

図1. 自殺予防の視点に立った教育活動
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このような意味で，学校において自殺予防教育を推進していくことは，現在の児童生徒の自死
予防に留まらず，生涯に渡る，また地域全体の幅広い心の健康の維持や増進にもつながると考え
られる。

Ⅲ. 子どもの自殺の実態
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図2．自殺予防教育実施に向けての下地づくり（文部科学省57）より転載）

図3．中高生の自殺者数・自殺率の推移（文部科学省57）より転載）

警察庁・文部科学省調査結果より阪中順子氏作成　全国の中・高校生の総数1986年：1137万人 2013年：686万人



1．中高校生の自殺者数・自殺率の推移
中高生の自殺者数は概ね年間300名前後で推移しているが，いじめ自殺報道やアイドル歌手の

自殺報道などによって大きく影響を受けて増加していることがわかる。

2．未成年の自殺原因・動機の年次推移
表１は，遺書等の自殺を裏付ける資料によって明らかに推定できる原因・動機を計上した警察

庁の資料によるものである。最も多い学校問題の過去6年間の平均は全体の39.9%，その中で，
入試問題・進路問題と学業不振が多く，両者を合わせると全体の20％以上となっている。いじ
めは，子どもの自殺と直結して語られることが多いのに反して，過去6年間に渡って3件から11

件で，平均すると全体の2％弱となっている。

表1．未成年の自殺原因・動機の年次推移（文部科学省57）より転載）
H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 合計

大項目 小項目 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 合計 比率

自殺者数 266 299 305 280 340 328 312 2130

家庭問題 32 40 55 58 56 48 49 338 15.9%

親子関係の不和・その他家族関係の不和 15 20 27 25 24 30 23 164 7.7%

家族からのしつけ・叱責 6 12 18 23 19 10 18 106 5.0%

健康問題 68 65 76 62 56 70 55 452 21.2%

病気の悩み（身体の病気） 8 5 4 6 5 6 7 41 1.9%

病気の悩み・影響（うつ病） 36 29 39 27 33 29 16 209 9.8%

病気の悩み・影響（統合失調症） 7 13 10 11 7 13 15 76 3.6%

病気の悩み・影響（その他精神疾患） 14 12 21 14 10 20 13 104 4.9%

経済・生活問題 1 2 2 2 6 4 0 17 0.8%

就職失敗 0 2 0 2 4 2 0 10 0.5%

男女問題 21 18 26 20 24 31 19 159 7.5%

学校問題 107 126 118 117 134 124 111 837 39.3%

学業不振 26 24 29 11 34 45 28 197 9.2%

入試に関する悩み・その他進路に関する悩み 22 35 39 29 52 41 40 258 12.1%

教師との人間関係 5 3 3 5 5 2 1 24 1.1%

いじめ 7 11 7 4 3 3 4 39 1.8%

その他学友との不和 18 15 20 17 20 11 23 124 5.8%

その他 18 20 33 19 16 26 38 170 8.0%

後追い 0 1 0 0 3 0 0 4 0.2%

孤独感 8 5 1 4 5 5 10 38 1.8%

遺書なし

「警察庁調査結果より阪中順子氏作成」

Ⅳ. 学校における自殺予防　〜文部科学省の取組み

2006年の自殺対策基本法の制定を受けて，文部科学省も同年「児童生徒の自殺予防に向けた
取組に関する検討会」（その後，「児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議」と改称）を設
置し，わが国の学校における自殺予防への取組みが開始された。

1．啓発活動
上記の検討会からの提言を受けて，「教師が知っておきたい子どもの自殺予防」53）（2009年3
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月），「子どもの自殺が起きた時の緊急対応の手引き」54）（2010年3月）が発行された。また，こ
れらをテキストとした教育委員会担当者，管理職対象の研修会が毎年全国4か所で開催され，学
校での自殺予防に関する学校，教師への啓発が進められている。

2．子どもの自殺の実態把握
自殺予防のためにはまずはその実態を把握することが必要である。そこで，2011年6月から児童

生徒の自殺が疑われる事案が発生した場合に学校が提出するチェックリスト方式の実態調査が開始
され，2014年7月には，この間提出された約500件の自殺事案の分析結果が公表されている55）。　

また，同じ2011年6月に時期に「児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の在り方について」
によって，より詳細な事後調査の方法が示された。これについては実際に運用しての不都合や，
いじめ防止対策推進法の施行を受けて，2014年7月に改訂された 56）。

3．子どもを直接対象とする自殺予防教育についての検討
一方，2011年11月にアメリカで先進的に学校において子どもを対象とした自殺予防教育が実

施されているマサチューセッツ州，メイン州に委員の代表が出向き，プログラムを開発・普及し
ている専門家や実際に実施している教育関係者からプログラムの内容や実施方法についての聴き
取り調査がなされた。

2012年には，わが国における実態把握のために，「自殺予防に資する教育に関する取組状況調
査」が実施された。各都道府県政令市各４校ずつの小学校・中学校・高等学校からの回答の結果，
自殺予防を直接的に目的とした教育への取組み状況は図4の通りであった。30％～40％の学校
が実施と回答しているが，取組み内容を見ると，心の健康チェックや生徒理解の促進などのより
一般的な内容も含まれており，自殺予防に焦点化したものとなると更に少なくなると思われる。
今後の積極的な取り組み意欲を示す学校の割合も実施校とほぼ同じ割合に留まっていることや，
自由記述として「寝た子を起こす不安」や「教員側の知識・スキル不足」「授業時間確保の困難性」
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図4　自殺予防を目的とした取り組み（文部科学省，2012）



などが挙げられている一方で，「生命尊重，自尊感情向上等の教育で対応可能」といった意見が挙
げられていたことから，学校における自殺予防に焦点化した授業の導入には種々の課題があるこ
とが窺えた。

このような実態を踏まえて，学校における自殺予防啓発冊子第三弾として「子供に伝えたい自
殺予防～学校における自殺予防教育導入の手引～」56）が2014年7月に公開された。学校におい
て自殺予防に焦点化した授業を児童生徒対象に実施する上での前提条件，その具体的な進め方，
プログラムの展開例を含み，付録としては授業の際に活用可能な資料は学校での合意形成のため
の教員研修の資料，授業実施前後のアンケート例などが掲載され，学校への安全かつ効果的な導
入を支援する内容となっている。2014年度には，この冊子をテキストとし，模擬授業も含む普
及啓発研修会が全国4箇所で開催された。

Ⅴ. 学校における自殺予防教育に関する研究検討　文献レビューから

次に，国内外の文献レビューから学校における自殺予防に関する研究を概観し，検討を加える。

1．海外の研究から
1）文献検索

1995年 ～2014年 の 文 献 検 索（MEDLINE及 びPsycho-info）で は， 検 索 ワ ー ド　suicide 

prevention education / suicide prevention program / school  で43論文抽出された。そのうち，
学位論文，概要説明・提言等の短いものなどを削除したところ，35論文となった。

35論文の内訳は，児童生徒対象プログラムの効果検証を行っているものが25本（4,6,8-13,17-

19,22,29,30,44,52,63,78,91-93,110），校区単位での自殺リスクアセスメントに関するものが１
件（15），レビュー論文が4本（14,16,32,50），教員や専門家対象のゲートキーパー訓練や研修
に関するものが4本（25,58,111,114），うつ病に関する知識向上プログラムに関するものが1本

（94）であった。

2）児童生徒対象プログラムの効果検証〜Kats C.et.al. 32）から
児童生徒対象プログラムの効果検証については，Kats C.et.al.32）が16のプログラムを取り上

げて詳細なレビューを行っているので，以下その概要を示す。
①プログラムの抽出

論文検索サイト MEDLINE と Scopus にて，検索ワード suicide，education，prevention，
program evaluationで検索し，0歳～18歳までを対象とした英語論文として，16のプログラ
ムが抽出された。

自殺予防プログラムとしては，気づき/教育（自殺やうつ病，心の危機への気づきを促すも
の），スクリーニング（ハイリスクの児童生徒をスクリーニングすることをねらいとするもの），
ゲートキーパー訓練（教師などの児童生徒の身近な大人が児童生徒の危機に気づいて適切に対
処できるゲートキーパーとして訓練するもの），ピア・リーダーシップ（児童生徒が自殺予防
において互いの危機に気づき支援する役割が取れるようにするもの），スキルトレーニング（危
機に対処できるよう種々のスキルを訓練するもの）の５つのタイプに分類される。
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また，プログラムの効果は，自殺に関する態度の変化や知識（自殺やうつ病への理解）の増加，
一般的なスキルの変化（コーピングや意思決定スキルのような保護因子の増加やうつ・絶望・
低学力のような危険因子の減少），ゲートキーパーとしての知識増や自殺予防に関する自己効
力感の向上，援助希求の増加，自殺行動（希死念慮，自殺企図）の変化などによって，それぞ
れ確認されていた。

②プログラムの効果
大半の研究で，生徒や教師の自殺の知識と自殺への態度の改善や一般的なライフスキルの

向上，ゲートキーパーとしての行動や自己効力感の向上が見られた。しかしながら，自殺企
図といった直接自殺と関連した行動の減少が見られたのは，Signs of Suicide  prevention 

program（SOS）4）78），Good Behavior Game116）のみであった。表2に，各タイプの代表的
なプログラムの概要と効果を示した。

表２　各タイプの自殺予防教育プログラムの概要と効果
プログラムの

タイプとねらい プログラム名 概要 効果

Ⅰ 気づき/教育
自殺やうつ病への知
識や対処法の獲得

SOS
Signs of Suicide  
prevention 
program4.78

・自殺・精神疾患についての
情報提供
・ビデオとクラスでの討議を
通して他者のSOSに気付
き、深刻に受け止め，仲間
をケアすることや大人に伝
える必要性を伝える

5つの高校9～12年生， 2100
名 を1学期または2学期に ラ
ンダム実施。
3ヶ月後のフォローアップ：自
殺の知識が向上，セルフレポー
トにおいて自殺企図が減少。

Ⅱ スクリーニング
ハイリスク生徒のス
クリーニング

Teen Screen5,44 生徒全員にTeen Screenと
Beck Depression尺度を実
施

リスクの高い生徒を確認する上
での妥当性と信頼性を証明。
かなりの割合でコミュニティ
サービスにつながり、また学校
のスタッフがリスクが高い生徒
を把握する上で有益。

Ⅲ ゲートキーパー訓練 QPR115
Question Persuade 
Refer

・自殺のサインの認識
・全学校職員の訓練
・SCによるリスクアセスメン
ト方法の訓練
・専門的なアセスメントや治
療に繋がるための組織化

教職員が構造化されたゲート
キーパートレーニングのうち一
つに参加
一般的な知識，知覚された準備
性，知識、自己効力感について
増加・上昇し，サービスに繋ぐ
行動が増加

Ⅳ ピア・リーダーシッ
プ
友人の危機への適切
な対処

Sources of 
strength9,115

自殺のサインや対処方法につ
いて生徒を対象に教育
⇒生徒対象ゲートキーパー訓
練

訓練に参加した生徒：自殺に関
する適応的規範（自殺願望のあ
る友人への適切な対処）が，統
制群の4倍

Ⅴ スキルトレーニング
一般的なライフスキ
ルの向上

AILSD81
American Indian Life 
Skills Development

一般的なライフスキルトレー
ニング

介入群は統制群に比べて，問題
解決スキルや自殺への介入スキ
ルが向上していた

CARE81
Care, Awareness, 
Respond, Empower
CAST81
Coping and Support 
Training

CARE:自殺のリスクアセスメ
ントのインタビュー
CAST:リスクの高い生徒を小
グループ単位でライフスキル
学習やソーシャルサポート向
上を目指す

一般的スキルは向上
自殺行動（希死念慮・自殺企図）
は変化しなかった

GBG116
The Good Behavior 
Game

小学校低学年の児童を対象
学級単位でチームワークを高
め，怒りや攻撃行動のコント
ロールを行う

15年以上で1918人（83%）に
フォローアップインタビュー
自殺念慮や自殺企図について，
介入群は統制群と比べて有意に
少ない。
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3）まとめ
海外では，多くの児童生徒対象の自殺予防教育プログラムが開発・実施され，大半が統制群を

用いた研究で効果検証が行われている。自殺についての知識や態度の増加や変化に関する効果を
示しているものが多く，自殺念慮や自殺企図といった直接的な自殺行動について，プログラムの
効果が確認されているものは一部に限られている。

2．国内の研究から
1）研究論文と報告書

1995年～2014年の文献検索（CiNii）では，「自殺予防」「学校」をキーワードとするものは48

本で，そのうち自殺予防教育のプログラム・教材開発や開発後の試行実施に関する論文は2本，
教員対象の調査研究は5本，特集記事や解説，講演記録などは21本，文献の内容から学校にお
ける自殺予防教育に直接関係ないと判断した論文（事後対応や遺族支援，いのちの教育など）は
20本であった。また，2005年以降確認された自殺予防教育に関する報告書については6本抽出
された。

2）主な内容
①教材開発と試行実施過程に関するもの

得丸ら 105）は，「大切な人を自殺から守るために」というタイトルで教材を開発し，自殺に関
する知識の習得と，ストレスコーピング，友人の危機への対応と社会資源の紹介を盛り込んだ
プログラムの小学生に実施した。阪中（2008）68）は，心理や教育相談の専門家ではない学級担
任が授業担当者となることを想定し，「包括的生徒向け自殺予防プログラム（全10時間）」を開
発した。このプログラムでは，ステップ１において「生と死」に関する基礎学習を６時間，そ
の後ステップ２で「大切ないのちを守るために」というテーマで自殺予防の学習を２時間，ス
テップ３では，まとめとして「今を生きる」をテーマに，自死遺族の話を聞く時間とまとめの
２時間の構成とした。

また，山梨県立大学地域研究交流センターの「青少年を対象とした自殺予防教育の推進に関
する研究」の報告書 83）84）においては，高校における自殺予防教育の実践報告があり，高大連
携講義の一環として「家庭看護福祉」という科目の中で，「うつ病」に関する知識を習得する講
義と自殺予防に特化した講義の2つが行われていた。自殺予防に特化した授業実施にあたって
は，身近な人を自死で亡くした経験がある場合授業を受けることで起こりうること，またそれ
に対する対処について事前に説明をしている。授業内容は，自殺に関する認識テストの実施，
自殺に関する新聞記事の提示，自殺予防について心理的視野狭窄の解説，高校生にできる自殺
予防について話合い，自殺願望を訴える体験や聞く体験，TALKの原則の解説が行われた。ま
た「高校生にできる自殺予防－身近な大切な人のいのちを守るために－」というタイトルで，
自殺予防に特化した授業を行い，自殺についての認識テスト，日本における自殺の現状と特徴，
自殺のサイン，自殺者の心理状態，高校生にできる自殺予防（質問形式で自分が落ち込んでい
る時の対処，友人や家族がいつもと違う時の対応，友人の深刻な悩みへの対応）について考えた。
生徒の感想からは，自殺に関する正確な知識の習得がされたこと，困った時の対処法について
理解したこと，自殺を身近な問題として感じたこと，深刻な悩みを抱えた人を支えたいという
思いが綴られていた。
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②教員対象の調査研究
学校で自殺予防教育を実施していく場合に実施者となることが期待される教員対象の調査研

究では，教員の意識の実態把握を行ったもの（21,85）や，教師対象の自殺予防プログラムを
開発・試行実施したもの（18,64）などの研究が抽出された。児童生徒対象の自殺予防教育の
必要性は十分認識しながらも，学校で自殺を取り扱うことへの不安も窺える。 

③児童生徒対象の自殺予防教育の現状報告
影山による報告書（2005）27）は，青少年の自殺予防対策のあり方に関する精神保健的研究　

平成16年度厚生労働科学研究費補助金（こころの健康科学研究事業）自殺の実態に基づく予防
対策の推進に関する研究の分担研究報告書であり，自殺予防プログラムや関連した授業に関す
るそれまでの我が国の研究のレビューと聞き取り調査を基に，「小中学校の児童生徒を対象と
した自殺防止プログラムおよび授業についての日本の現状」がまとめられている。 それによれ
ば，1980年代初期までは，個別事例への対応や指導（二次予防や三次予防）に重点が置かれて
いて，児童生徒全体への取組みへの言及は少なかったが，1990年代以降，ポストベンション
の取組みの紹介やアメリカのプログラムの影響を受けた，教科や総合の時間を使っての展開が
散見されるようになった。加えて，自殺予防教育を健康教育として位置づけることの提起がな
されるようになり，教師向けプログラムの試行実施例が見られるようになってきた。今後の課
題として，発達段階に応じたプログラムの開発や保健の時間を活用するといったことも含めた
授業時間の確保，教員の意識改革の必要性とそのための教師向けプログラムの必要性・重要性
が指摘されている。

約10年前の論考ながら，ほとんど現在に通じる内容であり，2006年の自殺対策基本法の施
行やそれを受けての2007年の自殺総合対策大綱の制定を経ても，児童生徒対象の自殺予防教
育の広がりはほとんど見られなかったことがわかる。

④その他
その他，広い意味では自殺予防であるが，未然防止ではなく自殺後の対応（postvention）の

必要性の提言や実際を扱ったもの（37,38,39,101），児童生徒対象ではなく自殺予防全般を取
り扱ったもの（1,33,60,102,107）などが抽出された。

また，問題と目的やキーワードに“自殺予防”が入っているが，内容自体は生や死を考える
ような「いのちの教育」がベースとなっていて，“自殺”を直接取り扱ってはいないもの（62）
なども見られた。

3）学会発表
心理臨床学会2006年以降，自殺予防学会2011年以降，研究者HP，Cinii（検索ワード自殺予

防教育）から25本の学会発表が抽出された。もっとも多いのは，プログラム開発・実践報告で
9本（35,70,73,74,81,86,87,96,105）である。早い段階から教師として中学校でプログラム開
発・実践に取り組んで来た阪中氏（70,73,74）に加え，国立精研チーム（86,87）や北九州チー
ム（81,96）によるものが見られる。また，実践とそれに基づく提言を取り扱っているものが4本

（20.43,89,119），自殺予防教育の前提となる教師の意識や学校環境の実態を把握するための調
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査研究が精研グループによる3本（36,40,42）のほか2本（3,34）となっている。
最近になると，学校現場への自殺予防教育の導入における他機関協働に焦点を当てたもの（い

ずれも北九州グループの3本（46,80,97），授業実施過程での教師との協働を取り扱ったもの
（82,88）など，プログラム開発・実践のみならず，実施に至る過程は実施を通しての関係機関・
人との連携・協働関係にと広がってきている。その他，プログラム開発と国際比較（71）やメン
タルヘルスリテラシーとの関連で学校における自殺予防を取り扱ったもの（26）がある。

4）まとめ
教員対象調査の結果にも示されているように，児童生徒対象の自殺予防教育の必要性の認識は

広がりつつある。一方で，論文として抽出されたものの中には，自殺予防教育の必要性の提言と
いった啓発的なものも多く，児童生徒対象の自殺予防教育への関心は一部に留まっている実態も
窺える。

そのような中で，この問題に関心を寄せる現場教員，研究者，メンタルヘルスの専門職等によ
るプログラム開発や試行実施は増加してきており，学会発表としてはさらに実施に至る過程は実
施段階での関係機関・人の連携・協働関係に焦点を当てたものが見られるなど，本格実施に向け
ての体制作りの重要性が認識されつつある。

このように実践例は徐々に増えつつあるが，単独校・学年・学級での実施が大半であり，実施
後の児童生徒の振り返りや感想から，実施者の意図が理解された感触は報告されているに留まっ
ており，統制群を用いた効果検証はもとより実践群のみの事前事後の量的な比較も不十分である。
今後より幅広い学校・地域での実施を進めるには，明確に効果を示していく必要があり，そのた
めの効果検証方法の検討が望まれる。

Ⅵ. 学校における自殺予防教育の導入に向けて

これまで述べてきたように，学校における児童生徒対象の自殺予防教育は重要な意味を持って
おり，海外においては効果検証済みのプログラムが種々開発・実施されている。わが国において
も本格実施の方向性は示されてきたものの（文部科学省，2014），実際に学校現場への導入が進
み効果を上げていくには課題が多いと言わざるを得ない。

高橋（2014）は，学校における自殺予防教育導入の前提条件のとして，関係者の合意形成，適
切なプログラム内容，ハイリスク児童生徒のスクリーニングとフォローアップを挙げている。

表３　授業実施者アンケート結果
質問項目 回答

授業を行う上で役に立ったと感じるもの

事前研修 22.6%
教員同士の話し合い 12.9%
他の教員の資料提供・助言 6.5%
解説書 6.5%
経験者からの助言 3.2%
ＳＣの資料提供・助言 45.2%
その他 3.2%
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1．関係者の合意形成
学校において児童生徒対象の自殺予防教育が安全かつ効果的に実施されるには，何より学校に

おける合意形成が重要である。教師対象の調査結果からも，教師は自殺予防教育の必要性は十分
理解しながらも，児童生徒対象に自殺の問題を取り上げることに不安を抱いていることがわかる。
表3は，A市においてスクールカウンセラー（以後SC）とティームティーチングで学級単位での
自殺予防教育の授業を実施した中学校教員17名を対象に，授業を実施する上で役に立ったと感
じるものについての回答結果である。SCからの資料提供と助言が45.2％と最も多く，ついで事
前研修（SCが講師）が22.6％，教員同士の話し合い12.9％と続いている。研修や資料提供・助
言等で学校内のメンタルヘルスの専門職であるSCが果たす役割の大きさが窺える。

また，日頃からのネットワークを生かして，教員研修の講師や，児童生徒対象自殺予防教育の
講師として地域の医療機関や精神保健福祉センター等の専門職を招くことも学校での自殺予防教
育を進める上で効果的である 47）。

2．適切なプログラム内容
児童生徒対象の自殺予防教育の構成要素は，早期の問題認識と援助希求的態度の育成（高橋，

2014）104）であり，自殺の深刻な実態を知る，心の危機のサインと自分や友人の危機への対処法
を学ぶ，地域の援助機関を知るといった内容（阪中，2014）76）であり，いのちの大切さの強調と
いった価値観の押しつけがあってはならない。実施に際しては，学校・学年・学級の実態に即し
た改編や実施方法の工夫が必要となり，SCなどの専門職の関与が有効であろう。

3．スクリーニングとフォローアップ48）

身近な対象を自死でなくしていたり，日頃から不安定で授業参加によって動揺する可能性があ
る児童生徒については，予め授業への参加について児童生徒自身や保護者と話し合い，必要な配
慮をすることが求められる。授業実施後も，授業中の様子や事後アンケートの結果から気になる
点が見られる児童生徒については，担任やSCが面談し必要に応じて保護者との面談，専門機関
への紹介を行うなどのフォローアップを行うことが重要である。

Ⅶ. むすび

児童生徒に誰もが危機に陥る可能性とその際に他者に援助を求めることの重要性を伝えること
は，自殺に限らず，いじめ，薬物乱用，暴力など他のリスク行動を防ぐためにも欠かせないメッセー
ジであり，悩みや困りごとの相談への敷居を下げることで，既存の援助システムの有効性を高め
ることにも繋がると考えられる。さらに，授業実施前・授業実施後の取り組みを通して，教師相
互，教師とSCや校外の専門機関とのチーム体制やネットワークが強化されることも期待される。
そのためにも，適切な指標の開発とそれに基づく効果検証は急務である。

本節Ⅴの執筆に関して，子どもグリーフ・サポート福岡の田口寛子氏の多大なご尽力をいただ
きました。心よりお礼申し上げます。
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第4章　各論　～多様な領域からの若年者への支援～
2．地域での自殺の予防啓発の展開

一般社団法人インクルージョンネットよこはま
理事　鈴木　晶子

●本稿では，若者を支援する地域の取組み全体を広く自殺の予防啓発と捉え，
国の施策と先進地域の取組みをレビューした。

●現状，国の施策や先進事例についての報告やヒアリング調査があるものの，
エビデンスの蓄積にはいたっておらず，今後の研究が望まれる。

●支援の必要な若者を発見し支援につなげるアウトリーチは，対象が限定され
ていたり，一部先進地域でしか行われていない状況であり，支援の地域的偏
在が大きな課題となっている。また，課題が顕在化してからでは支援が難し
く，予防的なアウトリーチが必要である。

●支援のあり方として，当事者を主体にした包括的で長期的な伴走型支援が必
要となる。一方で，包括的な支援を地域で構築していくことや当事者主体の
柔軟なあり方の実現は困難さが指摘される。また現状では，地域支援におけ
る自殺予防の意識も高くない。

●従来の公共職業安定所の支援だけでは就労の難しい若者がおり，無業という
状態だけに着目して拙速な就職を勧めるのではなく，状態をアセスメントし，
さまざまな就労支援の方策の中から適切なものを選択していくことが求めら
れている。

Ⅰ. はじめに

1．地域支援が対象とする若者と支援
本稿では地域での自殺予防・啓発の取り組みを概観する。1990年代半ば以降，非正規雇用の

増加により，それまで大多数の若者に想定されていた教育機関から正社員での就労というライフ
コースが揺らぐようになった。地域での若者支援は主としてこうした従来型ライフコースを外れ
た若者を対象に政策が展開されている。2010年に施行された子ども・若者育成支援推進法にお
いては，その法律の背景の一つに「ニート，ひきこもり，不登校，発達障害等の子ども・若者の
抱える問題の深刻化」が挙げられている 21）。教育機関や正規雇用で働く若者は，なにがしかの困
難を抱えた際に学校や企業がセーフティネットとして比較的機能するが，そうではないこうした
状況にある若者は地域で支えるしかない。若者支援は自殺対策として実施されているわけではな
いが，非正規雇用や無業の若者は自殺の予防・啓発という観点から見れば，危険因子を抱えるリ
スクが高いハイリスク層であると言えよう。そこで，本稿においてもこうした若者への地域全体
を自殺対策においても予防啓発の活動であると捉え概観する。
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2．地域支援を捉える着眼点
地域の若者支援には，「発見，誘導，支援，出口，定着」の５つのステップ・通称「若者自立支

援五原則」が必要であるとされる 15）。現状，若者支援は「自立」が目的とされ，「出口（＝就労）」
の部分がフォーカスされる。そのため，政策評価も支援対象者に占める就職が決まったものの割
合である就労率で測られがちである。しかし，複合的な困難を抱え，自殺の危機因子を複数抱え
る若者支援を概観する際に，就労率で成果の見える取り組みだけを概観するのでは不十分であろ
う。こうした若者はすぐに就労できるとは限らないからだ。

そもそも若者支援の大きな課題として，明確な所属を持たないこうした若者は地域においても
把握しにくいことが指摘される 16）。つまり，五原則で言えば「発見」が難しい。さらに，若者の
中にはひきこもりなど支援につながる，つまり「誘導」が難しいケースも大きな課題となる。こ
れら「発見」「誘導」のフェーズは一般に「アウトリーチ」と呼ばれ，さまざまな取り組みがなさ
れている。まず，これを概観する。

次に，支援につながった後のさまざまな支援について「相談支援」と「就労支援」に分けて概観
する。この「支援」「出口」「定着」のフェーズにはさまざまな支援があるが，とりわけ主要な「出口」
である就労の支援は重要であると考えられる。今日の若者のさまざまな課題の中でも主要な問題
は就労である。若年無業者（いわゆるニート等）や失業者等の問題ばかりでなく，ホームレス問
題でさえ若年者については今日の産業構造や雇用環境の変化，近年の就業への移行困難と言った
文脈の重要性が指摘されている。また，支援の現場からは「表向きは仕事というニーズでも，そ
の中に自殺につながるリスクが隠れている場合がある」32）など，就業の問題を抱える若者が自殺
のリスクを抱えながら就労支援を求めてくる実態も指摘されている。そのため，若年者の大きな
課題として就労の問題を捉え，その支援に焦点をあてることとする。

3．レビューする文献
地域支援において主としてその事業や機関において支援をした「支援対象者数」と，その中の「就

職者数」によって成果報告が行われている。支援をその他何らかの指標を用いて評価したものや，
支援の事前と事後の変化を測定したものはほとんどない。いわんや比較試験を行ったものは見ら
れず，エビデンスと呼べる水準のものはないのが現状である。しかし，エビデンスをどう蓄積す
るかは今後の課題とし，本稿では我が国におけるさまざまな先進的な取り組みに関する文献をレ
ビューし，今後の研究の礎としたい。

Ⅱ. アウトリーチ

1．国の取組み
現在，全国レベルで行われているアウトリーチの取り組みとして内閣府の人材養成研修があげ

られる。内閣府では，平成22年度からひきこもりの若者への訪問支援のできる人材を育成する
ため「アウトリーチ（訪問支援）研修」を実施している。具体的にはアウトリーチを実施する上で
必要とされる知識や情報等，社会資源活用に関する理解や関係機関との円滑な連携方策，アウト
リーチを実施する上で前提となる組織体制や事業運営，当事者とその保護者や地域の関係機関に
対してアウトリーチについて理解と普及のための情報発信力，という４つを研修の項目としてあ
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げている。座学に加え，実地研修も行っている点が特徴的である。平成25年度は28名の研修生
が参加し，その報告が出されている 20）。しかし，全国各地より研修に参加した人材が，地域の
中でどれだけアウトリーチを実際に行っているのか，その効果は不明である。

こうした研修は，地域でアウトリーチを行う人材が不足しているという認識にたつものである
が，実際に地域でアウトリーチを行う際の困難さとして，他にもいくつかの課題がある。一つに
は専門的な人材にアウトリーチを行う人件費の捻出が課題であることが指摘される 26）。さらに，
そもそもアウトリーチを行う地域の体制整備の遅れもある。これらのアウトリーチは平成22年
４月１日に施行された子ども・若者育成支援推進法が定める社会生活を円滑に営む上での困難を
有する子ども・若者支援のためのネットワークが核となることが想定されている。しかし，「子
ども・若者支援地域協議会」の設置数自体が，いまだ都道府県の約半分にとどまり，市町村レベ
ルではほとんど未設置である 22）。

実際にアウトリーチに予算措置がなされ，全国で行われている事業としては，厚生労働省が，
ひきこもり対策推進事業として訪問支援等を行う「ひきこもりサポーター養成研修，派遣事業」
と若年無業者対策である地域若者サポートステーション事業で高校中退者へのアウトリーチを進
めてきた。ひきこもりサポーターは緒に就いたばかりの事業であるが，全国引きこもりKHJ親の
会（家族会連合会）は2013年度に「ひきこもりピアサポーター」養成研修派遣に関するモデル事
業を行い，48名の参加者が研修を終了したと言う 40）。今後の成果の報告が待たれるところである。

地域若者サポートステーション（以下サポステと略記）事業は，高校中退者が特にその後職業
的な不利があることから，高校中退者へのアウトリーチを行うものとなっている。対象が極めて
限定されるが，一定の成果も報告されている。具体的な成功事例として，生活保護課と連携した
足立サポステの事例 19）， 教育機関との連携したさがサポステ 37）の取り組みが挙げられる。しか
し，2012年度に高校中退者等アウトリーチ事業を実施した65団体が実際に4月から7月の４ヶ
月でアウトリーチした人数は30名となっており，１団体あたり１名にも満たない 14）。また，全
国160カ所にあるサポステによるアウトリーチがどのようなやり方で地域に展開しているのか
も明らかでなく，今後検証が必要である。

2．各地の取組み
高校中退者の将来的リスクに着目した取組みとして，学力下位の高等学校に困窮層が集まり中

退率が高いことが指摘される 1）ことから，ターゲットを絞った教育機関へのアウトリーチが行わ
れている。特に，鈴木ら（2014）は，高校生へのアウトリーチとして一対一の個別相談という形
態が不十分であることを指摘し，首都圏近郊での普通科課題集中校で学内に地域の若者支援者も
居る居場所を作り，困難を抱える若者を在学中から支える活動を報告している 30）。同様の取り
組みとして，大阪府の事業では西成高校で「となりカフェ」というカフェを開設して高校生への
アウトリーチを行っている 10）。これらは共に，若者が地域に居場所がなく接点をもちにくいこ
とに着目し，学内に地域との接点となる「サードプレイス」を作ることをコンセプトにしている。
中退防止や，進路決定，学校を離れた後の支援機関とのつながりなどの効果が報告されている一
方で，中退が決まった生徒のサポートには両者ともなお課題が残る。問題が顕在化する前に在学
中の早い段階から，リスクの高い生徒を見極め，予防的に支援を開始する必要性が示唆されると
いえるだろう。

さらに，家庭にも，学校や職場にも，地域にも居場所がなく，大都市の繁華街等に出てくる若
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者への路上アウトリーチ活動も行われている。一つは，ホームレスへのアウトリーチ活動が挙げ
られる。路上生活をしているホームレスへのアウトリーチ活動は各地で行われているが，若者が
発見される人数は多くはない。例えば，東京の隅田川沿いでアウトリーチを行っている自立援助
センターふるさとの会では，40代以下は全体の３%程度であったという 11）。そもそも，ホーム
レスの実態に関する全国調査検討会（2013）の調査では，路上生活をする狭義のホームレスの中
で，20代の若者は全体の0.7%である。しかし，同調査でも路上生活３ヶ月未満のホームレスに
限ると6.3%に上ることが示されている 8）。また，いわゆるネットカフェ難民など「住居喪失不安
定就労者」では一つの山が20代であることが明らかになっており 13），一時的であれ住居を喪失
している広義のホームレスの若者は決して見過ごせる状況にないことが推測される。住まいがな
いことは自殺念慮の関連要因であることが実証され 2），若年ホームレス50人へのインタビュー
調査でも，自殺念慮や自殺願望を持つ若者が指摘されている 3）。見えにくい広義の若年ホームレ
スへのアウトリーチは今後強化が望まれる。

繁華街では，性的被害・搾取にまきこまれやすい女性へのアウトリーチも行われている。都
内で活動するNPO法人bond projectは渋谷での週に１回のパトロールを行っている 36）。また秋
葉原等を中心に活動する一般社団法人女子高生サポートセンターcolaboの活動も知られている。
代表の仁藤（2014）は，いわゆるJK産業を未成年の性的搾取の温床と指摘し，５名の女子高校
生の事例を詳説する 23）。事例からは支援の届かない実態が明らかとなっている。目に見えやす
い狭義のホームレスに女性の占める割合は4.3%となっており 8），こうした若年女性に対象を絞っ
た取り組みは非常に重要である。

一方，地方でも特徴的な取り組みが行われている。秋田県藤里町社会福祉協議会は，全戸調査
を行い，18歳から55歳までの町民1293人の8.74％にあたる113人がひきこもっていることを
明らかにすると同時に，ひきこもっていたこれらの人たちを支援につなげていった 4）。また，人
口約５万人の滋賀県野洲市では，行政主導でさまざまな困難を抱える市民を発見する取り組みを
行っており，自殺対策にも有効であるとしてゲートキーパー研修等で取り組みの重要性を伝えて
いる。具体的には，市民から徴収する市税等に滞納があった場合，督促状と共に相談の案内を行
う取り組みや，地域と連携して「生活弱者緊急連絡プロジェクト」としてネットワークを組み不
動産管理業者から家賃滞納者についての相談を受け付ける等，若者も含む全世代について生活に
困難を抱える市民を発見する取り組みを行っている 34）。平成24年度は227名の相談を受付，う
ち継続的な支援を行った125名のうち就職に至ったものは88名だったという 24）。いずれの事例
も，市の中でも小規模な一般市や町という小さな単位の中での密な取り組みが奏効していると言
えよう。

このように，本来総合相談として地域の核となるべき「子ども・若者支援地域協議会」が，実
際には政策としては充分に機能しているとは言い難い状況がある。現実には，特定のリスク層へ
のアウトリーチがサポステや民間団体によって行われているか，一部小規模な自治体において若
者を含む全市民を包括的に支援する取り組みが行われているかである。今後，平成27年度より
施行される生活困窮者自立支援法がアウトリーチを謳ってスタートし，貧困の連鎖の防止も大き
な柱とされるが，どの程度子ども若者に対して機能するか不明だ。竹中（2014）が指摘するよう
に，現状では地域支援ネットワークの地域的偏在の克服自体が，大きな課題となっているのであ
る 35）。また，高校へのアウトリーチの取組みが指定するように，課題が顕在化してからでは支
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援が難しくなることがあり，予防的に地域とつながりを持てるようなアウトリーチが必要である。

Ⅲ. 相談支援

1．若者施策における取組み　
本来，政策的には地域の若者支援の中心になるべきは「子ども・若者支援地域協議会」である。

子ども・若者支援地域協議会に基づき設置されるセンターにおいては，子ども・若者のさまざま
な課題を受けとめ，地域のネットワークによって解決を図っていく。しかし，施行５年を前一定
の成果を認めつつも，「法が主眼とする関係機関・団体の連携については，実態として必ずしも
進んでいないと言わざるを得ない」と報告されている 22）。自殺も含めたさまざまな若者の問題に
対応できる体制にはまだ充分でないと言えるだろう。

また，こうした公的施策による相談支援事業の実施主体に着目すると，事業規模の課題も明ら
かである。子ども・若者育成支援協議会は都道府県での設置はあるものの，基礎自治体レベルで
ほとんど設置されていない状況である。さらに，ひきこもり支援の拠点となるひきこもり支援セ
ンターも都道府県と政令市の設置となっている 12）。一方で，三菱総合研究所（2013）は，先進事
例のヒアリング調査を行い，実際に困難を抱える若者を支えるために理想とされる規模は，中学
校区に一つ程度を単位として地域の居場所づくりの中核となる機関や組織を作る必要性を指摘し
ている 16）。つまり，先進事例が示唆する単位と現状には大きな乖離がある。前項のアウトリー
チで述べた秋田県藤里町や滋賀県野洲市が，小規模自治体であることを生かして一人ひとりを把
握，支援しやすい体制を構築しているのを考えると，より小規模の単位で支援を構築していく必
要があるだろう。

規模として最も全国で整備された若者支援の施設は，2014年度では全国に160カ所設置され
ているサポステである。その支援は若年無業者の就労支援に絞られているものの，総合相談とい
う形をとり，地域のネットワークで支えていくこととなっている。前述のように，表向きには就
労というニーズで来所する無業の若者が自殺のリスクを抱えていることは充分想定できる。宮本

（2011）は，より困難を抱える層についてサポステの周知を進めていくことを提言している 18）が，
就労支援の施策であるサポステがそれにどれだけ応えられるかは不明である。また，自殺につい
ていえば，そのリスクを適切に見極め，支援につなげる体制にはない。そのため，複合的な困難
を抱える若者を支える地域ネットワークをより強化すると共に，今後ゲートキーパー研修の実施
等，困難を抱える若者に多い自殺のリスクに対応する体制を公的機関の責任として整えることが
望ましいだろう。

2．生活困窮者支援における取組み
一方で湯浅（2011）は，人生前半の支援として伴走型支援の必要性を指摘し，生活困窮を中心

に複合的な困難を抱える市民を支援するパーソナル・サポート・サービス（以下PSSと略記）を
実例として挙げる 39）。これは，内閣府で2010年度2012年度までモデル事業がなされた。支援
としては，家族も含めた課題を包括的に寄り添って支援をすることが特徴となっている。この
事業では，全国のモデル地域から継続的に支援状況と利用者の変化を収集すると共に，ヒアリ
ングを行ってモデル事業を評価している。10代未満の利用者は全体の6.6%，20代の利用者は
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19.5%となっている。報告書では，事業全体の成果の一つとして「自死・孤立死など重大な事態
を予防した」が挙げられており，困窮者支援が一定程度自殺予防に寄与することが示されている
6）。この事業では概ね90日ごとに利用者の生活満足度を測定しており，初期段階の支援が本人の
満足度の向上に対しても好影響を与えていることが示唆されている。困窮者支援の初期段階は「急
迫期」とも呼ばれ，危機的状況を見極め緊急支援することになっているため，自殺においてもこ
うした危機対応の一貫で支援がなされた可能性が高いのではないだろうか。

PSSモデル事業で利用者の抱える課題を見ると，全世代とも仕事に関する課題を抱える者の割
合が最も高いが，それに次ぐ課題では世代によって差が見られた。20代未満では虐待を含む家
族や地域を巡る問題と教育に関する問題を抱える利用者が半数を超える。20代未満の利用者の
抱える課題は，困窮世帯で育つ子ども若者の貧困の連鎖の問題や，その中で学力や中退問題等教
育に関わる問題へとつながっていく構造的な問題と考えられよう。本人だけではなく，家庭も支
えていく包括的な支援の必要性が示唆されている。

同事業の20代・30代利用者ではメンタルヘルスの課題を抱える者の割合が半数近くを占める。
また，民間支援団体であるNPO法人もやいの生活困窮者の相談の報告書においても，35才まで
の若年者の50.3%が精神疾患を抱えていることが明らかとなっている 38）。20代・30代の困窮者
の特徴として精神疾患を抱える者が少なくないことが示唆され，自殺のリスクの高さも推測され
る。

PSSモデル事業の後に行われた厚生労働省の生活困窮者自立促進モデル事業では，精神疾患を
抱える対象者には長期に渡る包括的な支援が必要となることが明らかにされている 7）。このモデ
ル事業ではWork and Social Adjustment Scale（WSAS）日本版を用いて，支援開始時と３ヶ月
後に本人の状態を測定している。その結果，「仕事」についての改善は見られないものの，それ以
外の生活に関する各項目には全て改善が見られており，まず生活が安定してから就労に関しては
長期的に時間をかけた支援が必要であることが示唆される。こうした若者はこれまでの雇用施策
では受けとめきれていなかったことが推測され，困窮者という新たな切り口で若者の支援の受け
皿が広がっている。

また，「社会的困窮者・就労困難者の現状と各種支援策の効果に関する調査研究委員会」は，
PSS実施11カ所にヒアリング調査を行っているが，特に若者のための取り組みで特徴的なのは，
大阪府豊中市と北海道釧路市の取り組みである。豊中パーソナル・サポート・センターでは相談，
就労支援に加え，若者の自立支援のための寮と学習支援を展開している 32）。釧路では若者のた
めのコミュニティハウス冬月荘として「集いの場」「居住の場」「仕事作りの場」を一体的に運営し
ている 33）。しかし，釧路で活動に取り組む日置（2012）は，実現の困難も指摘する。こうした活
動は当事者を主体にし，当事者と協働で地域づくりにつなげるため可変的である必要があるが，
こうした可変性は制度化することが極めて困難であるという 5）。若者を支援につなげ，当事者主
体のあるべき支援を実現するには，制度設計の側も問われてくる。

このように，先行事例からは当事者を主体にした包括的で長期的な支援の必要性が示唆されて
いる。つまり，本人のみならず家族全体を支えていかねばならない。さまざまな機関が連携し包
括的に長期間寄り添って支えていかなければならない。そこには就労のみならず住まいの提供や，
集える場，学習の支援も必要となり，それらを当事者主体に作り上げていくことが重要である。
一方で，子ども若者育成支援協議会の現状が示すように，包括的な支援を地域で構築していくこ
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とは容易ではないようである。さらに，当事者を主体とした柔軟なあり方を実現することは困難
でもある。

Ⅳ. 就労支援

1．サポステ事業　
就労支援の方策としては依然，公共職業安定所（ハローワーク）による就労支援と，公共職業

訓練による就労支援は中心的な役割を果たしている。一方で，これらの支援では就労が難しい就
労困難な無業の若者にサポステ事業が行われている。厚生労働省職業能力開発局キャリア形成支
援室（2012）は，標準的なサポステ事業の支援例として「キャリア・コンサルタントによる相談」
において目標や課題を共有し，それに合わせてコミュニケーション向上のための訓練などステッ
プアップのためのプログラムに参加し，さらに職場見学や職場体験を実施する。こうした小さな
成功体験を積み重ねた後に，ハローワーク等を経て就労を果たすとしている。2006年度の事業
開始から2011年度までで12,165名が進路決定しており，若年無業者の就労支援に一定の成果
を挙げていると言えよう 5）。

2．中間的就労の取組み　
さらに，協力事業所での職場見学・体験からもう一歩進めた取組みも見られる。いわゆる中間

的就労の支援である。中間的就労は，直ちに一般就労を目指すことが困難な者が，社会的な自立
に向けたサポートを受けながら就労し，将来的に一般就労に移行することが目標とされている。
三菱UFJリサーチ&コンサルティング（2013）は，中間就労に関する概念を整理するとともに，
受け入れる事業所の仕事の開発方法，財政基盤・経営基盤，外部との連携などについてまとめた
ガイドラインを報告している 14）。

本田（2014）は，中間的就労の取組みである協同労働３団体に連携による若者就労支援の取組み
「くらしのサポートプロジェクト」について研究を行っている。これは，横浜市で実施された事業
で，協同労働３団体が就労困難な若者に就労体験・専門訓練を行い，地域課題の解決に資する仕
事おこしに若者自らが取り組むことを趣旨とするプロジェクトである。事業実施期間内で基本行
動と取組みの様子について定量的な評価を行っているが，顕著な変化は見られていない。一方で，
事例を定性的に分析した結果からは参加した若者のみならず関係者にも着実に良い変化をもたら
しているものの，それには時間がかかり，実施団体の粘り強い努力のもとで達成されることが指
摘されている。しかも，参加者の生計が支えられるほどの収益性はないことが指摘される 17）。

3．社会的企業　
協同労働団体は，単なる中間的就労の場ではなく，社会的企業とも捉えられる。協同労働を社

会的企業として捉えた研究からは，協同労働での中間的就労は一般就労としての出口ではなく，
出口に至るプロセスとして機能する，あるいは，直線的に一般労働市場への出口を目指すことを
志向せず，そことは異なった出口を創り出すことを志向していると考えることができると指摘し
ている 9）。

収益性を確保し，働く者がそれによって生計が立てられる「社会的企業としての自立」としては，
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豊中市の飲食店「銀座食堂」が，女性支援で成功事例として挙げられる 27）。若者支援においても
同様の収益性を確保した社会的企業が必要であろう。

4．自治体による無料職業紹介　
大阪府内では府が中心となり，基礎自治体に無料職業紹介資格を得て，就労支援を行うことを

推進している 31）。その一つである豊中市では，就労困難者の雇用に対して前向きな地域の中小
企業に対して側面的な経営支援を行うことで，１人でも多くの就職が実現し，継続雇用・職場定
着につながっていくという 25）。こうした基礎自治体レベルでの緻密な求人開拓も，就労支援に
おいて重要であろう。

このように，従来の公共職業安定所の支援だけでは就労の難しい若者がおり，それに対してさ
まざまな方策が現在取られている。前項において触れたように，困窮者自立支援モデル事業にお
いて，特にメンタルヘルスの課題を抱える者の支援は長期にわたり，就労に関しては短期的な改
善が難しいことが明らかにされている。働くことは若者にとって重要である反面，無業という状
態だけに着目して拙速な就職を勧めるのではなく，状態をアセスメントし，さまざまな就労支援
の方策の中から適切なものを選択していくことが求められている。

Ⅴ. 結びに

以上，概観したように社会の中に明確な所属を持たず，複合的な困難を抱え，自殺のリスクが
高い若者を支援するためには，アウトリーチから就労支援，あるいはその後の定着までを見据え
た包括的な寄り添い型の地域支援が必要となる。こうした支援は，地域のさまざまな機関のネッ
トワークにより実現されるが，現在関係機関においてこうした若者の自殺のリスクを適切にアセ
スメントし，対応する体制になっているとは言えない。若年者の自殺の予防啓発の取組みとして，
まずこうした若者を支援する地域ネットワークにゲートキーパー研修を行う等，自殺のリスクへ
の感度をあげていくことが望まれる。

同時に，そもそもこうした若者支援やネットワークの状況は自治体ごとに格差がある状況であ
り，全体の底上げをはかっていかなければならない。また，就労については地域の産業構造の違
いもあり，それぞれの地域に合わせた展開も必要であろう。また，働くようになっても若者の雇
用状況の悪化や劣化が示唆され，過重労働等自殺の危険因子があげられる状況である。「誰もが
働ける」ためには，従来の働き方のあり方や，さらには就労支援の再考が提起されている 28）。
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する研究．平成23年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業）「自殺の原因
分析に基づく効果的な自殺防止対策の確立に関する研究」研究報告書：2012．

3 ) ビッグイシュー基金，若者ホームレス白書—当事者の証言から見えてきた問題と解決のため
の支援方策：2010．

4 ) 藤里町社会福祉協議会，秋田魁新報社：ひきこもり　町おこしに発つ．秋田魁新報社，
2012．

5 ) 日置真世： 釧路・地域主権と当事者参画がカギ．ホームレスと社会vol.7 特集「パーソナル・
サポート・サービス」モデル事業，2012．

6 ) 北海道総合研究調査会：平成 24 年度パーソナル・サポート・サービスの評価手法等に関す
る調査報告書．2013．

7 ) 北海道総合研究調査会：生活困窮者自立促進モデル事業における成果分析に関する調査報告
書．2014．

8 ) ホームレスの実態に関する全国調査検討会：平成 24 年「ホームレスの実態に関する 全国調
査検討会」報告書．2013．

9 ) 本田由紀： 協同労働団体の連携による就労困難な若者の支援—「くらしのサポートプロジェ
クト」の挑戦．筒井美紀，櫻井純理，本田由紀編：就労支援を問い直す—自治体と地域の取
組み．勁草書房，pp91-111，2014．

10) 一般社団法人officeドーナツトーク：「となりカフェ」2013年度活動報告．2014．
11) 自立支援センター ふるさとの会：平成 24 年度 独立行政法人福祉医療機構 社会福祉振興助

成事業　ホームレス等相談・地域生活支援事業　報告書．2013．
12) 厚生労働省：「ひきこもり地域支援センター」設置状況リスト．2013．
13) 厚生労働省職業安定局：住居喪失不安定就労者等の実態に関する調査報告書．2007．
14) 厚生労働省職業能力開発局キャリア形成支援室：第１回「地域若者サポートステーション」

事業の今後のあり方に関する検討会＜討議用資料＞．2013．
15) 工藤 啓：内閣府子ども・若者育成支援に関するワーキングチーム会合（第7回）議事概要．

2010．
16) 三菱総合研究所：平成24年度厚生労働省社会福祉推進事業「子ども・若者の生活困窮支援の

あり方に関する研究」報告書．2013．
17) 三菱UFJリサーチ&コンサルティング：生活困窮者の就労支援に関するモデル事業報告書：

2013．
18) 宮本みち子：若者の自立保障と包摂的支援．宮本みち子，小杉礼子編：二極化する若者と自

立支援—「若者問題」への接近．明石書店，2011．
19) 内閣府：現場の実践例（あだち若者サポートステーションの実践から）．ユースアドバイザー

養成プログラム（改訂版）．2010．
20) 内閣府：平成25年度「アウトリーチ（訪問支援）研修事業」報告書．2014．
21) 内閣府：子ども若者白書平成26年度版「第2部　子ども・若者育成支援施策の実施状況」．

2014．
22) 内閣府子ども・若者育成支援推進点検・評価会議：子ども・若者育成支援推進大綱（「子ども・

若者ビジョン」）の総点検報告書．2014．
23) 仁藤夢乃：女子高生の裏社会—「関係性の貧困」に生きる少女たち． 光文社： 2014．
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24) 野洲市市民生活相談課：生活困窮者自立促進支援モデル事業について．日本都市センター
ブックレットN0.35　生活困窮者支援とそのあり方．第１５回都市政策研究交流会， 81-95，
2014．

25) 沖 修平：リビング・ウェイジを生み出す飲食店-地域が育む自営業による女性の就労． 筒
井美紀，櫻井純理，本田由紀編：就労支援を問い直す－自治体と地域の取組み．勁草書房，
pp161-174， 2014．

26) 立命館大学大学院社会学研究科先進プロジェクト研究 SG：若者支援が抱える現状と課題に
関する調査報告書．2012．

27) 労働政策研究・研修機構：若者の就業への移行支援と我が国の社会的企業—ヒアリング調査
による現状と課題の検討－．2010．

28) 櫻井純理：就労支援の「出口」をめぐる模索．筒井美紀，櫻井純理，本田由紀編：就労支援
を問い直す－自治体と地域の取組み．勁草書房，pp129-141，2014．

29) 櫻井純理：誰もが働ける社会/生きていける社会を築く．筒井美紀，櫻井純理，本田由紀編：
就労支援を問い直す－自治体と地域の取組み．勁草書房，pp195-210，2014．

30) 鈴木晶子，松田ユリ子，石井正宏：高校生の潜在的ニーズを顕在化させる学校図書館での交
流相談：普通科課題集中校における実践的フィールドワーク．東京大学大学院教育学研究科
生涯学習基盤経営研究 38号：1-17，2014．

31) 社会的困窮者・就労困難者の現状と各種支援策の効果に関する調査研究委員会： パーソナル・
サポート・モデル事業ケースレポート④　大阪府商工労働部　雇用推進室　雇用対策課　雇
用推進グループ．生活困窮者・就労困難者の現状と各種支援策の効果に関する調査研究報告
書：151-157，2013．

32) 社会的困窮者・就労困難者の現状と各種支援策の効果に関する調査研究委員会： パーソナル・
サポート・モデル事業ケースレポート⑥　豊中市パーソナル・サポートセンター．生活困窮者・
就労困難者の現状と各種支援策の効果に関する調査研究報告書： 161-165，2013．

33) 社会的困窮者・就労困難者の現状と各種支援策の効果に関する調査研究委員会： パーソナル・
サポート・モデル事業ケースレポート⑩　釧路市：地域パーソナル・サポート・センター「え
にぃ」．生活困窮者・就労困難者の現状と各種支援策の効果に関する調査研究報告書：180-

183，2013．
34) 生水裕美：事例報告１　野洲市の生活困窮者自立促進支援モデル事業の取り組みについて．

日本年センターブックレットN0.35生活困窮者支援とそのあり方　第15回都市政策研究交
流会：74-80，2014．

35) 竹中哲夫：不登校・ひきこもりなど困難を抱える子ども・若者地域支援ネットワークの動向
と課題．長期・年長ひきこもりと地域支援ネットワーク．かもがわ出版，pp28-74， 2014．

36) 特定非営利活動法人bond project：2013年度事業報告書．2014．　
37) 特定非営利活動法人スチューデント・サポート・フェイス：平成24年度事業報告書． 

2013．
38) 特定非営利活動法人自立生活サポートセンター・もやい：もやい生活相談データ分析報告書 

簡易版．2014．
39) 湯浅誠：雇用保険でも生活保護でもない第２のセーフティネットと伴走型支援—支援の現場

で見えてきたこと．宮本みち子，小杉礼子編：二極化する若者と自立支援—「若者問題」へ
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の接近．明石書店，2011．
40) 全国引きこもりＫＨＪ親の会（家族会連合会）：平成25年度セーフティネット支援対策等事

業補助金社会福祉推進事業　全国各地の親の会における「ひきこもりピアサポーター」養成
研修派遣に関するモデル事業　報告書．2014．
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第4章　各論　～多様な領域からの若年者への支援～
3．インターネットを活用した支援とは

和光大学現代人間学部心理教育学科
専任講師　末木　　新

●インターネットを活用した自殺予防に関する取組についてのレビューを，国
内外を問わず行った。

●レビューの結果，有望な取組として，援助資源マッチングに関する研究，ピ
ア・サポートに関する研究，専門家による介入に関する研究が見られた。

●インターネットは，自殺の危機に瀕する人の減弱した「助けを求める力」を
補い，適切な支援者へとつなげるためのツールとして活用することが望まし
い。

●インターネットを介して提供される認知行動療法には，自殺念慮を低減させ
る力がある可能性がある。

●インターネットを活用した支援は始まったばかりの領域であり，質・量とも
に研究が十分に蓄積されているとは言い難い。

●文献の数が少ないことから，若年者を対象とした取組のみを扱っているわけ
ではない。

Ⅰ. はじめに

若年層の自殺予防を考える際に，インターネットの問題・活用は非常に重要な点である。自殺
予防におけるインターネットの活用は，自殺予防総合対策大綱にも含められている。具体的には，
インターネットを積極的に活用して正しい知識の普及を推進することやインターネット上の自殺
関連情報対策の推進の必要性が当面の重点項目として盛り込まれている。しかしながら，インター
ネットを活用した自殺予防については，これら以外にも多様な方法が考えられ，一部実践されて
いる。

そこで，ここではインターネットを活用した支援に関する研究のレビューを行った結果を紹介
する。レビューの結果は，援助資源マッチングに関する研究，ピア・サポートに関する研究，専
門家による介入に関する研究の大きく三つに分けて紹介する。援助資源マッチングに関する研究
では，ウェブ上に残されたデータから自殺の危機にさらされた人々を同定し，適切な援助資源に
つなげる活動に関する動向が紹介される。ピア・サポートに関する研究では，自殺に関するオン
ライン・コミュニティの効果に関する研究が紹介される。最後に，専門家による介入に関する研
究では，Eセラピーや自殺予防教育に関するウェブサイトの効果が紹介される。
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Ⅱ. 援助資源マッチング

1．援助資源マッチング研究の概要　
援助資源マッチングとは，何らかの問題を抱えた人の持つ潜在的な援助ニーズと専門的支援と

の間をうめ，支援を必要としている人に必要な支援が届く環境を構築することである。支援を必
要としている人，つまり，自殺の危険の高まっている人は「死にたい」という気持ちと「生きたい」
という気持ちの間で揺れている状態にあり 16），自発的に支援を求めることが難しくなっている。
しかし，彼ら／彼女らは「死にたい」という気持ちの裏側によりよく生きたいという思いを有し
ている。そのため，インターネットを活用し，よりよく生きるために専門的支援を適切に活用で
きるような環境を準備することが望ましい。国内においていくつかの活動事例が見られるが，効
果の検証は十分なされていない。

2．検索エンジンの利用データと自殺の関係
インターネットを活用した援助資源マッチングに関する代表的な研究は，検索エンジンの利用

データから，自殺ハイリスク者を見つけ出すというものである。この種の研究においては，自殺
ハイリスク者が「死にたい」「自殺したい」「自殺方法」といった自殺に関する検索語をウェブ検索
で検索することが明らかになれば，検索に対して広告を出し，援助資源へとつなげることが可能
になるということが想定されている。検索エンジンの利用履歴から自殺を含めた何らかの問題の
有無や広がりを明らかにする研究は，情報疫学（infodemiology）という領域として，様々な問
題を対象に発展してきている。

これまでの研究により自殺関連語の検索行動と自殺の間には関係があることが明らかになって
いる。自殺関連語の検索量と自殺率との時系列的関連や地域的関連を検討した研究が最も多いタ
イプの研究である 6）8）15）17）25）。自殺関連語の検索と自殺の危険性の関係はインターネット利用者
への質問紙調査によって明らかにされている。自殺関連語の検索をしたことがある者はそうでな
い者に比べ，自殺関連行動をしたことがある割合が有意に高い 18）。また，何件かの既遂自殺では，
自殺の直前に自殺方法をインターネットで検索したことが確認されたという報告もある 7）。上記
した多くの研究が示すように，自殺関連語のウェブ検索と自殺の生起との間には明確な関連が存
在する。

3．検索エンジンを活用した自殺予防活動の具体例
自殺関連語のウェブ検索を行う者は自殺の危険が高いため，その検索に対して広告を出すこと

により必要な援助資源へと検索者がアクセスする可能性は高まる。例えば，「死にたい」や「自殺
したい」といった自殺関連語をYahoo!JAPANの検索エンジンで検索すると，自殺予防総合対策
センターが作成している「いきる・ささえる相談窓口（都道府県・政令指定都市別の相談窓口一
覧）」へのリンクが検索結果の目立つ位置に表示されるといった試みが2000年代から実践されて
いる。

自殺関連語のウェブ検索への広告を活用して，自殺の危険の高い者を適切な援助資源へとつな
げる活動の代表例としては，NPO法人OVAの実施する夜回り2.0という活動が挙げられる。夜
回り2.0では，ウェブ検索に対してメール相談を受け付ける旨の広告を提示し，メールでの相談
を介して，対面での援助資源（例：精神科受診）につなげるという試みがなされている。この活
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動の2013年度の活動記録では 24），相談者の平均年齢は23.8歳でその約8割が女性であること，
相談者獲得単価は約133円であること，相談者の約7割に自殺念慮が見られること，メール相談
の結果10.8%に肯定的な気分の変化（自殺企図の延期等を含む）が見られ10.1%の者が実際に援
助希求行動を起こしたことが示されている。つまり，この活動では比較的低い経済的コストで若
年層女性からの相談を中心にメールを集めることが可能であり，一定の利用者に対して自殺予防
的な変化を起こすことが可能であると考えられる。

以上のように日本においても援助資源マッチングによる自殺予防活動は実施されているが，活
動の効果については十分な自殺予防に関するエビデンスがあるとは言い難い。今後の活動の発展・
洗練およびエビデンスの蓄積が望まれる。

4．その他の援助資源マッチング研究
ここまで援助資源マッチング研究の代表として検索エンジンを活用したものを挙げてきた

が，その他の方法でも援助資源マッチングは実行可能である。その他の方法の代表例は，Social 

Networking Serviceの活用である。Facebookでは，一部の国において，利用者が自殺念慮等の
示唆する書き込みをした際に，専門家にそれを通知する機能が備えられている。また，Twitter

の利用データから自殺ハイリスク者を割り出すための試みはいくらかの蓄積があり，Twitterで
自殺関連のつぶやきをすることと自殺との関連が示唆されている 11）19）。こうした研究を受け，
Twitterでフォロワーが自殺リスクを示すつぶやきをすると，その人をフォローしている者の個人
メールアドレスに連絡がいくアプリも開発されている。Twitterは検索エンジンとは異なり，広告
を出すだけではなく，ダイレクトにメッセージをやりとりすることが可能である。広告を出して
相談が来るのを待つだけではなく，支援者がより支援を必要とする者に積極的にアウトリーチす
ることを可能にしているという点で，従来のサービスとは異なる仕組みを作ることも可能だと考
えられる。

Ⅲ. ピア・サポート

1．ピア・サポート研究の概要　
ピア・サポートは自殺予防において非常に重要な位置を占める。ピア・サポートは自殺の危険

性を高める要素の一つである孤独感を低減する可能性を持っているからである。ピア・サポート
による自殺予防活動の代表例は，電話を利用した危機介入（例：いのちの電話）であり，この活
動はメディアとの親和性が高い。インターネットの普及により，自殺の危険性の高い者同士が直
接メッセージのやり取りをするという新たなタイプのピア・サポートも生まれた。残念ながら，
このような活動の影響は自殺予防的なものであるとは言い難い。

2．自殺サイト研究　
インターネット上で行われるピア・サポートに関する研究の代表例は，いわゆる自殺サイトと

言われる一群のウェブサイト内で行われる活動やその影響に関する研究である。いわゆる自殺サ
イト上では，電子掲示板などを用いて効果的な自殺方法に関する情報伝達が実施されると同時に，
自殺の危険が高まった者同士でのメンタルヘルス等に関する相談が行われてきた 20）。自殺サイ
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トは，2000年代前半頃から生じたネット心中の現場として注目を浴びたが，自殺方法の伝達の
みならず，ピア・サポートの場としても機能するという相反する二つの機能を有している。多く
の専門家が，自殺サイトの持つ両価的な機能を指摘している。なお，自殺サイトに関する研究や
専門家の指摘については，「インターネットは自殺を防げるか？」23）に詳細なレビューが載せら
れているので，そちらを参照されたい。

自殺サイト利用の影響を検討した最も信頼できる研究は，自殺サイトの利用が自殺予防的な影
響を持たず，自殺誘発的な影響を有することを示唆している 21）。より具体的には，死にたい気
持ちを匿名の他者に対して打ち明けることや自殺方法を閲覧することが自殺念慮の悪化につな
がっていること，匿名の他者にメンタルヘルスの相談をすることが，抑うつ・不安感の悪化につ
ながっていることが示されている。インターネット上で簡単に触れ合うことができる匿名他者に
自殺念慮を打ち明け相談をすることは，多くの場合，死にたい気持ちを低くするどころか逆に強
める結果となってしまうということである。これらの結果がなぜ生じるかという原因に関する厳
密な検討は存在しない。インターネットを介して行われる匿名の，非専門家間で行われる相談活
動においては，必ずしも自殺の危険が迫った者に対して適切な対応がとられないことがその一因
であると推測される。

3．訓練されたボランティアを活用したピア・サポート　
電話での危機介入を拡張し，訓練されたボランティアを活用したメール・チャット・電子掲示

板等での相談活動に関する事例は世界中に存在する 1）4）。こうした活動の効果を量的に検討した
研究はないが，質的に検討した研究は存在する。この研究では，電子掲示板を用いた相談の場を
生成し，訓練を受けたボランティアが24時間体制で監視する状態で相互相談活動を促したとこ
ろ，やり取りには共感的なコメントやアドバイスが多く見られ，ヘルパー・セラピー効果（※相
談の受け手が心理的回復を見せること）が見出されたと結論づけられている 5）。

ピア・サポートによる孤独感の低減は自殺予防における重要な活動であるが，これをインター
ネット上で実施し，適切な管理がなされていない場合には，自殺誘発的な影響を有する可能性が
ある。こうした活動を行う場合には，しっかりとした専門的知識，一定の訓練を受けたボランティ
アの参画が必要である。

4．自死遺族を対象としたピア・サポート　
自殺によって遺された者へのインターネットを活用したピア・サポートも多数展開されている。

自死遺族による対面式の自助グループ活動は国内でも多数行われているが，こうした活動はオン
ラインに移行しても満足度・有効性は変わらないという指摘がある 3）9）。こうしたオンライン・
コミュニティは，対面式と同様，自らの経験を語るための場として機能しており，自死遺族の自
殺の危険性を下げる効果を有することが予想される。しかし，こうしたオンライン・サービスが
悲嘆過程に与える影響に関する量的研究は実施されていない。
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Ⅳ. 専門家による介入

1．専門家による介入の概要　
専門家によるサービスや知識の提供をオンライン化したものは多い。自殺予防に関するものを

挙げると，大きく，心理療法の一つである認知行動療法をインターネットを介して提供するEセ
ラピーと，主に専門家や支援者を対象とした自殺予防に関する教育サービス，一般向けウェブサ
イトの三つに分けることができる。Eセラピーと自殺予防に関する教育については，その効果に
関する一定のエビデンスが蓄積されている。Eセラピーには自殺念慮を低減するものと，自殺の
背景にあるうつ病の治療を行うものがある。自殺予防に関する教育は直接的に自殺予防に寄与す
るものではないが，支援者やゲートキーパーを養成することを通じて自殺予防に寄与するという
間接的効果が期待できる。

2．Eセラピー　
Eセラピーは自殺予防に一定の効果があると考えられる。Eセラピーの一つには，自殺念慮を

減らすためのiCBT（internet Coginitive Behavioral Therapy）がある。iCBTが自殺念慮の低減に
寄与したとする報告は4件ある 2）26）27）28）。この中で自殺予防に特化したiCBTのランダム化比較
試験は1件のみであり 27），この研究は統制群に比べて自殺念慮を減少させる効果があることを示
している。ただし，自殺念慮の減少に対する効果量のサイズはいずれも小さい。また，これらの
研究の従属変数が既遂自殺や自殺企図ではない点は限界点である。しかし，他の対策に比較する
と研究デザインやエビデンスの質は高い。

また，自殺の危険因子であるうつ病に対するiCBTにはより頑健な効果が認められている。軽
度から中等度のうつ病に対するiCBTは，英国国立医療技術評価機構におけるうつ病への治療ガ
イドラインにも組み込まれている（Nice Clinical guideline, 2009）。うつ病へのiCBTは低コスト
で効果の認められた心理療法を提供することを通じて，自殺予防に寄与する可能性がある。

3．自殺予防に関する教育　
自殺ハイリスク者が多数含まれるコミュニティ内でハイリスク者を早期に同定し，援助資源へ

とつなぐ「ゲートキーパー」の養成は，効果的な自殺予防戦略の一つである 14）。ゲートキーパー
教育の方法は確立され，効果も検証されている 10）。一般にこうしたプログラムを受けると，自
殺・自殺予防に関する知識が増加し，危機介入に関する自己効力感が増加する。ゲート―キーパー
教育プログラムの中には既にオンライン化され，教育効果が検証されているものもある 13）。オ
ンライン化されたゲートキーパー教育プログラムを自殺ハイリスク者が多数存在するウェブ・コ
ミュニティ内で利用可能にすることによって，自殺予防効果が創出されることが期待される。

4．一般向け情報提供ウェブサイト　
自殺予防を目的とし一般向けに作成されたウェブサイトについても，一部その運用状況及び効

果が検証されている。ここで紹介するウェブサイトは，既に紹介したEセラピーや自殺予防教育
とは異なり，目的限定的（例：治療・教育）に作成されていない点が異なる。自殺予防を目的と
して作成されたウェブサイトの閲覧者への質問紙調査によると（末木, 2010），ネット心中相手
や効果的な自殺方法を探している最中に自殺予防サイトに立ち寄り閲覧をする者が少なからずい
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ることが示唆されている。また，自殺に関する客観的な情報を得ることが自殺に関する理解感を
増加させることを通じて自殺念慮を低減させる可能性があることが示唆されている。

自殺方法への認知的・物理的アクセスを防ぐことは自殺を予防することにつながる。インター
ネット上の自殺方法関連情報へのアクセスを減少させる方法はいくつかあるが，自殺関連のウェ
ブサイトの内容を管理人に働きかけることで変更していくことは難しい 12）。また，自殺方法関
連情報を含むサイトを規制することにも限界がある。新規に自殺予防的な情報を含むウェブサイ
トを増やしていくことが重要である。

Ⅴ. 結語

1．まとめ　
ここまで総覧した支援について，自殺の危険因子・保護因子との関連を一覧にすると，以下の

ようになる（表1）。各サービスの特性と支援をする対象の特性を考慮した上で，支援に関わる者
が展開すべき支援を考えることができれば幸いである。

表1　インターネットを用いた支援と自殺の危険・保護因子との関連

対策 自殺予防効果（危険因子・保護因子との関係）

援助資源
マッチング 援助希求力の補填

ピア・サポート 孤独感の減少
　※ただし，適切な管理・運営がなされる場合に限る

専門家
による介入

Eセラピー 自殺念慮の減少　うつ病の治療

自殺予防に関する教育 （直接効果なし）　支援者の知識・自己効力感の増加

一般向けウェブサイト 自殺念慮の減少，
自殺方法関連情報へのアクセスの減少

2．レビューの問題点　
本稿ではインターネットを活用した自殺予防のための支援についてのレビューを行ったが，二

つの問題を有している。第一に，ここで取り上げた研究の多くは，必ずしも若年者を対象とした
ものではない。インターネットを活用した支援は始まったばかりの領域であり，質・量ともに研
究が十分に蓄積されているとは言い難い。そのため，若年層のみに対象を絞らずにレビューを実
施した。第二に，本レビューで取り上げた各支援のエビデンスレベルは必ずしも高くない。一般
的に十分なエビデンスが確立されている支援・介入と言う場合には，ランダム化比較試験による
研究，あるいはそうした研究を積み上げた上での系統的レビュー・メタ分析が必要とされる。し
かしながら，本レビューと取り上げた研究にこうしたものはほとんど存在しない。その理由は，
第一の問題点の理由と同様のものである。
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3．今後の展望　
インターネット上の新しいサービスの影響を検討することは可能かつ重要なことであるが，

サービスや技術の刷新のスピードに研究のスピードは追いつくことができない。そのため，ある
サービスや技術の影響の検討が終わる頃には，そのようなサービス・技術を誰も活用していな
いということが生じる。インターネットを活用した支援やインターネットの影響の検討につい
ては，そのようなことが生じやすい領域である。例えば，昨今利用率の上がっている無料通話・
メールアプリ LINE（ライン）については，若年者の利用に対する多くの懸念が表明されているが，
LINE（ライン）の影響を検証し終える頃には，次のサービスに流行は移り変わっていると予想さ
れる。

そのため，特定のサービスや技術の影響を検討するのみならず，新しいサービスや技術から悪
影響を受けやすい人がどのような人なのか，そのような人をどうすれば自殺の危険から遠ざける
ことができるのか，という点を検討していく必要がある。新しい通信技術やサービスは我々の生
活をより良いものにすることを目的に作られるが，時として悪い影響を及ぼすこともある。その
悪い影響を受けやすい特性を持った人々がどのような人なのかを検討することができれば，次の
世代の技術・サービスが開発された際に，そこからいち早く自殺対策を策定することが可能にな
るはずである。
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第5章　若年者の「自殺予防」に向けての提言

危機介入班によるレビューのまとめ

本ワーキンググループの危機介入班では，若年者の自殺に関する精神医学的な研究のレビュー
を行った。レビューにおいては，自殺既遂者の遺族を情報源とする研究手法である心理学的剖検
研究，自殺企図者に関する横断的な情報収集による研究，自殺未遂者の追跡研究といった研究手
法ごとに先行知見を整理した。その結果，研究手法の違いを超えて，若年者における自殺の危険
因子として共通する2つの知見が明らかにされた。1つは，成人の場合と同様，若年者においても，
気分障害や境界性パーソナリティ障害，統合失調症，発達障害などの精神障害への罹患が，若年
者の自殺行動に影響を与えているということであった。そしてもう1つは，若年者の家族が抱え
る，虐待やコミュニケーション不全といった心理社会的問題や，自殺行動や精神障害などのメン
タルヘルスの問題もまた，若年者の自殺に無視できない影響を与えていることであった。

前者の知見についていえば，若年者の自殺に関連する精神障害は，性差や自殺手段として用い
る方法の致死性，あるいは自殺行動へと至る経過によって2つのグループに整理することができ
ると考えられた。第1に，気分障害と境界性パーソナリティ障害である。具体的には，女性に多
く，過量服薬などの比較的致死性の低い手段による自殺関連行動を繰り返し，自殺へと向けて「慢
性的」な経過をたどる一群である。この一群には，自殺念慮の訴えや自傷・自殺行動を繰り返す
若年者に対し，周囲が自らの陰性感情を制御しつつ粘り強く支援できる体制の構築が必要である。
第2に，統合失調症と発達障害である。具体的には，男性に多く，高所からの飛び降りや縊首と
いった致死性の高い手段による自殺行動を選択する選択する傾向があり，周囲の者からするとこ
うした自殺行動が「突発的」と感じられる一群である。この一群には，学校や家庭という場にお
ける，精神障害による「生きづらさ」の理解を高めるとともに，早期から支援できる体制の整備
が必要である。

さて，自殺リスクの高い若年者の家族に関する知見からは，「自殺リスクの高い子どもの背景
には，自殺リスクの高い大人がいる」3）という認識が示されており，メンタルへルスの問題をか
かえる養育者（そのなかでも自殺企図歴を持つ母親）の支援が重要である可能性が示唆された。
というのも，養育者がメンタルヘルスの問題をかかえている場合，家庭は幼児期から十分な保護
的機能を発揮することができない場合が少なくないからである。その結果，学校における子ども
の不適応やいじめ被害に対して適切な対応ができないだけでなく，養育放棄や虐待などの問題も
発生しやすい。また若年者自身も，自殺リスクの高い（そして，しばしば自殺を示唆する言動を
繰り返す）養育者との関係性のなかで，困難な事態への対処としての自殺行動を学習してしまう
場合もある。自殺予防総合対策センターが行った全国の児童相談所を対象としたアンケート調査
では，一時保護となった児童のなかには，親自身が自殺行動の既往を持つ者が少なくないことが
明らかにされている。また，これらの児童の家庭では，経済生活の困難，ひとり親家庭の割合が
高く，メンタルヘルスの問題への対応だけでなく，メンタルヘルスを含めた家族全体への総合的
な支援を人生の早期から開始することが望まれる。WHO世界自殺レポートは「幼少期の逆境（例
えば，子どもの不当な扱い，家庭内暴力への曝露，親の精神障害）や人生の早い時期に起こりう
る他の危険因子（例えば，いじめや非行）は，自殺を含め，後の疾病罹患や死亡につながる（139）。
同様に幼少期に得た保護因子（例えば，つながり）は，後の自殺の危険を軽減しうる」と述べて
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いる。若年者の自殺予防に向けて，自殺対策と母子保健，児童福祉，生活困窮者支援などとの連
携強化が望まれる。

予防・啓発・地域づくり班によるレビューのまとめ

予防・啓発・地域づくり班では，精神医学以外の複数の視点から若年者の自殺の背景について
展望した上で，現状で行われている若年者の自殺予防対策の取組について，学校・地域・インター
ネットの3領域をとりあげて整理した。その際，実証科学的な枠組みでのエビデンスや自殺対策
と標榜していない取組についても，限界を考慮しつつ，可能な限りとりあげることで，今後の若
年者の自殺予防の可能性を検討した。

まず，自殺予防という視点から若年者をみると，社会・文化的な圧力によって自殺の危機に直
面する状況が示唆された。具体的には，学校への不適応の経験がありながら卒業した後の就労困
難や経済状況を背景とする失業であって，これらは積極的労働市場政策があれば回避できる可能
性があることなどである。つまり，一般的な環境移行（昼間の居場所を家庭→学校→職場と移す
こと）からの逸脱が許されない（と若年者が感じている）状況が自殺死亡率を押し上げているこ
とが想定される。特に男性において，他者との関係形成に困難をかかえるために，親しい人との
和やかな関係に留まろうとする傾向が近年強くなっていることが指摘された。それだけに，親し
い人たちとの関係性が失われると感じることは自殺のリスク要因となるだけでなく，この関係形
成困難の背景にある個人のコミュニケーション能力の低さが，自殺予防介入の効果を引き下げる
可能性が示唆された。

先行研究では，このような社会文化的背景のもとに，親との関係，友人との関係，進学や就職
に関わるライフイベントなどが自殺に影響する可能性が示唆されているが，実はこれらの個々の
要素は自殺行動の予測という点では必ずしも精度が高いとはいえない。そこで，今回のレビュー
では，若年者の自殺リスクを評価するにあたっては，Van Orden ら 4）が提唱する自殺の対人関
係理論を導入し，「所属感の減弱」，「負担感の知覚」，「自殺の潜在能力」，「絶望感」という4つの
要素から捉える必要があることが提案された。

一方，学校や地域で取り組まれている若年者への自殺予防対策の状況は，まだ黎明期といって
よいようである。いずれも従来の活動に，どのように自殺予防の機能を重ねていくのかが課題と
いえる。すでに学校の場合は，文部科学省から3つの自殺予防のための手引きが出揃い，今後地
域の自殺予防の拠点となるとともに，若年者の現在における自殺，さらには将来における自殺を
予防するための「教育」を担う責務が明確にされている。また，地域においては，就労支援のた
めの取り組みが，若年者の自殺予防に有用な社会資源となる可能性がある。しかし，先に述べた
ように，地域，学校と職域が時間軸で縦に並ぶ関係にあるために，学校から地域への移行に際し
て，若者が「支援の隙間」に落ち込む危険性がついて回る。その意味では，地域で展開される様々
なアウトリーチとインフォーマルな支援の取り組みは，地域，学校と職域が，地域を基盤に併存
しているという実態を踏まえて，これらの隙間を埋める機能を果たし，若年者の自殺対策におい
て重要な取り組みとなるだろう。

さらに，学校や地域での取り組みを補う社会資源として期待されるのが，インターネットによ
る自殺予防である。今回のレビューからは，いくつかの有望な取り組みが存在することがわかり，
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必要な支援や知識をダイレクトに提供できるという長所が確認されたが，その一方で，インター
ネット上のピア関係による支えあいには自殺の連鎖などのリスクが存在することも示唆された。
また次々と技術革新され，同時に新しい使い方が生まれるこの領域においては，対応が後手に回
ることが起こりやすい。インターネットによる自殺予防の可能性を確かなものにするためには，
既存メディアとインターネットの関係を踏まえて，学校や地域，あるいは家庭でインターネット
を使おうとする「人の特性」と自殺の関連を明らかにする研究を同時に進め，インターネットに
よる自殺予防の取り組みを後押ししていくことが望まれる。

若年者の自殺予防のために必要な支援

今回のレビューでは，若年者の自殺にも成人と同様，さまざまなメンタルヘルスの問題が関与
しており，男女によって自殺までのプロセスや自殺の手段，背景にあるメンタルヘルスの問題に
違いがあることが明らかにされた。また，若年者の自殺行動の背景には，心理的な苦痛や社会的
困難を抱えた家族の存在が無視できないこと，若年者の自殺の背景にも，中高年と同様，雇用な
どの経済的要因の影響があること，そして，家族や友人との関係性も無視できない影響を与えて
いることが明らかにされた。さらに，すでに若年者支援の様々な試みを通じて，援助希求能力や
ストレスへの対処能力を高める自殺予防教育や就労支援活動の意義，インターネットを用いた支
援の可能性や，コミュニケーション能力を育む場の必要性も確認された。

以上の結果は，若年者の自殺予防にあたっても，多機関が連携した包括的な対策が必要である
ことを示している。ここに示すのは一つの提案であるが，今回のレビュー結果を踏まえて考えら
れる対策の具体例を以下にいくつかあげてみたい。

1．学校における自殺予防教育とハイリスクな若年者に対する早期支援の仕組み作り　
教育機関において，自殺予防教育を通じて援助希求能力やストレス対処能力を高めるとともに，

学校内に，同級生が「ゲートキーパー」となって，悩みを抱えた友人を教師，養護教諭，スクー
ルカウンセラーにつなげやすい仕組みを作る。その際，生徒・学生たちが主体的に参加する啓発・
教育にすると，生徒・学生全体が当事者意識を持てるだけでなく，生徒・学生のなかからピア・
サポーターを養成することができるだろう。

2．学校と地域保健機関をつなげる仕組み作り　
学校における自殺予防教育が効を奏すれば，援助希求能力が高まった自殺リスクの高い若年者

は，これまで以上に教師，養護教諭，スクールカウンセラーのもとを訪れる可能性がある。そのよ
うな事態になった場合に，若年者を支える側がつぶれてしまうことがないように，地域保健機関
がスーパーバイズできる体制を構築する必要もあろう。地域保健機関がかかわることのメリット
は，必要に応じてメンタルヘルス支援へのつなぎをはたせることに加えて，若年者本人のみならず，
その家族全体への支援，場合によって「訪問」という形でアウトリーチ的な介入もできるという点
にある。これにより，自殺リスクの高い若年者の背後にいる，同様に自殺リスクの高い家族に対
する目配りもできるであろう。また，若年者が学校を卒業した後もかかわりつづけることができ，
支援の継続性・一貫性が担保されるであろうし，就職後の若年者の自殺予防にも役立つだろう。
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3．学校中退者・無職者等のための交流の場を作り，インターネットやアウトリーチでつ
ながる仕組み作り　

不登校や学校中退，あるいは学校を卒業した後，無職の状態が続いている者に対しては，教育
機関での介入が困難である。そこで，学校における自殺予防教育や啓発活動を通じて養成された
ピア・サポーターを中心とした交流の場を作ることが，自殺リスクの高い若年者を孤立から救う
可能性がある。

また，インターネットを介した情報発信や支援・介入や，自動車学校における情報発信も，学
校を離れている，援助希求性の乏しい若年者にアクセスしやすい方法といえよう。さらには，ア
ウトリーチ型の就労支援活動を通じて，社会に居場所を見つけられずにいる若年者に寄り添い，
必要に応じてメンタルヘルス問題に対する専門治療につなげることも可能であろう。

4．背景にあるメンタルヘルス問題を看過せず，適切な治療・援助につなげる仕組み　
若年者が無職となっている理由の一つとして，雇用情勢やブラック企業問題といった社会的問

題が存在することはいうまでもない。しかし同時に，そうした若年者には何らかのメンタルヘル
ス問題が存在している可能性もある。

亀山らは，心理学的剖検調査で収集した自殺者の情報をもとに，無職の自殺者を4つの臨床類
型に分類しているが，そのなかで無職の若年者に当てはまる自殺者の類型として2つのタイプを
提示している 2）。一つは「自立困難型」であり，人生早期に統合失調症などの重篤な精神障害に
罹患して社会的能力に深刻な制限を抱えている一群である。この一群の若年者は，一度も就労経
験のないまま，社会から退却した生活を続けたすえに自殺に至っている。もう一つは「自立失敗型」
であり，女性に多く，学校時代にはいじめ被害などを経験し，非正規雇用により就労経験がある
ものの，そこでの適応に失敗し，社会からの撤退をしてしまった一群である。この一群の若年者
は精神科治療歴を持つ者が多く，パーソナリティ障害やうつ病などと診断されており，リストカッ
トや過量服薬のような比較的致死性の低い自傷行為を繰り返しながら，最終的に自殺に至る。

この二つの無職の自殺者の類型は今回のレビューで明らかにされた，若年者が自殺に至る二つ
のパターン，「突発型」と「慢性型」と酷似しているが，亀山らの研究，ならびに今回のレビュー
からわかるのは，無職の若年者の自殺予防には，雇用政策や就労訓練に加えて，メンタルヘルス
問題の評価という視点は欠かすことはできないことである。その意味で，職域と地域保健，さら
には精神科医療との連携も重要である。

5．自殺リスクの高い親に早期介入する仕組み作り　
今回のレビューで明らかになったのは，自殺リスクの高い若年者の背後には，経済的・心理的・

医学的にさまざまな困難を抱えた親の存在であった。そのような親の場合，生活の中で出会う困
難に追い詰められるなかで，子どもを虐待するなど不適切な養育をしてしまうこともあるが，こ
うした体験は子どもの将来における自殺リスクを高める。こうした事態を予防するためには，自
殺対策の文脈のなかで教育機関と保健・医療機関とが連携するだけでなく，児童福祉領域や母子
保健領域とも連携した仕組み作りが求められる。

いずれにしても，今回のレビューでは，成人の場合とは異なり，若年者の自殺対策に関しては
あまりにもエビデンスといえる知見が乏しいという事実が確認された。たとえば，若年者の自殺
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に影響する社会文化的影響，ライフイベント，メンタルヘルスの問題が複合した場合の自殺リス
クに関する評価の基準はいまだに知られていない。また，海外では若年者の自殺と密接な関連が
指摘されながらも，今回のレビューでは，浮かびあがらなかった物質関連障害の問題について，
睡眠薬や抗不安薬などの精神科治療薬の乱用や，近年，社会問題化している危険ドラッグとの関
係も含めて，改めて厳密な評価が必要であろう。さらに，具体的な支援対策に関しては，家庭→
学校→就労という定型の環境移行以外の若年者のあり方，そのコーディネートの有効なあり方と
それを担うための社会の仕組みづくり，学校の役割，関係機関での情報共有のためのツールとルー
ルづくりなどが求められるであろう。

効果的な自殺対策のためには，さらに多くの学術的な研究が推進される必要があること，それ
は自殺総合対策大綱に述べられているように，社会のニーズを踏まえ，支援と一体となって進め
られる必要があることを述べて，本レビューの締めくくりとする。
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付録1：二つの領域の架橋―若年者の自殺予防マップ

このマップはレビューでとりあげた若年者の自殺予防の情報を一望できるように図にまとめた
ものである。

実際の事例をこれに沿って考えてみることで，要素の相互の関係が明らかになる。また，報告
書で取り上げなかった若年者の自殺予防の活動や必要とされる資源について検討できる。

 図1　若年者の自殺予防マップ
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例：「学校で孤立しがちであり，中学で不登校になる。周囲の支援で高校進学を果たすが，や
はり人間関係で失敗し，不登校になり退学。就職活動に取り組むがうまくいかない」

本人の問題を空欄に書き込み，関連する危険因子にチェックを入れる。これらを考慮しながら，
活用できる資源や取組を選び，連携が必要なものを線でつないだものが図2である。

  図2　就労に焦点をあてた支援では，メンタルヘルスなどの見立てが不足する

このような困難を抱える若年者の発見誘導では，①学校が持つゲートキーパー機能によって捕
捉され，支援につながる，②本人や家族が自ら行政等の相談窓口を訪れることが契機となって支
援につながる，③若年者自身やその家族が援助希求行動を不得手で，アウトリーチが行われる場
合が考えられる。

若年者へのアウトリーチは，子ども若者地域支援協議会が核となって実施されることが期待さ
れるが，①～③の発見ルートから地域若者サポートステーションに直接つながることもある。そ
の場合には，各機関の連携をコーディネートする機関が必要で，子ども若者地域支援協議会の整
備状況によっては，自治体の相談窓口が期待される地域もある。

なお，この流れでは，当人がなぜ学校で孤立し，不登校になったのかについては検討する機会
がない。それでは，たとえ就職できたとしても，その若年者は新しい職場での人間関係において
再び躓く可能性がある。その見立てと解決方法を本人と一緒に探るためには，この連携の中に専
門機関の参加が求められる。
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付録2：若年者の自殺対策のあり方に関するワーキンググループ　要綱

目的と期待される成果
わが国の自殺対策における課題として、いまだ具体的な対策が定まっていないように思われる、

若年者の自殺対策について、国内外の研究知見や実践事例に関する情報収集と整理を行う。これ
は、科学的根拠に基づく自殺予防総合対策推進コンソーシアム準備会として、求められる若年者
対策のあり方を行政関係者やメディア関係者に提言する際の基礎資料となる。

方法
精神医学、心理学、社会学、就労支援などの諸領域の専門家によって構成されるワーキンググ

ループを設置し、年2～3回の会議、ならびにメールによる情報交換を行うとともに、先行研究
および実践経験に関する知見の整理を行い、報告書を作成する。報告書にまとめられた成果は、
次年度のコンソーシアム準備会において公表する。

ワーキンググループメンバー（50音順）
1. 危機介入班（医療）

●代表：松本英夫先生　東海大学医学部専門診療学系精神科学　教授
●尾崎仁先生　東京都立小児総合医療センター　レジデント
●齊籐卓弥先生　北海道大学大学院医学研究科　児童思春期精神医学講座　特任教授
●杉本達哉先生　東京都立松沢病院精神科　医員
●成重竜一郎先生　日本医科大学付属病院精神医学教室　助教
●三上克央先生　東海大学医学部専門診療学系精神科学　講師
●渡辺由香先生　東京都立小児総合医療センター　児童・思春期精神科　医員
事務局：松本俊彦　自殺予防総合対策センター　副センター長

2. 予防・啓発・地域づくり班（教育・社会・地域）
●代表：高野久美子先生　創価大学教育学部教育学科　教授
●浅野智彦先生　東京学芸大学人文社会科学系社会科学講座　教授
●岩室紳也先生　ヘルスプロモーション推進センター　代表
●勝又陽太郎先生　新潟県立大学人間生活学部子ども学科　講師
●窪田由紀先生　名古屋大学　大学院教育発達科学研究科　教授
●末木新先生　和光大学現代人間学部心理教育学科　専任講師
●鈴木晶子先生　一般社団法人インクルージョンネットよこはま　理事
事務局：川野健治　自殺予防総合対策センター　自殺予防対策支援研究室長
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おわりに − 今後の課題

日本心理臨床学会総合検討委員会自殺対策専門部会/

創価大学教育学部教育学科
教授　高野　久美子

このワーキンググループでは精神医学，心理学，社会学，就労支援など多様な領域から科学的
根拠に基づく研究や実践の知見が集められ，若年者の自殺対策のあり方について活発に意見が交
わされてきた。それは，普段は接点を持つことが少ない領域の専門家同士が集い，それぞれの専
門領域の研究や実践経験に関する知見を共有し整理を行う作業であったと同時に，専門性やアプ
ローチは異なるが若年者の自殺予防を考える上で通低するものがあるということが明らかにされ
る過程でもあったと思う。ここでは，その過程から見えてきた課題を２点述べたい。

まず最初の課題として，支援の繋がり方，枠組みを統合的な視点で捉えなおしていくことを挙
げたい。それは，縦に繋がる支援（個人の時間軸に沿った支援，世代をまたぐ支援）と横に広が
る支援を統合する視点である。多くの研究や実践において，家族や親子関係のありようや幼少期
の体験が自殺の危険因子にも保護因子になり得ることが示唆されている。家族や親が保護因子と
なるためには，親世代への支援も必要であり世帯支援という捉え方が必要であることも言われて
いる。このように，若年者の自殺予防対策を考える際には，全ての世代を視野に入れた対策が必
要であることがわかる。また，家庭を支える地域，地域を支える社会というように横に広がる支
援も不可欠であろう。多様な支援がまるで生き物のように相互に繋がり，補完し，また相乗効果
を生むような枠組みが必要であることが今回の報告書で改めて示された。

その一方で，社会関係資本が自殺抑止に対して負の効果を持っているという知見も示され，「繋
がり」とは何かが問われた。たとえば，自分の過去を知らない人たちの中で新たに仕切りなおし
をしたいと思う若者にとって，「忘れられる権利」を持つことは，リスクはあるにせよ，何らかの
プラスの意味を持つかもしれない。繋がることの意味を様々な角度や切り口から捉えつつ，多く
の領域にまたがる支援を繋ぎ合わせ，有効に機能させるためのシステム作りは今後の大きな課題
であろう。

もう一つは，「現場感覚」をどのように研究や実践につなげていくのか，という点である。報告
書にもあるように，若年者の自殺予防については科学的根拠に基づく知見の蓄積がまだ不十分で
あることは否めず，精力的に研究を進めていく必要がある。しかしその一方で，科学的根拠の裏
打ちはないものの，臨床現場での日々の実践で感じられる「感触」や「現場感覚」として語られた
トピックや意見は示唆に富み，今後の自殺予防対策を考える上での貴重な視点が提供されたと感
じる。こうした「感触」や「現場感覚」に通低するのは「人が育っていくこと・育まれていくこと」
とは何か，という問いであり，またそれにどう関わるか（関われるか），という問いであるよう
に思う。このように目に見えにくく，科学的根拠が得られにくい，しかし切実な臨床現場での「実
感」をどう掬い取り，検証し実践につなげていくかが今後の課題の一つであろう。

若年者の自殺予防は，今，目の前にいる若者の自殺を予防することだけでなく，その若者が
10年後20年後にも死なずにいられることを目指している。そのためには，自殺予防に直結しな
いが結果として自殺予防につながる，長期的な展望をもった働きかけが必要であり，報告書でも
学校教育や地域支援での実践が述べられている。これは自殺予防にとどまらず，全ての人々に対
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するメンタルヘルス支援であり，ポピュレーションアプローチの取り組みでもある。自殺予防の
「専門家」は数少ないかもしれないが，どんな人も（何かの専門職であろうとなかろうと）それぞ
れが生きている領域の中で，我がこととして向き合うことはできる。そして，その姿勢こそが社
会の中で自殺予防に繋がっていく，ということがこの報告書を通して示されたのではないだろう
か。
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